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平成 31 年度 水産基盤整備調査委託事業「漁港施設の長寿命化検討調査」 

報 告 書 

 
 
a. 課題名 

「４.漁港施設等の情報の電子化及び点検の効率化の検討」のうち 

４－１ 漁港施設点検システム及び維持管理情報プラットフォームの運

用の検討  

 
b. 実施機関及び担当者 

［一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所］ 

第１調査研究部 

   次 長   林  浩志 

上級研究員 加藤 広之 

主任研究員 尾崎 幸生 

 

 

c. ねらい 

漁港管理者に対する技術的支援の一環として、点検記録の即時登録や点検記

録のデータベース化を目的とした「漁港施設点検システム」及び維持管理に係

る情報の蓄積・更新の適正化やそれらのデータの利活用の促進を目的とした

「維持管理情報プラットフォーム」の両システムを平成 29 年調査及び平成 30

年調査において構築した。平成 31 年度調査では両システムの運用版を漁港管

理者に提供し、実運用に向けてのシステム運営・保守管理等の検討を行う。ま

た、各種説明会等を通じて、漁港管理者への普及促進を図る。 
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ｄ．方法 

≪漁港施設の点検システム≫ 

４－１－１. 運用版システムの説明及び配布 

全国の水産基盤施設ストックマネジメント担当者を対象に実施される

ICT 意見交換会にて前年度の成果である漁港施設点検システム（運用版）

の紹介及び内容説明を行い、本システムに対する意見交換・質疑応答を行

う。アカウントは昨年度と同じく、1 都道府県 1 アカウント程度とし、こ

れまでの試行運用で使用していた ID 及びパスワードを使用できるものと

する。 

 

４－１－２. 日常点検記録様式への出力機能の付加 

並行して検討が進められている「４－２ 漁港施設等の効率的な点検手

法の検討」において、日常点検の効率化・重点化が検討されている。その

中で点検記録の効率化として点検システムから記録様式が出力できる機

能を付加する。 

 

４－１－３. 導入に関する調査の実施 

全国の漁港管理者を対象に本システムにおいて想定される運営方法

（案）・費用（案）を提示し、方法の可否・費用負担可能な程度等をアン

ケート調査にて意見を取集する。その意見を踏まえ、システム運営・保守

管理等の運用上の課題を整理し、その対応方針を検討する。 

 

４－１－４. 実証試験 

配布したシステム（運用版）を用いて先導的な事例となるものを１～２

例程度構築し、実運用の中で課題を抽出するとともに、それらの事例を説

明会等で説明する基礎資料とする。 

 

４－１－５. 運用上の課題の整理及び対応方針の提案 

 （１）運用方法（案）の整理 

漁港施設点検システムの運用方法について検討を行い、考えられる運

用方法・体制・費用等を検討する。「運用方法・費用について」・「サポ

ート体制」が重要となる。 

 （２）対応方針の検討 

上記検討内容及びアンケート調査結果を踏まえ、本格運用での課題を

整理し、対応策（案）を取りまとめる。 
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４－１－６. 説明会の実施 

昨年度までの試行運用結果及び実証試験の結果を事例として整理し、活

用方法・運用方法を踏まえた漁港管理者への説明会を実施する。説明会は

「維持管理情報プラットフォーム」と合わせて行うものとし、全国４箇所

を想定している。 

 

 

≪維持管理情報プラットフォーム≫ 

４－１－７. 運用版システムの構築 

 （１）情報共有化機能の付加 

維持管理情報プラットフォームはスタンドアロン型のものであり、漁

港管理者毎に運用いただくものとなっている。新規に登録したデータは

当該パソコンの中にしか蓄積されないため、他の管理者との情報共有・

資料提供に係る登録データの集計・統合機能を付加する。 

 （２）運用版システムの構築 

上記機能を付加した維持管理情報プラットフォームの運用版システ

ムを構築する。 

 

４－１－８. 運用版システムの説明及び配布 

全国の水産基盤施設ストックマネジメント担当者を対象に実施される

ICT 意見交換会にて維持管理情報プラットフォーム（運用版）の紹介及び

内容説明を行い、本システムに対する意見交換・質疑応答を行う。漁港管

理者への配布のため、CD-ROM を作成する。また、ダウンロードサイトの

設置等、複数方法での配布手段を準備する。 

 

４－１－９. 運用体制の検討 

維持管理情報プラットフォームの運用体制について検討を行い、考えら

れる体制について検討を行う。本システムにおいては「システム管理体

制」・「サポート体制」が重要となる。 

 

４－１－１０. 説明会の実施 

サンプル漁港等を事例として整理し、活用方法・運用方法を踏まえた漁

港管理者への説明会を実施する。説明会は「漁港施設点検システム」と合

わせて行うものとし、全国４箇所を想定している。 
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ｅ．結果及び考察 

４－１－１. 運用版システムの説明及び配布 

（１）概要 

令和元年 7 月 19 日に水産庁が開催した「漁港漁場の整備・管理への ICT

活用に関する意見交換会」にて漁港施設の点検システムの内容説明を実施

し、出席した漁港管理者に運用版アカウントの配布を行った。また、出席

しなかった漁港管理者及び市町村の漁港管理者については後日郵送にて

意見交換会での配布資料及び運用版アカウントを送付した。 

 

（２）説明内容 

ICT 意見交換会の内容は以下のとおりである。 

  ・漁港施設の点検システム（運用版） 

（システムの概要・特徴の説明、導入検討予定について） 

 

（３）開催状況 

ICT 意見交換会の開催状況は表 e-4-1-1-1 および図 e-4-1-1-1 のとおり

である。 

 

表 e-4-1-1-1 ICT 意見交換会の開催状況

日時 場所 参加者数

令和元年 7月19日
10:00～16:00

三田共用会議室
講　堂

≪漁港管理者≫
　38都道府県2市：67名
≪関係団体≫
　24名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-1-1 ICT 意見交換会の開催状況 
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（４）主な質疑 

ICT 意見交換会で聴取した質問や意見は表 e-4-1-1-1 のとおりである。 

 

表 e-4-1-1-1 ICT 意見交換会で聴取した主な質問・意見  

主な質問・意見 回答・対応

データサーバーの設置について
（各都道府県で準備が必要か？）

現在はこちらで準備しているサーバーで運用
している。
実運用時は各都道府県のサーバーにデータを
以降して使うことも可能であるし、今使用し
ているサーバーを継続して使用することも可
能である。
導入検討の調査票ではどのような方法が考え
られるか等も合わせてご提示したい。

導入（参加申し込み）は途中からでも可能
か？（特に市町村はすぐに判断することが難
しい）

提示した予定はあくまでも案であるので、各
自治体の都合等を考慮し、随時対応してい
く。（途中参加OK）

本システムの導入した場合は定期的な説明会
を実施して欲しい。

すぐに回答することは出来ないが、一度持ち
帰り検討させていただきたい。

本システムへの質問等を市町村から受けた場
合の対応について
（県で対応することは難しい）

配布資料の中に窓口を明記しており、随時対
応するように考えている。
定期的な説明会や各都道府県での説明会は難
しいが、両システムの周知・普及に向けて全
国を各ブロックに分けて説明会を実施する予
定である。市町村にも積極的に参加してもら
いたい。

≪漁港施設の点検システム≫
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４－１－２. 日常点検記録様式への出力機能の付加 

並行して検討が進められている「４－２ 漁港施設等の効率的な点検手

法の検討」において、日常点検の効率化・重点化が検討されている。その

検討の中で「調査結果の取りまとめに時間を要している」という課題が挙

げられている。 

本システムでは日常点検で記入すべき事項を網羅した内容になってい

るため、出力形式がそのまま日常点検の記録様式になるように改良を行っ

た。 

本システムを活用することで点検の容易化・情報共有の迅速化に加え、

取りまとめ作業の負担軽減が図れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4—1-2-1 日常点検記録様式への出力機能 

  

≪これまで出力形式≫ 

≪日常点検記録様式≫
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４－１－３. 導入に関する調査の実施 

全国の漁港管理者を対象に本システムにおいて想定される運営方法

（案）・費用（案）を提示し、方法の可否・費用負担可能な程度等をアン

ケート調査にて意見を取集する。その意見を踏まえ、システム運営・保守

管理等の運用上の課題を整理し、その対応方針を検討する。 

 

（１）本システムの導入費用について 

本システムの本格導入には条件設定やシステムネットワーク構築等

の導入費用が発生する。 

（２）導入に関する調査について 

導入方法及びその概算費用等の資料を段階的に提示する。各漁港管理

者には共有アカウントによるデモ作業を踏まえ、本システムの導入につ

いて検討いただく。 

（３）導入検討の予定について 

導入に関する検討・調査予定としては下記の 4 段階で行う。 

 

≪導入検討に関する調査予定について≫ 

①導入の可能性の確認   （令和元年 10 月予定） 

②導入意思の確認     （令和元年 12 月予定） 

③本システムの参加申し込み（令和２年度予定） 

④本システムの本格導入開始（令和３年度予定） 

※随時参加受付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-3-1 漁港施設の点検システムの導入検討予定 

導入検討（デモ作業）

導入検討（予算確保）

導入開始※    

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

配布

導入に関する調査

調査票配布 

回収

調査票配布 

　概算費用の算定 概算費用
の精査

説明資料
等の提供

③参加申込 ④導入開始

：漁港管理者への依頼事項

：漁村総研での対応

共通アカウントに
よるデモ作業※

（導入検討）

①導入の可能性の
有無

②導入意思の
確認

令和３年度
（導入開始）

準備・調整

項目

令和元年度
（導入検討（デモ作業））

令和２年度
（導入検討（予算確保））

導入費用の検討

システム導入
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①導入の可能性の確認 

（１）提示内容 

  ◎漁港施設の点検システムにおける導入検討資料 

   ・仮定した条件での概算工費の提示 

   ・仮定条件、判断条件（サーバー・気象情報）を踏まえた選定フロー 

   ・その他費用（携帯端末・通信費用）についての情報提供 

     ・総務省におけるシステム導入に活用できる特別交付税の紹介 

  ◎漁港施設の点検システムの導入に関する調査票（①導入の可能性） 

   ・導入について 

   ・費用・管理体制について 

   ・説明会の開催について 

 

 

図 e-4-1-3-2 漁港施設の点検システムの導入方法選定フロー 
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図 e-4-1-3-3 点検の効率化・充実化に係る特別交付税措置（総務省 HP より）  
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（２）調査結果 

「漁港施設の点検システム」について、導入の可能性及び費用・管理体

制についてのアンケート調査を実施した。 

また、本システムでは「建設業者等→市町村→都道府県出先機関→都道

府県庁」というシステムネットワーク構築による情報共有の迅速化を利点

としているため、調査票について各都道府県単位での回答とした。 

下記に期間・意見収集方法を示す。また、受領したアンケートの回答者

数の内訳は表 e-4-1-3-1 のとおりである。 

 

      ・調査対象；全漁港管理者 

          （40 都道府県、北海道開発局） 

    ・調査期間；令和元年 10 月 16 日～11 月 8 日 

    ・意見収集；アンケート票にて回収 

 

表 e-4-1-3-1 アンケート回答者数の内訳（①導入の可能性の確認） 

 
 

 

漁場管理者に配布したアンケートの内容を下表に示す。 

 

表 e-4-1-3-2 「①導入の可能性の確認」の調査内容 

設問 アンケート内容

Ｑ１ 漁港施設の点検システムの導入する可能性について

Ｑ２ 導入を決めた理由・決め手となった事項について

Ｑ３ 想定している導入方式について

Ｑ４ 迷っている事項・導入においてネックとなる事項について

Ｑ５ 導入範囲について（都道府県単位が適正か）

Ｑ６ 管理者がサーバーを準備する場合の支払い方法について

Ｑ７ 共通サーバーを使用する場合の支払い方法について

Ｑ８ 説明会の参加希望について

Ｑ９ 都道府県からの参加想定人数について（市町村も含む）

Ｑ１０ 会場の貸与の可否について

Ｑ１１ 自由意見

１.漁港施設の点検システムの導入について

２.システム導入における費用・管理体制について

３.漁港施設の点検システム等の説明会について

４.その他
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以下に導入する可能性についての回答及び導入を迷っている事項・導入に

おいてネットとなる事項についての回答を下図に示す。 

 

 

 
図 e-4-1-3-4 導入する可能性について（Ｑ１） 

 

 

図 e-4-1-3-5 迷っている事項・導入においてネックとなる事項（Ｑ４） 

 

調査の結果、前向きに導入を検討している都道府県は５県（図 e-4-1-3-4

参照（Ｑ１：①②））であった。本システム導入に向けては「費用面」が最も

大きな課題として指摘があった。（図 e-4-1-3-5 参照） 
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②導入意思の確認 

（１）提示内容 

  ◎漁港施設の点検システムにおける導入検討資料 

   ・漁港数を反映したシステムの導入費用・維持管理費用について 

・前回調査（①導入の可能性）での意見・要望への回答 

     1）規模による導入費用・維持管理費用の差異について 

     2）システムへの改善要望について 

     3）本システムの周知・啓発について 

     ・総務省におけるシステム導入に活用できる特別交付税の紹介 

  ◎漁港施設の点検システムの導入に関する調査票（②導入意思の確認） 

   ・導入について 

   ・費用・管理体制について 

   ・説明資料に必要な情報について 

  ◎漁港施設の点検システムの導入及び維持に係る概算費用算定資料 

 

 

図 e-4-1-3-6 概算費用算定資料（エクセルファイル）の画面 
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（２）調査結果 

「漁港施設の点検システム」について、導入検討状況（導入規模（管理

者数・漁港数）の把握）及び費用・管理体制についてのアンケート調査を

実施した。また、調査票については前回調査と同じく各都道府県単位での

回答とした。 

下記に期間・意見収集方法を示す。また、受領したアンケートの回答者

数の内訳は表 e-4-1-3-2 のとおりである。 

 

      ・調査対象；全漁港管理者 

          （40 都道府県、北海道開発局） 

    ・調査期間；令和２年 1 月 27 日～2 月 12 日 

    ・意見収集；アンケート票にて回収 

 

表 e-4-1-3-3 アンケート回答者数の内訳（②導入意思の確認） 

 
 

 

漁場管理者に配布したアンケートの内容を下表に示す。 

 

表 e-4-1-3-4 「②導入意思の確認」の調査内容 

設問 アンケート内容

Ｑ１ 漁港施設の点検システムの導入の検討状況について

Ｑ２ 導入を決めた理由・決め手となった事項について

Ｑ３ 想定している導入方式について

Ｑ４ 迷っている事項・導入においてネックとなる事項について

Ｑ５ 導入範囲について（都道府県単位が適正か）

Ｑ６ 想定される導入規模（自治体数・漁港数）について

Ｑ７ 共通サーバーを使用する場合の支払い方法について

Ｑ８ 説明資料に必要な情報について

Ｑ９ 自由意見

１.漁港施設の点検システムの導入について

２.システム導入における費用・管理体制について

３.漁港施設の点検システム等の説明会について

４.その他
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以下に導入の検討状況についての回答及び導入を迷っている事項・導入に

おいてネットとなる事項についての回答を下図に示す。 

 

 

図 e-4-1-3-7 導入の検討状況について（Ｑ１） 

 

 

図 e-4-1-3-8 迷っている事項・導入においてネックとなる事項（Ｑ４） 

 

調査の結果、前向きに導入を検討している都道府県は７県（図 e-4-1-3-7

参照（Ｑ１：①②））であり、前回調査よりも若干増加した。本システム導入

に向けては前回調査と同じく「費用面」が最も大きな課題として指摘があった。

（図 e-4-1-3-8 参照） 
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以下に説明資料に記載して欲しい事項についての回答を下図に示す。 

 

 

図 e-4-1-3-9 説明資料に記載して欲しい事項（Ｑ９） 

 

調査の結果、「点検システムを導入する効果・利点」の回答が最も多かった。

その他意見としては「他の都道府県の導入事例」という回答が多かった。 
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４－１－４. 実証試験 

（１）目的 

配布したシステム（運用版）を用いて先導的な事例となるものを１～２

例程度構築し、実運用の中で課題を抽出するとともに、それらの事例を説

明会等で説明する基礎資料とする。 

実証試験の対象としては昨年度の試行運用において登録数の多かった

山口県（管下市町村を含む）を選定した。 

 

（２）説明内容 

実証試験に向けての操作説明会の内容は以下のとおりである。主眼は漁

港施設の点検システムであるが、維持管理情報プラットフォームについて

も操作の実演を行った。 

  ①漁港施設の点検システム（運用版） 

（システムの概要・特徴の説明、操作の実演、実証試験への協力依頼） 

  ②維持管理情報プラットフォーム（運用版） 

（システムの概要・特徴の説明、操作の実演） 

 

（３）開催状況 

操作説明会の開催状況は表 e-4-1-4-1 および図 e-4-1-4-1 のとおりであ

る。 

 

表 e-4-1-4-1 実証試験に向けた操作説明会の開催状況

日時 場所 参加者数

令和元年12月10日
13:30～15:40

山口県庁
視聴覚室

山口県担当者：6名
山口県管下6市町：8名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-4-1 操作説明会の開催状況（実証試験） 
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（４）主な質疑 

操作説明会で聴取した質問や意見は表 e-4-1-4-1 のとおりである。 

 

表 e-4-1-4-2 操作説明会で聴取した主な質問・意見（実証試験） 

主な質問・意見 回答・対応

システムの不具合について（２件） 状況を確認し、後日報告する。

その他（補足説明） ・WEBシステムにおける地図と空撮の切り替
え方法について

その他（補足説明） ・登録データのサブフォルダの作成・名称変
更について
・対策費グラフ、コスト平準化のエクセル出
力について

≪漁港施設の点検システム≫

≪維持管理情報プラットフォーム≫
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（５）本格導入に向けた課題・留意点の抽出 

実証試験での内容についてアンケート票を配布し、山口県内の漁港管理

者から 9 件の回答を得た。 

下記に試験期間・意見収集方法を示す。 

 

    ・試験期間；令和元年 12 月 10 日（説明会）～令和２年 2 月 18 日 

    ・意見収集；アンケート票にて回収 

 

漁場管理者に配布したアンケートの内容を下表に示す。 

 

表 e-4-1-4-3 実証試験に関する調査内容 

設問 アンケート内容

Ｑ１ 漁港施設の点検システムでのデータ登録状況について

Ｑ２ 点検システムの今後の活用方針について

Ｑ３ 今後も活用していく理由について

Ｑ４ 継続的な利用を考えていない理由について

Ｑ５ データ登録をしなかった理由について

Ｑ６ データ登録した際の感想

Ｑ７ 漁港管理者以外が登録した場合のメール配信について

Ｑ８ 導入範囲について（都道府県単位が適正か）

Ｑ９ 説明資料に必要な情報について

Ｑ１０ 自由意見

１.漁港施設の点検システムでのデータ登録について

２.漁港施設の点検システムでのメール配信にちいて

３.漁港施設の点検システムの導入について

４.その他
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図 e-4-1-4-2 データの登録状況について（Ｑ１） 

 

 

図 e-4-1-4-3 今後の活用について（Ｑ２） 

 

調査の結果、実証試験でデータ登録した漁港管理者は約 8 割であったが、今

後も点検システムを活用していくかどうかについては約 4 割の漁港管理者が

「継続的な利用を考えていない」との回答であった。 

 

 

図 e-4-1-4-4 継続的な利用を考えていない理由について（Ｑ４） 

 

点検システムの継続的な利用を考えていない理由としては、「作業の負担軽

減にならない」という意見が最も多く、管理漁港数の市町村からは「この点検

システムを使用しなくても、従来作業で支障はない」との意見があった。 

また、点検システムの普及促進にむけては「維持管理情報プラットフォーム

との連携や他施設の管理システムとの連動・統合が課題」との意見があった。 
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４－１－５. 運用上の課題の整理及び対応方針の提案 

 （１）運用方法（案）の整理 

漁港施設点検システムの運用方法について検討を行い、考えられる運用

方法・体制・費用等を検討する。本システムにおいては下記の視点が重要

となる。 

 

１）運用方法・費用について 

本システムの試行運用においては全国のデータを１つのサーバーで

一元管理していた。実運用にあたっては管理者が単独でサーバーを管理

する場合と複数の管理者でサーバーを共有する場合が想定される。その

利点・欠点を整理し、運用方法について検討し、維持管理費用等発生す

る費用についても概算金額を整理した。この運用方法・費用（導入・維

持管理）についてはアンケート調査にて意見を収集した。 

 

２）サポート体制について 

これまでは電話やメールにて操作方法の問合せやシステムの不具合

については調査内で対応していた。実運用した後の本システムのフォロ

ーアップとして下記の情報を HP に公開した。（3/9 公開予定） 

予定していた操作説明会が新型コロナウイルス感染拡大の影響を鑑

み、中止となったため、説明会での主題である操作の実演について操作

動画を作成し、HP で公開することでフォローアップを図った。 

 

≪http://www.jific.or.jp/dispatch/digitization/≫ 

・WEB システムへのリンク 

（操作マニュアルは WEB システムで閲覧可能） 

・操作説明動画（基本操作・拡張機能の説明） 

・操作説明会のスライド資料（PPT） 

・運用版配布後に受けた質疑事項（Q&A） 

 

以降に HP での漁港施設の点検システムの記載内容を添付する。 
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図 e-4-1-5-1 漁港施設の点検システムについての情報公開 
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 （２）対応方針の検討 

収集したアンケート調査結果を踏まえ、本格運用での課題を整理し、

次年度以降の導入検討に活用できる説明資料を作成した。作成に当たっ

ては下記の要望を考慮した。 

 

【説明資料に求める内容（図 e-4-1-3-9 参照）】 

①本システムの導入する効果・利点         ：33 件 

②導入・維持管理費用の内訳や根拠等の情報     ：31 件 

③想定している契約方法や契約先等の委託に関する情報：28 件 

④他の都道府県の導入事例（市町村の参加状況等）  ： 7 件 

 

作成した漁港施設の点検システムの説明資料は別添資料 4-1-4 として

添付する。 

 

 

 

  



23 

４－１－６. 説明会の実施 

（１）開催の目的 

昨年までの試行運用結果や実証試験での登録内容を事例として、活用方

法・運用方法を踏まえた漁港管理者への説明会を実施した。説明会は「漁

港施設の点検システム」と「維持管理情報プラットフォーム」と合わせて

行うものとし、両システムの導入の積極的な自治体や市町村を含めた参加

者数の多い自治体を選定した。 

 

（２）説明内容 

本説明会の内容は以下のとおりである。 

  ・漁港施設の点検システム（運用版）の操作説明 

（システムの概要・特徴の説明、操作の実演） 

 

（３）開催状況 

各開催地での説明会の開催予定を表 e-4-1-6-1 に示す。令和 2 年 3 月上

旬に予定していた説明会（下表の黄色ハッチ）については、新型コロナウ

イルス感染拡大の影響を鑑み、中止とした。（令和 2 年 2 月 26 日に判断） 

予定していた操作説明会が開催出来なかったため、説明会での主題であ

る操作の実演について操作動画を作成し、HP で公開することでフォロー

アップを図った。（3/9 公開予定（その後、全国の漁港管理者に周知）） 

実際に開催した説明会の状況は図 e-4-1-6-1～3 のとおりである。 

 

表 e-4-1-6-1 説明会の開催状況

開催地 日時 場所 参加者数

長崎県
令和元年 9月 6日

9:30～14:50
長崎県庁

大会議室Ｃ
長崎県の漁港管理者：29名

高知県
令和2年 2月18日
13:30～16:00

オーテピア
高知図書館
４階研修室

高知県、愛媛県等の漁港管理者
：33名

福岡県
令和2年 2月25日
13:30～16:00

福岡西総合庁舎
２階大会議室

福岡県、熊本県等の漁港管理者
：18名

青森県
（令和2年 3月 4日）
（13:30～16:00）

青森県庁南棟
２階中会議室

青森県、岩手県の漁港管理者
：22名（予定）

島根県
（令和2年 3月 5日）
（13:30～16:00）

島根県職員会館
健康教育室

島根県、鳥取県の漁港管理者
：28名（予定）

千葉県
（令和2年 3月 6日）
（13:30～16:00）

千葉県教育会館
（本館）

304 会議室

千葉県、茨城県等の漁港管理者
：26名（予定）
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図 e-4-1-6-1 説明会の開催状況（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-6-2 説明会の開催状況（高知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-6-3 説明会の開催状況（福岡県） 
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（４）主な質疑 

各説明会で聴取した質問や意見は表 e-4-1-6-1 のとおりである。 

 

表 e-4-1-6-1 各説明会で聴取した主な質問・意見  

≪漁港施設の点検システム≫

開催地 主な質問・意見 回答・対応

導入範囲について（市町村単独等も可
能か？）

導入に当たってはシステムネットワー
クの構築を考えると個別の管理者単位
ではなく、都道府県単位で導入いただ
くことが望ましい。

その他（補足説明） ・WEBシステムからの点検データの登録
方法
・WEBシステムにおける地図と空撮の切
り替え方法について
・スマホからの登録とWEBシステム登録
の違いを説明。（画像の圧縮の違い）

スマホからの登録とWEBシステムかｒな
お登録の違いについて

スマホからの登録は通信量を抑えるた
めに１画像１MB程度に圧縮している
が、WEBシステムでは画像の圧縮をして
いない。

その他（補足説明） ・WEBシステムからの点検データの登録
方法
・WEBシステムにおける地図と空撮の切
り替え方法について

特に無し
―

その他（補足説明） ・WEBシステムからの点検データの登録
方法
・WEBシステムにおける地図と空撮の切
り替え方法について
・スマホからの登録とWEBシステム登録
の違いを説明。（画像の圧縮の違い）

長崎県

高知県

福岡県
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≪維持管理情報プラットフォーム≫ 

４－１－７. 運用版システムの構築 

 （１）情報共有化機能の付加 

本システムはスタンドアロン型のものであり、新規に登録したデータは

操作したパソコンの中にしか蓄積されないため、管理者間（県-市町村、

県庁-出先機関など）の情報共有が課題であった。実運用を進めた場合に

支障となる前述の課題解決のために登録データの集計・統合機能の付加を

行った。 

漁港管理者間でのデータの共有化が可能となるため、登録作業の分担等

データ管理に関する作業の負担軽減が図れる。 

 

 

図 e-4-1-7-1 情報共有化機能 

 

（２）運用版システムの構築 

上記機能を付加した維持管理情報プラットフォームの運用版システ

ムを構築する。システム構築後に全国の漁港管理者への配布のため、運

用版システムの CD-ROM を作成した。 
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４－１－８. 運用版システムの説明及び配布 

（１）概要 

令和元年 7 月 19 日に水産庁が開催した「漁港漁場の整備・管理への ICT

活用に関する意見交換会」にて維持管理情報プラットフォームの内容説明

を実施し、出席した漁港管理者に運用版システムの CD-ROM の配布を行っ

た。また、出席しなかった漁港管理者及び市町村の漁港管理者については

後日郵送にて意見交換会での配布資料及び運用版システムの CD-ROM を送

付した。 

 

（２）説明内容 

ICT 意見交換会の内容は以下のとおりである。 

  ・維持管理情報プラットフォーム（運用版） 

（システムの概要・特徴の説明） 

 

（３）開催状況 

ICT 意見交換会の開催状況は表 e-4-1-8-1 および図 e-4-1-8-1 のとおり

である。 

 

表 e-4-1-8-1 ICT 意見交換会の開催状況

日時 場所 参加者数

令和元年 7月19日
10:00～16:00

三田共用会議室
講　堂

≪漁港管理者≫
　38都道府県2市：67名
≪関係団体≫
　24名

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-8-1 ICT 意見交換会の開催状況 
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（４）主な質疑 

ICT 意見交換会で聴取した質問や意見は表 e-4-1-8-1 のとおりである。 

 

表 e-4-1-8-1 ICT 意見交換会で聴取した主な質問・意見  

主な質問・意見 回答・対応

特に無し ―

≪維持管理情報プラットフォーム≫
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４－１－９. 運用体制の検討 

維持管理情報プラットフォームの運用体制について検討を行う。 

 

（１）システム管理体制について 

本システムはスタンドアロン型のもので漁港管理者毎に運用してい

ただくことになる。本システムの運用では「漁港施設の点検システム」

のように導入費用や維持管理費用等は発生しないため、漁港管理者には

無償で提供することとした。 

しかし、ＯＳの更新やストックマネジメントの手引き・ガイドライン

の改訂があった場合はシステム更新が必要となり、一度の更新に概ね

100 万円程度かかるものと想定される。システムの更新時期及びその更

新費用については適宜水産庁と協議する必要がある。 

 

  



30 

（２）サポート体制について 

これまでは電話やメールにて操作方法の問合せやシステムの不具合

については調査内で対応していた。実運用した後の本システムのフォロ

ーアップとして下記の情報を HP に公開した。（3/9 公開予定） 

予定していた操作説明会が新型コロナウイルス感染拡大の影響を鑑

み、中止となったため、説明会での主題である操作の実演について操作

動画を作成し、HP で公開することでフォローアップを図った。 

 

≪http://www.jific.or.jp/dispatch/digitization/≫ 

・更新ファイルの公開 

・操作説明動画 

（基本操作・拡張機能・点検システムとの連動機能の説明） 

・操作説明書 

・操作説明会のスライド資料（PPT） 

・運用版配布後に受けた質疑事項（Q&A） 

 

以降に HP での維持管理情報プラットフォームの記載内容を添付する。 

 

 

図 e-4-1-9-1 維持管理情報プラットフォームについての情報公開（1/4） 
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図 e-4-1-9-2 維持管理情報プラットフォームについての情報公開（2/4） 
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図 e-4-1-9-3 維持管理情報プラットフォームについての情報公開（3/4） 
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図 e-4-1-9-4 維持管理情報プラットフォームについての情報公開（4/4） 
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４－１－１０. 説明会の実施 

（１）開催の目的 

サンプル漁港での登録内容を事例として、活用方法・運用方法を踏まえ

た漁港管理者への説明会を実施した。説明会は「漁港施設の点検システム」

と「維持管理情報プラットフォーム」と合わせて行うものとし、両システ

ムの導入の積極的な自治体や市町村を含めた参加者数の多い自治体を選

定した。 

 

（２）説明内容 

本説明会の内容は以下のとおりである。 

  ・維持管理情報プラットフォーム（運用版）の操作説明 

（システムの概要・特徴の説明、操作の実演） 

 

（３）開催状況 

各開催地での説明会の開催予定を表 e-4-1-10-1 に示す。令和 2 年 3 月

上旬に予定していた説明会（下表の黄色ハッチ）については、新型コロナ

ウイルス感染拡大の影響を鑑み、中止とした。（令和 2 年 2 月 26 日に判断） 

予定していた操作説明会が開催出来なかったため、説明会での主題であ

る操作の実演について操作動画を作成し、HP で公開することでフォロー

アップを図った。（3/9 公開予定（その後、全国の漁港管理者に周知）） 

実際に開催した説明会の状況は図 e-4-1-10-1～3 のとおりである。 

 

表 e-4-1-10-1 説明会の開催状況

開催地 日時 場所 参加者数

長崎県
令和元年 9月 6日

9:30～14:50
長崎県庁

大会議室Ｃ
長崎県の漁港管理者：29名

高知県
令和2年 2月18日
13:30～16:00

オーテピア
高知図書館
４階研修室

高知県、愛媛県等の漁港管理者
：33名

福岡県
令和2年 2月25日
13:30～16:00

福岡西総合庁舎
２階大会議室

福岡県、熊本県等の漁港管理者
：18名

青森県
（令和2年 3月 4日）
（13:30～16:00）

青森県庁南棟
２階中会議室

青森県、岩手県の漁港管理者
：22名（予定）

島根県
（令和2年 3月 5日）
（13:30～16:00）

島根県職員会館
健康教育室

島根県、鳥取県の漁港管理者
：28名（予定）

千葉県
（令和2年 3月 6日）
（13:30～16:00）

千葉県教育会館
（本館）

304 会議室

千葉県、茨城県等の漁港管理者
：26名（予定）
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図 e-4-1-10-1 説明会の開催状況（長崎県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-10-2 説明会の開催状況（高知県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-1-10-3 説明会の開催状況（福岡県） 
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（４）主な質疑 

各説明会で聴取した質問や意見は表 e-4-1-10-2 のとおりである。 

 

表 e-4-1-10-2 各説明会で聴取した主な質問・意見  

≪維持管理情報プラットフォーム≫

開催地 主な質問・意見 回答・対応

現在登録済みの複数の漁港を統合する
ことは可能か？

登録済み漁港の情報は変更不可のた
め、新たに漁港を追加する必要があ
る。

その他（補足説明） ・点検結果から自動で健全度更新させ
るシステムではないことを説明。
・登録データのサブフォルダの作成・
名称変更について
・健全度調査データの追加方法
・対策費グラフ、コスト平準化のエク
セル出力について

漁業集落排水施設や漁港海岸施設の追
加は可能か？

施設を追加する場合は漁港施設の施設
分類・対象施設の選択となる。「その
他」として施設を追加し、関連資料を
保存することは可能である。

その他（補足説明） ・漁港や漁港施設の追加・削除につい
て（登録済みの情報は変更不可）

福岡県

港湾や河川等の別管轄施設の追加は可
能か？

施設を追加する場合は漁港施設の施設
分類・対象施設の選択となる。「その
他」として施設を追加し、関連資料を
保存することは可能である。

長崎県

高知県
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ｆ．今後の課題 

（１）普及促進に向けた課題 

  １）情報公開について 

これまでは電話やメールにて操作方法の問合せやシステムの不具合

については本調査内で対応していた。運用後のフォローアップとして

HP（http://www.jific.or.jp/dispatch/digitization/）に操作説明書・

運用版配布後に問合せのあった質疑・操作動画（基本機能・拡張機能）

を記載した。今後、両システムの情報公開についてはこの HP を活用し

ていく。 

 

  ２）未来投資戦略 2018 の目標達成に向けて 

未来投資戦略 2018 の「次世代インフラ・メンテナンス・システム構

築等のインフラ管理の高度化」において「老朽化インフラの点検・診断

などの業務にて、一定の技術水準を満たした新技術等を導入している施

設管理者の割合を、2020 年頃までには 20％、2030 年までには 100％と

する」との目標を示している。 

「一定の技術水準満たした新技術」として、本調査で検討している両

システムも該当すると考えられるため、今年度に引き続き、導入検討の

ために漁港管理者への周知・普及促進を図る。 

 

  ３）漁港施設の点検システムの導入検討及び本格導入について 

導入に関する検討・調査予定としては下記の 4 段階で行うこととして

いた。今年度調査では「①導入の可能性の確認」、「②導入意思の確認」

の調査を実施した。来年度以降は「③参加申し込み」の回答・意見を収

集するが、配布資料・意見の収集方法については水産庁と協議する必要

がある。 

 

≪導入検討に関する調査予定について≫ 

①導入の可能性の確認   （令和元年 10 月実施） 

②導入意思の確認     （令和２年１月実施） 

③本システムの参加申し込み（令和２年度予定） 

④本システムの本格導入開始（令和３年度予定） 

※随時参加受付 

 

  

導入検討（デモ作業）

導入検討（予算確保）

導入開始※    
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（２）継続運用に向けた将来的な課題 

≪共通≫ 

 漁港施設の点検システムについては「クラウドシステム」、維持管理

情報プラットフォームは「スタンドアロン型」と運用システムに差

異がある。将来的には直轄調査の他課題で検討している下記のよう

なシステムとデータの共有を図ることで情報の一元化・蓄積が進む

とビッグデータとして大きな価値を生むことになると考える。 

【他課題におけるデータベース等の情報システム検討】 

・漁場施設情報データベース（平成 29～30 年度調査） 

・全国港勢調査 WEB 入力システム（平成 29～31 年度調査） 

・漁港施設維持管理情報 WEB 入力システム（平成 31 年度調査） 

 

≪維持管理情報プラットフォーム≫ 

 本調査において運用版システムを無償配布したが、ＯＳの更新やス

トックマネジメントの手引き・ガイドラインの改訂があった場合は

システム更新が必要となり、一度の更新に概ね 100 万円程度かかる

ものと想定される。システムの更新時期及びその更新費用について

は適宜水産庁と協議する必要がある。 

 



 

 

 

 

 

 

別添資料 ４－１－１． 

調査結果（①導入の可能性） 

 
 

  



　漁港施設の点検システムの導入の可能性についてアンケート調査を実施した。

　下記に調査対象及び回答者の内訳を示す。

・調査対象；漁港管理者（40都道府県、北海道開発局）

【アンケート内容及び回答】

１.漁港施設の点検システムの導入について

Ｑ１：

Ｑ２：

Ｑ３：

Ｑ１で「①導入しようと考えている」と回答の方にお聞きします。
導入を決めた理由・決め手となった事項について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

漁港施設の点検システムの導入に関する調査結果（導入の可能性）

表－　アンケート回答者の内訳

漁港施設の点検システムの導入する可能性についてお伺いします。
下記から当てはまる検討状況を選択ください。

Ｑ１で「①導入しようと考えている」と回答の方にお聞きします。
導入する場合、検討資料p.4～5に示すどの方式を想定していますか？

3%
10%

56%

31%

①導⼊しようと考えている。

②現時点ではまだ検討中であるが、今回提⽰された
概算費⽤程度であれば前向きに検討したい。
③現時点ではまだ検討中であるが、今回提⽰された
概算費⽤程度であれば導⼊は難しい。
④導⼊する予定はない。

0 1 2

①点検作業が容易となり、作業の負担軽減が図れる。

②点検記録をデータベース化できるため、資料の
保管・利活⽤が容易となる。
③被災や変状等の漁港施設の迅速な現状把握が可能となる。

④気象情報同期機能が災害速報等に活⽤できる。

⑤その他（⾃由記載）

0% 0%

33%

（1）

67%

（2）

①案；管理者がサーバーを準備する場合
（気象情報同期機能有り）

②案；管理者がサーバーを準備する場合
（気象情報同期機能無し）

③案；共通サーバーを使⽤する場合
（気象情報同期機能有り）

④案；共通サーバーを使⽤する場合
（気象情報同期機能無し）
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Ｑ４：

≪その他の主要意見≫

Ｑ１で「②③検討中」「④導入する予定はない」と回答の方にお聞きします。
迷っている事項・導入においてネックとなる事項について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

0 10 20 30

①初年度のシステムの導⼊費及び２年⽬以降の維持管理費が⾼価であるため。

②点検作業に使⽤できる携帯端末（スマホ・タブレット）等が準備できないため。

③現地登録時には通信費が発⽣するため。

④本システムを導⼊しても作業の負担軽減とはならないと考えているため。

⑤本システムのセキュリティ対策に不安があるため。

⑥本システムのようなICT技術の知⾒に乏しいため、検討が進まない状況である。

⑦その他（⾃由記載）

27%

20%

20%

13%

20%
別の管理システムを導⼊済みである

今後の導⼊状況を踏まえて検討する

システムの機能不⾜

導⼊コストが⾼く、費⽤対効果が出ない

市町村では費⽤負担が難しい
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２.システム導入における費用・管理体制について

Ｑ５：

Ｑ６：

≪その他の主要意見≫

・費用負担や契約方法について、事例がなく内部で協議が必要。

Ｑ７：

情報共有の迅速化を考慮し、本資料では都道府県単位での導入を想定しています。
導入範囲について適切と考える範囲を下記の項目から選択願います。

Ｑ３で「①②（管理者がサーバーを準備する場合）」を選択されたの方にお聞きします。
①案、②案の維持管理費としては「（仮）システム運用・保守管理委託業務」のような業務委託を想定しています。
市町村分も含めた都道府県からの業務発注は可能でしょうか？

Ｑ３で「③④（共通サーバーを使用する場合）」を選択されたの方にお聞きします。
③案、③案の維持管理費の支払い方法として下記の方法を想定しています。
適切と考える支払い方法を下記の項目から選択願います。（複数回答可）

0% 0%0%

100%

①可能である。

②実績がないため、判断が難しい。（検討を進めていく）

③不可能もしくは難しい。

④その他（別案等）

0%

100%

0%

①全体の必要経費を分割し、各都道府県と業務委託契約を結ぶ。

②本システムの運営・管理を担当する団体にシステム使⽤料として
年会費を⽀払う

③その他（別案等）

21%

64%

15% ①都道府県単位で良い。（管下の市町村全て参加）

②都道府県単位で良いが、市町村の参加は希望する⾃治体のみとする。

③都道府県としては導⼊を⾒送る予定だが、市町村として参加希望の⾃治体
がある。
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３.漁港施設の点検システム等の説明会について

Ｑ８：

Ｑ９：

Ｑ１０：

・北海道開発局（180人収容）
・北海道      （ 30人収容）
・兵庫県　　　（ 30人収容）
・鳥取県　　　（300人収容）
・山口県　　　（ 80人収容）
・高知県　　　（100人収容）
・熊本県　　　（ 20人収容）
・沖縄県　　　（ 30人収容）

Ｑ８で「①参加を希望する」を選択されたの方にお聞きします。
説明会の開催にあたって、会場として都道府県庁の会議室等を貸していただけるでしょうか？

Ｑ８で「①参加を希望する」「②③検討中」を選択されたの方にお聞きします。
市町村分も含めた都道府県からの参加想定人数を教えてください。

漁港施設の点検システム及び維持管理情報プラットフォームについての説明会の開催（令和元年12月～令和２年２月頃）を
予定しています。（全国を地域毎等のブロックに分け、４箇所程度で開催予定）
下記から当てはまる参加について希望内容を選択ください。

41%

54%

5%

①参加を希望する。

②現時点ではまだ検討中であり、参加は未定である。

③参加を希望しない。

0⼈ 10⼈ 20⼈ 30⼈ 40⼈ 50⼈

北海道
東北地⽅
関東地⽅
中部地⽅
関⻄地⽅
中国地⽅
四国地⽅

九州・沖縄地⽅
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４.その他

Ｑ１１：

（主要意見）

漁港施設の点検システムの導入検討に関して、ご質問・ご意見がありましたらご自由にご記入下さい。
（多い質問・意見については次回以降の提示資料に回答もしくは個別で回答します）
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漁港施設の点検システムの導入検討資料（本システムの導入の可能性について） 

 

１.漁港施設の点検システムについて 

本システムはスマートフォンを活用し、点検写真等を現場で撮影し、データベースに即時登録・蓄積し、

点検結果等の検索や関係者間での情報共有を容易・迅速に行うことができるシステムである。本システム

を活用することで漁港管理にかかる実務上の負担を低減でき、点検記録の適正な保管が可能となると考

えられる。 

 

  

図１－漁港施設の点検システムのイメージ 

図２－システムネットワークの構築（秋田県での事例） 
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２.本システムの導入検討について 

1）本システムの導入費用について 

本システムの本格導入には条件設定やシステムネットワーク構築等の導入費用が発生する。 

2）導入に関する調査について 

導入方法及びその概算費用等の資料を段階的に提示する。各漁港管理者には共有アカウントによ

るデモ作業を踏まえ、本システムの導入について検討いただきたい。 

3）導入検討の予定について 

導入に関する検討・調査予定としては下記の 4 段階を考えている。 

今回の調査は「①導入の可能性の確認」となる。想定として仮定した参加者数から導入時の概算

費用や導入方法を提示するので、共通アカウントでのデモ作業を踏まえ、本システムを導入する

可能性について検討・ご回答いただきたい。 

 

≪導入検討に関する調査予定について≫ 

①導入の可能性の確認   （令和元年 10月予定） 

②導入意思の確認     （令和元年 12月予定） 

③本システムの参加申し込み（令和２年度予定） 

④本システムの本格導入開始（令和３年度予定） 

※随時参加受付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－漁港施設の点検システムの導入検討予定 

 

  

導入検討（デモ作業）

導入検討（予算確保）

導入開始※     

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

配布

導入に関する調査

調査票配布 

回収

調査票配布 

　概算費用の算定 概算費用
の精査

説明資料
等の提供

③参加申込 ④導入開始

：漁港管理者への依頼事項

：漁村総研での対応

共通アカウントに
よるデモ作業※

（導入検討）

①導入の可能性の
有無

②導入意思の
確認

令和３年度
（導入開始）

準備・調整

項目

令和元年度
（導入検討（デモ作業））

令和２年度
（導入検討（予算確保））

導入費用の検討

システム導入
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３.システムの概算費用及び導入方式について 

 本資料ではシステム導入者数や対象とする漁港数等については仮定した条件にて概算費用を提示する。

今回の調査結果を踏まえ、概算費用を再検討するため、今回提示する概算費用は参加者数によって変わる 

可能性がある数字となるため、ご留意いただきたい。 

 今回の導入検討資料は下記の仮定条件を踏まえ、概算費用を検討したものである。 

 

 1）仮定条件 

（1）想定参加者：20 都道府県が導入すると仮定 

   （本システムでは「建設業者等→市町村→都道府県出先機関→都道府県庁」というシステムネッ

トワーク構築による情報共有の迅速化を利点としているため、導入は都道府県単位と仮定） 

（2）想定規模（１都道府県当たりの規模） 

    ・漁港数：70 港（全国の漁港数 2,823 港/40 都道府県≒70 港） 

    ・アカウント作成が必要な管理者：25 名（過年度の試行運用での平均値より） 

 

本システムの導入方式については「サーバーの管理方法」・本システムの機能である「気象情報同期機

能の付加」の選択から絞り込むことが可能である。 

 

2）導入方式における判断項目 

（1）サーバー 

サーバーの運用方法としては管理者がサーバーを準備する場合と複数の管理者でサーバーを共有

する場合の２つが考えられる。管理者がサーバーを準備する場合はサーバー費用及びサーバー調

整・環境構築のためにシステム担当者を派遣する旅費交通費が発生する。また、複数の管理者でサ

ーバーを共有する場合はサーバー使用料を参加する管理者数によって分割し、直接経費として徴収

する。 

（2）気象情報同期機能 

本機能を付加することで被災を受けた原因である気象海象情報を点検と同時に把握することで災

害速報や被災状況報告等の迅速化を図ることが可能となる。しかし、本機能を付加するためには各

都道府県の気象データを購入し、本システムに組み込む必要があるため、費用が嵩む。 

 

次頁以降に「1）仮定条件」・「2）導入方式における判断項目」を踏まえた導入方式の選定フロー（図４）

及びその導入方式の概算費用（表１）を示す。 
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導入方式の選択開始 

①案 

管理者がサーバーを準備する場合 

（気象情報同期機能有り） 

サーバー 

気象情報 

同期機能 

気象情報 

同期機能 

管理者が準備出来る 

必要 

管理者が準備出来ない

不要必要不要 

②案 

管理者がサーバーを準備する場合 

（気象情報同期機能無し） 

④案 

共通サーバーを使用する場合 

（気象情報同期機能無し） 

③案 

共通サーバーを使用する場合 

（気象情報同期機能有り） 

図４－漁港施設の点検システムの導入方法選定フロー 
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想定
規模

　サーバープログラム環境構築 50万円　 　サーバープログラム環境構築 50万円　 　サーバープログラム環境構築 50万円　 　サーバープログラム環境構築 50万円　

　漁港位置情報の登録 10万円　 　漁港位置情報の登録 10万円　 　漁港位置情報の登録 10万円　 　漁港位置情報の登録 10万円　

　各管理者の閲覧権限の設定 50万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 50万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 50万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 50万円　

　システムネットワークの構築※ 30万円　 　システムネットワークの構築※ 30万円　 　システムネットワークの構築※ 30万円　 　システムネットワークの構築※ 30万円　

　気象情報同期機能 100万円　 　気象情報同期機能 － 　気象情報同期機能 100万円　 　気象情報同期機能 －

　システムメンテナンス － 　システムメンテナンス － 　システムメンテナンス － 　システムメンテナンス －

　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　

　サーバー準備費用 （別途：管理者） 　サーバー準備費用 （別途：管理者） 　サーバー費用 5万円　 　サーバー費用 5万円　

　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途）

（合計） 280万円　 （合計） 180万円　 （合計） 285万円　 （合計） 185万円　

　サーバープログラム環境構築 － 　サーバープログラム環境構築 － 　サーバープログラム環境構築 － 　サーバープログラム環境構築 －

　漁港位置情報の登録 － 　漁港位置情報の登録 － 　漁港位置情報の登録 － 　漁港位置情報の登録 －

　各管理者の閲覧権限の設定 30万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 30万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 30万円　 　各管理者の閲覧権限の設定 30万円　

　システムネットワークの構築 － 　システムネットワークの構築 － 　システムネットワークの構築 － 　システムネットワークの構築 －

　気象情報同期機能 100万円　 　気象情報同期機能 － 　気象情報同期機能 100万円　 　気象情報同期機能 －

　システムメンテナンス 50万円　 　システムメンテナンス 50万円　 　システムメンテナンス 50万円　 　システムメンテナンス 50万円　

　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　 　問合せ対応等 40万円　

　サーバー準備費用 （別途：管理者） 　サーバー準備費用 （別途：管理者） 　サーバー費用 5万円　 　サーバー費用 5万円　

　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途） 　旅費交通費 （別途）

（合計） 220万円　 （合計） 120万円　 （合計） 225万円　 （合計） 125万円　

※総務省では「点検におけるICTデータベースシステムに要する経費」について特別交付税措置を講じるとしている（巻末資料参照）。

表１－漁港施設の点検システムの導入方法及び概算工費について

共通サーバーを使用する場合

≪想定規模（20都道府県）≫
　・漁港数；1,400港

　・アカウント作成数；500人

①案
管理者がサーバーを準備する場合

（気象情報同期機能有り）

≪想定規模（1県）≫
　・漁港数；70港

　・アカウント作成数；25人

管理者がサーバーを準備する場合

・③④案に比べて維持管理費やサーバー調整・打合せのための旅費交通費が嵩む。

・気象情報同期機能を付加しているため、
　被災時の原因把握が迅速に行える。

・気象データの購入費用が発生するため、
　②④案に比べて費用が嵩む。

280万円（初年度）＋サーバー代＋旅費交通費

構
築
内
容

利
点

欠
点

・漁港の位置情報

・各登録者の閲覧権限の設定

・システムネットワークの構築

・気象情報同期機能

―

・気象情報同期機能が無いため、①③案に
　比べて被災原因等の特定が遅れる。

②案
管理者がサーバーを準備する場合

（気象情報同期機能無し）

・漁港の位置情報

・各登録者の閲覧権限の設定

・サーバー調整等のためにシステム担当者が来庁するため、フォローアップが図れる。

・漁港の位置情報

・システムネットワークの構築

―

・試行やデモ作業で登録した点検データの移行がスムーズに行える。

・気象情報同期機能 ―

③案
共通サーバーを使用する場合
（気象情報同期機能有り）

④案
共通サーバーを使用する場合
（気象情報同期機能無し）

・漁港の位置情報

・各登録者の閲覧権限の設定 ・各登録者の閲覧権限の設定

・システムネットワークの構築 ・システムネットワークの構築

―

・気象情報同期機能が無いため、①③案に
　比べて被災原因等の特定が遅れる。

・気象データの購入費用が発生するため、
　②④案に比べて費用が嵩む。

・気象情報同期機能を付加しているため、
　被災時の原因把握が迅速に行える。

・漁港設定・アカウント設定等の作業量が多くなるため、設定に時間を要する。

概
算
費
用 220万円（2年目以降）＋サーバー代＋旅費交通費 120万円（2年目以降）＋サーバー代＋旅費交通費 225万円（2年目以降） 125万円（2年目以降）

285万円（初年度） 185万円（初年度）180万円（初年度）＋サーバー代＋旅費交通費
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４.その他の費用（通信費等）について 

 1）登録端末について 

  ・現地での登録端末としてはスマートフォンやタブレット等を準備する必要がある。 

  ・タブレット等の登録端末の購入は「ICT データベースシステムの導入に要する経費」となるため、

総務省の特別交付税措置の対象となる。（巻末資料参照） 

 

 

 2）通信費用について 

  ・現地での点検データの登録には通信費が発生する。 

  ・下記に示すように１ＧＢの通信容量でも 200 件程度の登録は可能である。 

   例）１ＧＢの契約通信料の場合 

    ・１ＧＢ＝1,000ＭＢの通信容量のうち、８割を点検データの登録に使用できると仮定 

    ・800ＭＢ/４ＭＢ※≒200 件の登録が可能 

     ※スマートフォンからの登録時は画像１ファイルを１ＭＢ以下に圧縮するため、最大４枚を

添付した場合、通信容量としては４ＭＢ程度となる。 

  ※現地登録ではなく、スマホやデジカメで撮影した画像を事務所の PCからサーバーに登録すること

も可能である。 
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（巻末資料；総務省ＨＰより）



 

 

 

 

 

 

別添資料 ４－１－２． 

調査結果（②導入意思の確認） 

 

 
 

  



　漁港施設の点検システムの導入意思についてアンケート調査を実施した。

　下記に調査対象及び回答者の内訳を示す。

・調査対象；漁港管理者（40都道府県、北海道開発局）

【アンケート内容及び回答】

１.漁港施設の点検システムの導入について

Ｑ１：

Ｑ２：

Ｑ３：

Ｑ１で「①（導入予定）②（前向きに検討）」と回答の方にお聞きします。
導入を決めた理由・決め手となった事項について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

漁港施設の点検システムの導入に関する調査結果（導入意思の確認）

表－　アンケート回答者の内訳

漁港施設の点検システムの導入検討状況についてお伺いします。
下記から当てはまる検討状況を選択ください。

Ｑ１で「①（導入予定）②（前向きに検討）」と回答の方にお聞きします。
導入する場合、検討資料p.4に示すどの方式を想定していますか？

5%

12%

55%

28%

①導⼊しようと考えている。

②現時点ではまだ検討中であるが、今回提⽰された
概算費⽤程度であれば前向きに検討したい。
③現時点ではまだ検討中であるが、今回提⽰された
概算費⽤程度であれば導⼊は難しい。
④導⼊する予定はない。

0 5 10

①点検作業が容易となり、作業の負担軽減が図れる。

②点検記録をデータベース化できるため、資料の
保管・利活⽤が容易となる。
③被災や変状等の漁港施設の迅速な現状把握が可能となる。

④気象情報同期機能が災害速報等に活⽤できる。

⑤その他（⾃由記載）

12%

25%

0%

63%

①案；管理者がサーバーを準備する場合
（気象情報同期機能有り）

②案；管理者がサーバーを準備する場合
（気象情報同期機能無し）

③案；共通サーバーを使⽤する場合
（気象情報同期機能有り）

④案；共通サーバーを使⽤する場合
（気象情報同期機能無し）
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Ｑ４：

≪その他の主要意見≫

Ｑ１で「③（検討中だが導入は難しい）④（導入する予定はない）」と回答の方にお聞きします。
迷っている事項・導入においてネックとなる事項について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

0 10 20 30

①初年度のシステムの導⼊費及び２年⽬以降の維持管理費が⾼価であるため。

②点検作業に使⽤できる携帯端末（スマホ・タブレット）等が準備できないため。

③現地登録時には通信費が発⽣するため。

④本システムを導⼊しても作業の負担軽減とはならないと考えているため。

⑤本システムのセキュリティ対策に不安があるため。

⑥本システムのようなICT技術の知⾒に乏しいため、検討が進まない状況である。

⑦その他（⾃由記載）

37%

18%

18%

18%

9% 導⼊コストが⾼く、費⽤対効果が出ない

別の管理システムを導⼊済みである

セキュリティ対策により外部ネットワークと接続できない

管理漁港数が少なく、必要性を感じない（現状のままで良い）

システムの機能不⾜
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２.システム導入における費用・管理体制について

Ｑ５：

≪その他の主要意見≫

Ｑ６：

Ｑ７：

情報共有の迅速化を考慮し、本資料では都道府県単位での導入を想定しています。
導入範囲について想定している範囲を下記の項目から選択願います。

想定される導入規模（自治体数・漁港数）について

システムの導入・維持管理としては「（仮）システム運用・保守管理委託業務」のような業務委託を想定しています。
市町村分も含めた都道府県からの業務発注は可能でしょうか？

　　Ｑ１で「①（導入予定）」と回答　　；17管理者・163漁港
　　Ｑ１で「②（前向きに検討）」と回答；32管理者・243漁港

22%

34%
8%

36%

①都道府県単位で良い。（管下の市町村全て参加）

②都道府県単位で良いが、市町村の参加は希望する⾃治体のみとする。

③都道府県としては導⼊を⾒送る予定だが、市町村として参加希望の⾃治体がある。

④その他

9%

57%

23%

11% ①可能である。

②実績がないため、判断が難しい。（検討を進めていく）

③不可能もしくは難しい。

④その他（各漁港管理者単位での⽀払いが望ましい）
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３.漁港施設の点検システム等の説明会について

Ｑ８：

≪その他の主要意見≫

４.その他

Ｑ９：

（主要意見）

漁港施設の点検システムの導入検討に関して、ご質問・ご意見がありましたらご自由にご記入下さい。
（多い質問・意見については次回以降の提示資料に回答もしくは個別で回答します）

本調査で次年度の導入検討（予算確保）に使用できる説明資料を作成予定です。
その中に記載して欲しい事項について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

0 10 20 30 40

①本システムを導⼊する効果・利点

②導⼊・維持費⽤の内訳や根拠等の情報

③想定している契約⽅法や契約先等の委託に関する情報

④その他
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漁港施設の点検システムの導入検討資料（本システムの導入意思の確認について） 

 

１.漁港施設の点検システムについて 

本システムはスマートフォンを活用し、点検写真等を現場で撮影し、データベースに即時登録・蓄積し、

点検結果等の検索や関係者間での情報共有を容易・迅速に行うことができるシステムである。本システム

を活用することで漁港管理にかかる実務上の負担を低減でき、点検記録の適正な保管が可能となると考

えられる。 

 

  

図１－漁港施設の点検システムのイメージ 

図２－システムネットワークの構築（秋田県での事例） 

水産基盤施設 日常点検記録
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２.本システムの導入検討について 

1）本システムの導入費用について 

本システムの本格導入には条件設定やシステムネットワーク構築等の導入費用が発生する。 

2）導入に関する調査について 

導入方法及びその概算費用等の資料を段階的に提示する。各漁港管理者には共有アカウントによ

るデモ作業を踏まえ、本システムの導入について検討いただきたい。 

3）導入検討の予定について 

導入に関する検討・調査予定としては下記の 4 段階を考えている。 

今回の調査は「②導入意思の確認」となる。前回調査で把握した導入希望者数及び漁港等の規模

の違いを考慮した概算費用をするので、共通アカウントでのデモ作業を踏まえ、本システムの導

入について検討・ご回答いただきたい。 

 

≪導入検討に関する調査予定について≫ 

①導入の可能性の確認   （令和元年 10月～11 月） 

②導入意思の確認     （令和２年 1月～ 2 月） 

③本システムの参加申し込み（令和２年度予定） 

④本システムの本格導入開始（令和３年度予定） 

※随時参加受付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－漁港施設の点検システムの導入検討予定 

 

  

導入検討（デモ作業）

導入検討（予算確保）

導入開始※     

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月～3月 4月～6月 7月～9月 10月～12月 1月～3月

配布

導入に関する調査

調査票配布 

回収

調査票配布 

　概算費用の算定 概算費用
の精査

説明資料
等の提供

③参加申込 ④導入開始

：漁港管理者への依頼事項

：漁村総研での対応

共通アカウントに
よるデモ作業※

（導入検討）

①導入の可能性の
有無

②導入意思の
確認

令和３年度
（導入開始）

準備・調整

項目

令和元年度
（導入検討（デモ作業））

令和２年度
（導入検討（予算確保））

導入費用の検討

システム導入
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３.システムの導入方式について 

≪導入方式における判断項目≫ 

（1）サーバー 

サーバーの運用方法としては管理者がサーバーを準備する場合と複数の管理者でサーバーを共有

する場合の２つが考えられる。管理者がサーバーを準備する場合はサーバー費用及びサーバー調

整・環境構築のためにシステム担当者を派遣する旅費交通費が発生する。また、複数の管理者でサ

ーバーを共有する場合はサーバー使用料を参加する管理者数によって分割し、直接経費として徴収

する。 

（2）気象情報同期機能 

本機能を付加することで被災を受けた原因である気象海象情報を点検と同時に把握することで災

害速報や被災状況報告等の迅速化を図ることが可能となる。しかし、本機能を付加するためには各

都道府県の気象データを購入し、本システムに組み込む必要があるため、費用が嵩む。 

 

次頁に「導入方式における判断項目」を踏まえた導入方式の選定フロー（図４）を示す。 
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導入方式の選択開始 

①案 

管理者がサーバーを準備する場合 

（気象情報同期機能有り） 

サーバー 

気象情報 

同期機能 

気象情報 

同期機能 

管理者が準備出来る 

必要 

管理者が準備出来ない

不要必要不要 

②案 

管理者がサーバーを準備する場合 

（気象情報同期機能無し） 

④案 

共通サーバーを使用する場合 

（気象情報同期機能無し） 

③案 

共通サーバーを使用する場合 

（気象情報同期機能有り） 

図４－漁港施設の点検システムの導入方法選定フロー 
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４.システムの導入・維持の概算費用について 

 １）システム導入費用（漁港数を反映）について 

前回資料では仮定条件（70 漁港/県）での概算費用を提示した。今回の資料では「システムの管理上

必要な項目」と「漁港数によって変動する項目」に区分し、漁港規模毎（小（25港）・中（100 港）・大

（200 港））を踏まえたシステムの導入・維持管理の概算費用を表１（次頁参照）に示す。 

 

●システムの管理上必要な項目（漁港数に関わらず定額となる項目）； 

   （初年度）サーバープログラムの環境構築、各管理者の権限設定 

（2 年目以降）システムの技術サポート（問合せ、不具合対応）、各管理者のアカウント管理 

●漁港数によって変動する項目； 

   （初年度）漁港位置情報の登録、システムネットワークの構築 

（2 年目以降）登録データの保管費用 

 

前回調査での回答では導入方式として、「共通サーバーを使用する場合（③案・④案）」の回答のみで

あったため、表１は「共通サーバーを使用する場合」を想定している。「管理者がサーバーを準備する

場合（①案・②案）」も選定可能であるが、「サーバー準備費用」等が別途発生するのでご留意いただき

たい。 

また、今回提示する概算費用は確定の金額ではなく、変わる可能性がある数字（目安）となるため、

ご留意いただきたい。 

 

 

 ２）その他費用（通信費等）について 

 （1）登録端末について 

  ・現地での登録端末としてはスマートフォンやタブレット等を準備する必要がある。 

  ・タブレット等の登録端末の購入は「ICT データベースシステムの導入に要する経費」となるため、

総務省の特別交付税措置の対象となる。（巻末資料参照） 

 

 （2）通信費用について 

  ・現地での点検データの登録には通信費が発生する。 

  ・下記に示すように１ＧＢの通信容量でも 200 件程度の登録は可能である。 

   例）１ＧＢの契約通信料の場合 

    ・１ＧＢ＝1,000ＭＢの通信容量のうち、８割を点検データの登録に使用できると仮定 

    ・800ＭＢ/４ＭＢ※≒200 件の登録が可能 

     ※スマートフォンからの登録時は画像１ファイルを１ＭＢ以下に圧縮するため、最大４枚を

添付した場合、通信容量としては４ＭＢ程度となる。 

  ※現地登録ではなく、スマホやデジカメで撮影した画像を事務所の PCからサーバーに登録すること

も可能である。 
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数量 金額 数量 金額 数量 金額

サーバープログラム環境構築 式 500,000 1 500,000 1 500,000 1 500,000

各管理者の閲覧権限の設定 式 200,000 1 200,000 1 200,000 1 200,000 課または事務所毎にアカウント設定

漁港位置情報の登録 港 3,000 25 75,000 100 300,000 200 600,000

システムネットワークの構築 港 5,000 25 125,000 100 500,000 200 1,000,000

協議・打合せ 回 100,000 2 200,000 2 200,000 2 200,000 （旅費別途・2人/2回）

説明会 回 150,000 1 150,000 1 150,000 1 150,000 （旅費別途・3人/回）

1,250,000 1,850,000 2,650,000 （旅費別途）

オプション 気象情報 式 1,000,000 1 1,000,000 1 1,000,000 1 1,000,000

システムの技術サポート 式 550,000 1 550,000 1 550,000 1 550,000 問合せ、不具合対応

データ保管料 港 3,000 25 75,000 100 300,000 200 600,000

アカウント管理 式 100,000 1 100,000 1 100,000 1 100,000

725,000 950,000 1,250,000

協議・打合せ 回 100,000 1 100,000 1 100,000 1 100,000 （旅費別途・2人/回）

説明会 回 150,000 1 150,000 1 150,000 1 150,000 （旅費別途・3人/回）

気象情報 式 1,000,000 1 1,000,000 1 1,000,000 1 1,000,000

※総務省では「点検におけるICTデータベースシステムに要する経費」について特別交付税措置を講じるとしている（巻末資料参照）

漁港数：25港 漁港数：100港 漁港数：200港

想定規模による概算費用

表１- 漁港施設の点検システムの導入及び維持に係る概算費用について

備　考

シ
ス
テ
ム
保
守

（
2
年
目
以
降

）

基本

オプション

項目 単位

業
務
内
容

シ
ス
テ
ム
構
築

（
初
年
度

）

基本

システム保守（基本）計

単価

※システム構築（基本）計
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５.調査票（①導入の可能性）に記述いただいたご意見について 

 １）漁港数によるシステム導入・維持管理費用について 

前回の調査では、漁港規模や市町村の参加・不参加を踏まえて、導入検討や市町村との負担金額の

検討を行いたいという意見・要望を受領した。今回の調査では表１に示す概算費用の算定方法を整理

した「漁港施設の点検システムの導入及び維持に係る概算費用算定資料（エクセルファイル）」を添

付しますので、検討に活用下さい。 

 

 

図５－概算費用算定資料（エクセルファイル）の画面 
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２）システムへの要望について 

本システムへの要望として、下記のような意見・要望を受領した。 

    ・電波状況を問わずに利用可能となるよう仕様変更 

（スマホに蓄積し、電波状況が良くなったら送信） 

・位置情報の精度向上 

・施設整理番号を 3桁にして欲しい 

・県独自の管理システムとの互換性を持たせる等の拡張機能 

・既存登録情報の現場での確認を容易にする機能 

 

本システムの開発については昨年度までに完了しているため、これからのシステムの抜本的な改

良は難しい。本システムに機能を付加させたい場合は表１に示す維持管理費用の他に「システム開発

費用」が発生するが、システムの改良検討は可能である。 

（表１に示した維持管理費用では PCの OS 更新やスマホの OS更新等に対応したバージョンアップ

は対応予定） 

 

 

 ３）本システムの周知・啓発について 

今年度は全国４箇所程度での説明会の開催を予定しているが、「市町村では他県で開催させる説明

会への参加が難しい」との意見があった。全国での説明会での内容を踏まえ、下記のような情報をホ

ームページで公開し、システムの普及促進を図る予定である。 

    ・操作説明書 

    ・操作に関する Q＆A集 

    ・操作説明動画 
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漁港数： 70港

数量 金額

サーバープログラム環境構築 式 500,000 1 500,000

各管理者の閲覧権限の設定 式 200,000 1 200,000 課または事務所毎にアカウント設定

漁港位置情報の登録 港 3,000 70 210,000

システムネットワークの構築 港 5,000 70 350,000

協議・打合せ 回 100,000 2 200,000 （旅費別途・2人/2回）

説明会 回 150,000 1 150,000 （旅費別途・3人/回）

1,610,000 （旅費別途）

オプション 気象情報 式 1,000,000 1 1,000,000

システムの技術サポート 式 550,000 1 550,000 問合せ、不具合対応

データ保管料 港 3,000 70 210,000

アカウント管理 式 100,000 1 100,000

860,000

協議・打合せ 回 100,000 1 100,000 （旅費別途・2人/回）

説明会 回 150,000 1 150,000 （旅費別途・3人/回）

気象情報 式 1,000,000 1 1,000,000

※総務省では「点検におけるICTデータベースシステムに要する経費」について特別交付税措置を講じるとしている

漁港施設の点検システムの導入及び維持に係る概算費用について

項目 単位 単価

規模による概算費用

備　考

業
務
内
容

シ
ス
テ
ム
構
築

（
初
年
度

）

基本

※システム構築（基本）計

シ
ス
テ
ム
保
守

（
2
年
目
以
降

）

基本

システム保守（基本）計

オプション
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調査結果（実証試験（山口県）） 

 

 
 

  



　漁港施設の点検システムの実証試験についてアンケート調査を実施した。

　実証試験は山口県内の漁港管理者を対象に行い、県担当者・市町担当者から計９件の回答を得た。

【アンケート内容及び回答】

１.漁港施設の点検システムでのデータ登録について

Ｑ１：

Ｑ２：

Ｑ３：

Ｑ４：

Ｑ２で①（今後も活用したい）と回答の方にお聞きします。
その理由について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

Ｑ２で②（継続的な利用は考えていない）と回答の方にお聞きします。
その理由について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

Ｑ１で①（スマホで登録）、②（WEBで登録）、③（両方で登録）と回答の方にお聞きします。
今後の活用について下記から当てはまる項目を選択ください。

漁港施設の点検システムの実証試験に関する調査結果（山口県）

漁港施設の点検システムのデータ登録についてお伺いします。
下記から当てはまる登録状況を選択ください。

56%

11%

11%

22%
①スマホアプリでデータ登録したことがある。

②WEBシステムでデータ登録したことがある。

③スマホアプリ・WEBシステムの両⽅でデータ登録したことがある。

④データ登録したことがない。

57%

43%
①今後も活⽤していきたい。

②継続的な利⽤は考えていない。

0 2 4 6

①点検作業が容易となり、作業の負担軽減が図れる。

②点検記録をデータベース化できるため、資料の保管・利活⽤が容易となる。

③被災や変状等の漁港施設の迅速な現状把握が可能となる。

0 2 4 6

①点検作業に使⽤できる携帯端末（スマホ・タブレット）等が準備できないため。

②現地登録時には通信費が発⽣するため。

③本システムを導⼊しても作業の負担軽減とはならないと考えているため。

④本システムのセキュリティ対策に不安があるため。

⑤本システムのようなICT技術の知⾒に乏しいため、検討が進まない状況である。
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Ｑ５：

２.漁港施設の点検システムでのメール配信について

Ｑ６：

Ｑ７：

Ｑ１で④（データ登録したことがない）と回答の方にお聞きします。
その理由について下記から当てはまる項目を選択ください。（複数回答可）

漁港施設の点検システムでの情報共有機能として登録時にメール配信される機能が付加されています。
今回の実証試験でデータ登録した際に感じた感想を下記から当てはまるものを選択ください。（複数回答可）

実証試験として下記の漁港において2/3にデータ登録を行いました。
（下関漁港（管理者；山口県）、安岡漁港（管理者；下関市）、埴生漁港（山陽小野田市））
管理者以外が点検した場合に配信されるメールについてお聞きします。

0 1 2

①独⾃の点検システムを導⼊済みのため。

②使い⽅がよくわからないため。

③忙しくて⼿が回らないため。

④あまり役に⽴ちそうにないため。

⑤通信料などの個⼈負担が⽣じるため。

⑥その他（担当職員が⼀⼈しかおらず、対応が難しい）

0 1 2 3 4

①現地で点検作業を⾏っているため、登録時にメール配信されても確認できない。

②事務所で現地での登録作業状況が確認できるので良い。

③管理漁港が多いため、メール配信が多く、確認しきれない。

④その他（業務⽤の端末がないため、現場での登録を想定していない）

83%

17%

①「緊急報告」のみのメール配信で良い
（通常の点検時は不要）

②登録時にメール配信される体制で良い。
（通常時・緊急時ともにメール配信）
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３.漁港施設の点検システムでの導入について

Ｑ８：

Ｑ９：

４.その他

Ｑ１０：

情報共有の迅速化を考慮し、漁港施設の点検システムでは都道府県単位での導入を想定しています。
導入範囲として適切な範囲を下記の項目から選択してください。

漁港施設の点検システムの導入検討に使用できる説明資料を作成予定です。（来年度配布予定）
本システムの導入を検討するにあたって記載して欲しい事項について下記から当てはまる項目を選択ください。
（複数回答可）

（主要意見）

・予算を新規で確保することから、財政当局との交渉が困難になることが予想される。その説明資料（根拠の明示）が
　導入には不可欠なものと思われる。
・管理漁港数が少ないため、このシステムでなくても点検管理は可能である。（費用的にも課題がある）
・維持管理情報プラットフォームとの連携や、他施設との管理システム統合等が課題ではないかと考えている。

漁港施設の点検システムに関して、ご質問・ご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

0 5 10

①本システムを導⼊する効果・利点

②導⼊・維持費⽤の内訳や根拠等の情報

③想定している契約⽅法や契約先等の委託に関する情報

④その他（システムの改善要望意⾒の情報）

12%

63%

25% ①都道府県単位で良い。（管下の市町村全て参加）

②都道府県単位で良いが、市町村の参加は希望する⾃治体のみとする。

③都道府県としては導⼊を⾒送る予定だが、市町村として参加希望の⾃治体がある。
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点検システム導入のための説明資料 

 
 

 



 スマートフォンを活用し、点検写真等を現場で撮影し、データベースに入力・蓄積し、点検結果
等の検索や関係者間での情報共有を容易に行うことができるシステム

 H29年度に水産庁が試行版を作成。H30年度は全国の管理者で試行。令和元年度に漁港漁場
の整備・管理へのICT活用に関する意見交換会にて全管理者へ配布済み。

スマートフォンを活用した漁港施設の点検システム（運用版）

水産基盤施設 日常点検記録

点検システムのイメージ
1



①点検状況を即時保存
・点検内容が現場からサーバーに即時登録されるため、現場でのメモ・確認状況等

の転機漏れがなくなる。

②点検結果の帳票出力
・点検結果はWEBシステムより帳票出力できるため、取りまとめ作業の時間が削減

され、転機ミスがなくなる。

③点検データを迅速に検索可能
・蓄積された点検データは関係者で共有され、検索性が向上する。
・サーバー保管となるため、帳票（紙文書）の保管スペースを削減できる。

④情報共有の迅速化
・システムネットワークを構築することで情報共有が迅速に行える。

⑤現場への持ち出し物の削減
・スマホに必要な機能を集約することで、現場に持っていく荷物を減らすことができる。

１.導入の効果・利点

点検システムを導入する効果・利点

≪導入前（現在）≫
• 電話
• デジカメ
• GPS
• 点検記録様式

≪導入後≫
• スマホ（アプリで記録）
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タブレット
による点検

位置情報の
取得

即時登録
データの
吸い出し

帳票出力 情報共有 クラウド化
オフライン
での操作

漁港施設点検システム ○ ○ ○ △
（HPを経由）

○ ○ ○ △
（HPで追加）

◎※
（開発費不要）

※総務省の特別交付税措置の
　対象となる

港湾施設の維持管理支援
システム

「CASPort」
○ × × ○ ○ × × ○ ○

港湾の様式に準拠
（実際には活用不可）

漁港施設の機能保全計画策定
支援システム

「長寿郎／FP」
× × × ― ○ × × ○ ― 更新されていない（H24年版）

点検管理システム
（応用技術（株））

○ ○ △
（対応可能）

○ ○ × △
（対応可能）

○ △～〇
オフライン・クラウドの

どちらでの対応可能

モバイル点検ソリューション
（パナソニック）

○ × × ○ ○ × × ○ △
システム開発費は比較的安価であ
るが、専用端末（ライセンス）が
高価（20万/台）

現地作業 事務所での作業 通信環境

備考システム名称
システム

費用

表－点検システムと類似システムにおける機能の比較

２．類似システムとの機能比較

点検システムを導入する効果・利点

他の類似システムと比較しても機能として劣る点はなく、「サーバーへの即時登録」や
「情報共有（メール配信）」は他のシステムにはない、本システムの特徴である。

費用的な利点としては下記の2点が挙げられる。
・すでに開発済みのシステムなので「開発費不要」
・「点検におけるICTデータベースシステム・ドローンの導入に係る地方財政措置」の
対象となるため、導入においては50％の補助が見込める。
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表－漁港施設の点検システムの導入及び維持に係る概算費用について

漁港数を入力すると
下の計算表と連動

下表に示す概算費用の算定方法を整理した「エクセルファイル」を添付しますので、
検討に活用下さい。

導入・維持管理費用の検討について
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導入事例等について

直轄調査での試行運用・実証試験（フル機能版）

平成29年度～30年度調査では青森県・秋田県・鳥取県・長崎県にて、フル機能版
を用いた試行運用を実施している。

平成31年度調査では山口県にて、フル機能版を用いた実証試験を行っている。
上記の試行運用等については、業界誌等での情報提供・報告が行われている。
月刊建設vol.63（2019年7月号）に掲載

「スマートフォンアプリを活用した漁港施設点検システムの試験導入」
（鳥取県 県土整備部 空港港湾課）

漁港漁場の整備・管理へのICT活用に関する意見交換会（令和元年7月19日開催）
「漁港点検システム（試行版）の活用について」

（青森県 農林水産部 漁港漁場整備課）
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≪参考資料≫
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総務省ＨＰより

≪参考資料≫
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平成 31 年度水産基盤整備調査委託事業「漁港施設の長寿命化検討調査」 

報 告 書 

 
 
a. 課題名 

「４.漁港施設等の情報の電子化及び点検の効率化の検討」のうち 

４－２ 漁港施設等の効率的な点検手法の検討 

４－３ 検討会の設置 

 
 
b. 実施機関及び担当者 

［一般財団法人 漁港漁場漁村総合研究所］ 

第１調査研究部 

   次 長   林  浩志 

上級研究員 加藤 広之 

主任研究員 尾崎 幸生 

 

 

c. ねらい 

我が国には約 2,800 の漁港があり、その漁港施設の多くは高度経済成長期に

建設され、建設後 30 年以上経過しており、老朽化の進行による機能低下が懸念

されている。平成 20 年度の機能保全事業創設から 10 年が経過し、初期に策定

された機能保全計画は 2 巡目の定期点検及び機能保全計画の見直しの時期を迎

えているが、漁港管理者の多くは、厳しい財政状況下で技術職員が減少してい

る状況にある。 

このような状況を踏まえ、確実性を担保しつつ、効率的に実施できる点検の

体制及び手法の検討を行い、その検討内容を整理し、「水産基盤施設の維持管理

点検マニュアル（案）」を作成する。 
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ｄ．方法 

４－２－１. 定期点検における課題の整理・対応方針の検討 

これまでの定期点検における課題や 2 巡目の点検に留意すべき事項を踏ま

え、定期点検の手引き（案）に記載すべき内容を整理する。 

（１）定期点検における課題の整理 

これまでの定期点検における課題や 2 巡目の点検に留意すべき事項を抽

出するために、聞き取り調査を行う。対象としては漁港管理者（行政）及

び実務担当（建設コンサルタント）にアンケート調査を行う。 

（２）対応方針の検討 

上記のアンケート調査で整理した課題について、その対応方針及び本調

査での検討事項を整理する。 

 

４－２－２. 日常点検の効率化の検討 

日常点検は「老朽化の進行状況の確認、新たな老朽化箇所の発見」を目

的としているが、漁港管理者の多くが厳しい財政状況下で技術職員が減少

している状況にある。このような「人員不足」の課題に対応した確実性を

担保しつつ、効率的に実施できる日常点検の方法及び体制の検討を行う。 

 

４－２－３. 定期点検の効率化の検討 

定期点検は「現行の機能補保全計画書の見直し」を目的とし、老朽化の程

度の把握・健全度の評価を行うための定量的な点検を行うこととしているた

め、点検の内容の簡略化は難しい。そのため、初回の定期点検以降の老朽化

の進展状況を整理し、その結果を踏まえ、定期点検の適正な実施間隔の検討

を行うこととする。 

 

４－２－４. 点検に関する新技術の整理 

漁港施設の点検は調査員によって行われているが、調査員による老朽化

度判定のバラつき等が課題として挙げられる。このような課題に対して新

技術を活用することで点検の安全性・効率性及び客観性が向上するため、

積極的に検討すべき新技術の紹介・活用例等を整理する。 

 

４－２－５. 検討会の設置 

漁港施設等の効率的な点検手法の検討・整理にあたっては、学識経験者

等を構成メンバーとする検討会を組成し、助言を得ながら成果を取りまと

めるとともに、調査検討会を 2 回開催する。 

・第１回検討会；定期点検及び日常点検における現状と課題の抽出 

        本調査での検討方針の確認 

・第２回検討会；検討事項の報告 

        維持管理に資する点検内容の精査 

        マニュアル（案）への記載内容の確認 
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４－２－６.  「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成 

検討結果を踏まえ、「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」を

作成する。本マニュアル（案）では専門の技術力を保有していなくても使

用できるように解説図や写真等を用い、わかりやすい記述に留意する。 
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ｅ．結果及び考察 

４－２－１. 定期点検における課題の整理・対応方針の検討 

（１）アンケート調査結果 

これまでの定期点検における課題や 2 巡目の点検に留意すべき事項を抽

出するために、聞き取り調査を行う。対象としては漁港管理者（行政）及

び実務担当（建設コンサルタント）にアンケート調査を行った。 

下記に調査対象・期間・意見収集方法を示す。また、受領したアンケー

トの回答者数の内訳は e-4-2-1-1 のとおりである。 

 

      ・調査対象；全漁港管理者 

          （40 都道府県、403 市町村、北海道開発局） 

           ；建設コンサルタント（25 社） 

    ・調査期間；5 月 28 日～6 月 14 日 

    ・意見収集；アンケート票にて回収 

 

表 e-4-2-1-1 アンケート回答者数の内訳 

 

 

漁場管理者に配布したアンケートの内容を表 e-4-2-1-2～e-4-2-1-3 に

示す。 
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表 e-4-2-1-2 アンケート内容（漁港管理者） 

設問 アンケート内容

Ｑ１ 定期点検の対象施設について

Ｑ２ 初回の定期点検の着手年次について

Ｑ３ 初回の定期点検における詳細点検の内容について

Ｑ４ ２巡目の定期点検の実施の有無

Ｑ５ ２巡目の定期点検の実施状況（予定通りかどうか）

Ｑ６ ２巡目の定期点検における詳細点検の内容について

Ｑ７ ２巡目の定期点検が遅れている理由について

Ｑ８ 定期点検記録の整理・保管方法について

Ｑ９ 変状図の保存形式について

Ｑ１０ 優先漁港の有無（拠点分類等）

Ｑ１１ 今後の定期点検の予算について

Ｑ１２ 定期点検の実施において負担となっている事項について

Ｑ１３ ２巡目の定期点検にあたって重点化・簡素化の要望の有無

Ｑ１４ その他（定期点検に関する自由意見）

Ｑ１５ 日常点検の対象範囲について

Ｑ１６ 優先漁港の有無（拠点分類等）

Ｑ１７ 日常点検の実施体制について

Ｑ１８ 日常点検の実施において負担となっている事項について

Ｑ１９ 日常点検にあたって重点化・簡素化の要望の有無

Ｑ２０ その他（日常点検に関する自由意見）

Ｑ２１ ICT技術の導入の効果について

Ｑ２２ ICT技術の導入状況について

Ｑ２３ 導入済みのICT技術について

Ｑ２４ ICT技術導入した効果について

Ｑ２５ ICT技術を導入しない理由について

Ｑ２６ 自由意見

：建設コンサルタントにも聞き取りしている事項

１.これまでの機能保全に係る点検作業について

２.定期点検作業の効率性・確実性の向上について

２－１）ICT技術の導入について

２－２）その他

１－１）定期点検について

１－２）定期点検における現状の課題について
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表 e-4-2-1-3 アンケート内容（建設コンサルタント） 

設問 アンケート内容

Ｑ１ 定期点検記録の整理・保管方法について

Ｑ２ 変状図の保存形式について

Ｑ３ 定期点検の実施において負担となっている事項について

Ｑ４ 点検作業の効率化対策について

Ｑ５ 効率化対策の具体的な方法について

Ｑ６ ２巡目の定期点検にあたって重点化・簡素化の要望の有無

Ｑ７ その他（定期点検に関する自由意見）

Ｑ８ ICT技術の導入の効果について

Ｑ９ ICT技術の導入状況について

Ｑ１０ 導入済みのICT技術について

Ｑ１１ ICT技術導入した効果について

Ｑ１２ ICT技術を導入しない理由について

Ｑ１３ 自由意見

１.これまでの定期点検について

２.定期点検作業の効率性・確実性の向上について

２－１）ICT技術の導入について

２－２）その他

１－１）定期点検の記録の保管について

１－２）定期点検における現状の課題について
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１）定期点検の現状 

水産庁では平成 20 年度に水産物供給基盤機能保全事業を創設し、漁港

施設の機能診断、機能保全計画書の作成及び保全工事を効率的且つ効果的

に実施し、漁港施設の機能の長寿命化を推進している。機能保全事業の創

設以降、各漁港管理者は機能保全計画の策定に向けた定期点検（初回点

検）を実施しており、管理者全体では平均して「平成 25 年度～平成 28 年

度」の期間に定期点検に着手している。（表 e-4-2-1-1 参照） 

 

 

 
図 e-4-2-1-1 初回の定期点検の着手年次について 
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定期点検は「5～10 年に 1 回」に実施することとされており、事業創設

直後に定期点検を実施した漁港施設については２巡目の定期点検実施時期

を迎えているが、実施している割合は非常に低い。2 巡目の点検が遅れて

いる理由としては「人材不足」・「予算不足」が理由として挙げられた。

（表 e-4-2-1-2 の赤枠部参照）  

 

 

 

図 e-4-2-1-2 ２巡目の定期点検の着手状況及び遅延理由について 
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また、定期点検作業の実施において作業量が多い、時間がかかると感じ

る部分について聞き取りを行った。漁港管理者及び建設コンサルタントと

もに「現地調査及び指定様式への取りまとめに労力・時間を要している」

との回答が多かった。（表 e-4-2-1-3 の赤枠部参照） 

 

 

 

図 e-4-2-1-3 定期点検において負担となっている事項について 
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２）日常点検の現状 

定期点検は「1 年に 1 回以上」に実施することとされており、漁港管理

者が全漁港施設の全スパンを対象に実施している事例が多い。（表 e-4-2-

1-4～表 e-4-2-1-5 参照） 

 

 

 

 

 

図 e-4-2-1-4 日常点検の実施体制について 

 

 

図 e-4-2-1-5 日常点検の点検対象について 
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また、日常点検作業の実施において作業量が多い、時間がかかると感じ

る部分について聞き取りを行った。「漁港施設の全スパンについての目視

に労力・時間を要している」・「点検結果の指定様式への取りまとめに時間

を要している」・「人材不足」との回答が多かった。（表 e-4-2-1-6 の赤枠

部参照） 

 

 

図 e-4-2-1-6 日常点検において負担となっている事項について 
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３）定期点検・日常点検における課題 

アンケート調査結果における現状及び負担になっている事項から各点検

の課題の整理を行った。以下に各点検についての課題を箇条書きで示す。 

 

≪定期点検についての課題≫ 

・業務委託を行う予算の確保が困難 

・対応できる人員が限定されている 

・専門知識を有する職員が少ない 

・現地調査及び指定様式への取りまとめに労力・時間を要し、効率的に

調査が実施できていない 

≪日常点検についての課題≫ 

・人員の確保が困難 

・漁港施設の全スパンについての目視に労力・時間を要している 

・点検結果の指定様式への取りまとめに時間を要している 
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４）定期点検・日常点検についての要望・意見 

以降にアンケート調査で収集した要望・意見を示す。定期点検について

は、漁港管理者及び建設コンサルタントともに「取りまとめ様式の簡略

化」への要望が多かった。（表-e-4-2-1-7 の赤枠部参照）また、施設やス

パンの重点化の要望も多いが、点検後の老朽化予測等の検討を考慮すると

点検内容は従来のままで良いとの意見もあった。（表 e-4-2-1-7 の青枠部

参照） 

 

 

図 e-4-2-1-7 定期点検へ重点化・簡略化の要望について 
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図 e-4-2-1-8 定期点検へ自由意見 

日常点検については、「対象施設や対象スパンの重点化」と「取りまと

め様式の簡略化」への要望が多かった。（表-e-4-2-1-9 の赤枠部参照） 

 

 

図 e-4-2-1-9 日常点検へ重点化・簡略化の要望について 

 

 

 
図 e-4-2-1-10 日常点検へ自由意見 
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（２）対応方針の検討 

前項のアンケート調査で整理した課題について、その対応方針及び本調

査での検討事項を整理した。 

 

 

 

図 e-4-2-1-11 維持管理点検の見直し方針 
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４－２－２. 日常点検の効率化の検討 

（１）日常点検の見直し方針 

日常点検は「老朽化の進行状況の確認、新たな老朽化箇所の発見」を目

的としている。定期点検は「現行の機能補保全計画書の見直し」を目的と

し、老朽化の程度の把握・健全度の評価を行うための定量的な点検を行う

こととしている。 

日常点検での「老朽化の進行状況の確認」については機能保全計画策定

時に実施した定期点検結果から最も老朽化の進行が顕著である代表スパン

を選定し、そのスパンの老朽化の進行を把握するものとした。また、「新

たな老朽化箇所の発見」を達成するためには全スパンでの踏査を行い、健

全度判定に影響する「老朽化度 a または b 判定」に相当する変状の発生の

有無を確認することとした。 

代表スパンのモニタリングと踏査を組み合わせることで、老朽化の進行

の把握と新たな老朽化の変状の発見を見逃さないような点検内容とした。 
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（２）日常点検の点検方針 

１）日常点検の対象 

日常点検は、全施設を対象に実施する。 

 

２）健全度別の点検内容 

①健全度 A または B の施設 

・a または b 判定の老朽化の進行状況の把握は、施設の安全性確保に特

に重要である。 

・a または b 判定の変状の中から、施設の機能低下に最も影響があるス

パン（最も大きい変状（ひび割れ、欠損、段差等）のあるスパン）を

代表スパンとして選定し、スパン写真の撮影と状況（変状の種類・老

朽化の所見）を様式に記載する。 

・新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起

点終点写真を様式に記録する。 

・踏査により、新たな老朽化の変状（老朽化度ａまたは b 相当）スパン

を発見した場合は、様式に追加で記載する。 

・代表スパンと同様な変状スパンが増え、健全度の評価を改める必要が

あれば、機能保全対策工事や次回の定期点検を早めるなどの対応をす

る。 

 

②健全度 C または D の施設 

・新たな老朽化の変状を発見するための踏査を行い、実施記録として起

点終点写真を様式に記録する。 

・踏査により、新たな老朽化の変状（ａまたは b 判定相当）スパンを発

見した場合は、様式に追加で記載する。 

・健全度判定に影響する「老朽化度 a または b」相当の変状の割合・箇

所数が多くなってきた場合は様式下欄の「その他特記事項」に記載

し、次回の定期点検を早めるなどの対応をする。 

 

３）その他 

①日常点検は、陸上目視で可能な範囲はすべてを対象とする。 

②a または b 判定の変状が水中部に位置する場合、その変状が陸上部に

まで影響が及んでいないか、進行具合について陸上部から全体を俯瞰

した形で観察を行う。 

③陸上目視に加えて、漁協などの利用者からの次のようなヒアリングを

行い、利用状況の不具合の把握に努める。 

・泊地や航路の堆砂等の兆候 

   ・照明施設および排水施設の不具合 

   ・その他（急激な老朽化の進行・新たな変状の発見等） 
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（３）日常点検の新様式の検討 

１）検討内容 

現行基準では、簡易調査（簡易項目）に使用する様式 5 および様式 6 を

利用しているが、日常点検専用の新様式を作成するにあたり、次のような

検討を行った。 

・調査位置の類似した施設を、できるだけ同一の様式に集約して、様式

の種類および構成を簡略化した。この場合、施設別（外郭施設、係船

施設、  浮体施設、船揚場、航路・泊地）に集約した。 

・日常点検で用いられる現行基準の様式 5（点検者・日時・変状状況

等）、様式 6（変状写真）を 1 枚の様式にまとめ簡略化した。 

 

２）点検シートの記載例 

新たに作成した日常点検用の点検シートの記載例を次頁以降に示す。 
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図 e-4-2-2-2 日常点検の新様式（記載例；健全度 A・B） 
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（４）現行の日常点検作業との対比 

日常点検の見直しによって点検作業者の負担軽減が見込まれる。 

・調査内容は全施設において踏査による観察を基本とし、健全度に応じ

て調査対象の代表スパンを抽出しての観察としたため、現地作業の効

率化が見込まれる。 

・日常点検用の新様式を使うことで、記入の簡略化により現場及び事務

所での作業量、作業時間の軽減が見込まれる。 

日常点検の現行基準と見直し(案)の対比表を下表に示す。 

 

表-4-2-2-1 日常点検における現行基準と見直し（案）の対比 

 
 

  

目的
老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の
発見

目的 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容 簡易調査（簡易項目）に沿って目視（陸上）調査 内容
代表的な老朽化の進行・新たな老朽化箇所の発見を目
的とした踏査及び陸上目視

全施設を対象 全施設を対象

全スパンを対象
（点検により確認した変状の位置（スパン）と写真を
記録）

（老朽化の進行確認）
　・健全度AまたはB：
　　　代表スパンを選定し、進行状況を確認
　　　新たな変状があれば、変状を確認
　・健全度CまたはD：
　　　新たな変状があれば、変状を確認
（新たな老朽化の発見）
　・全スパンを踏査し、新たな変状の有無を確認
　　（実施記録として全景写真を記録）

実施時期 概ね1年に1回以上 実施時期 概ね1年に1回以上

様式
簡易調査（簡易項目）の様式（5,6）を活用すること
が出来る。

様式

見直しした点検内容に沿った日常点検の新様式を使用
する。
　・全景
　・変状写真（代表的な変状）
　・変状の位置を示すスパン番号
「漁港施設の点検システム」の活用も考えられる。

備考
漁業者等からの情報提供等により管理者等の体制
を補完

備考

技術職員の不足に対応し、事務系職員、漁業者、建設
業者等が点検を効率的に実施出来るよう、点検において
注視する内容や老朽化例をマニュアル化し、点検体制を
強化・補完

変更項目

日
常
点
検

実施範囲 実施範囲

日
常
点
検

図 e-4-2-2-3 日常点検の新様式（記載例；健全度 C・D） 
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（４）現行の日常点検作業との対比 

日常点検の見直しによって点検作業者の負担軽減が見込まれる。 

・調査内容は全施設において踏査による観察を基本とし、健全度に応じ

て調査対象の代表スパンを抽出しての観察としたため、現地作業の効

率化が見込まれる。 

・日常点検用の新様式を使うことで、記入の簡略化により現場及び事務

所での作業量、作業時間の軽減が見込まれる。 

日常点検の現行基準と見直し(案)の対比表を下表に示す。 

 

表 e-4-2-2-1 日常点検における現行基準と見直し（案）の対比 

 

 

  

目的
老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の
発見

目的 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容 簡易調査（簡易項目）に沿って目視（陸上）調査 内容

代表的な老朽化の進行・新たな老朽化箇所の発見を目
的とした踏査及び陸上目視
【健全度A・Bの施設】
・代表スパンを選定し、写真撮影と状況の記録
・踏査を行い新たに発見した変状の写真撮影と状況の記
録
【健全度C・Dの施設】
・踏査を行い新たに発見した変状の写真撮影と状況の記
録

実施範囲 全施設を対象 実施範囲 全施設を対象

実施時期 概ね1年に1回以上 実施時期 概ね1年に1回以上

様式
簡易調査（簡易項目）の様式（5,6）を活用すること
が出来る。

様式

見直しした点検内容に沿った日常点検の新様式を使用
する。
　・起点終点
　・変状写真（代表的な変状）
　・変状の位置を示すスパン番号
「漁港施設の点検システム」の活用も考えられる。

備考
漁業者等からの情報提供等により管理者等の体制
を補完

備考
漁業者等からの情報提供等により管理者等の体制を補
完（特に水域施設・付帯施設）

変更項目

日
常
点
検

日
常
点
検
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４－２－３. 定期点検の効率化の検討 

初回の定期点検以降の老朽化の進展状況を整理し、その結果を踏まえ、定

期点検の適正な実施間隔の検討を行うこととした。（視点としては健全度（A

～D）と老朽化度（a～d）） 

 

（１）老朽化の進展状況の検討手法 

対象施設の健全度が D→C→B→A へと進行する状況については定期点検

で確認することになる。ここで、施設の安全性及び求められる機能を確保

するためには、「健全度 A（要求性能を下回る可能性がある状態）」になる

前の変化を見逃さないことが重要となる。「健全度 B（予防的対策を施さ

ないと将来要求性能を下回る恐れがある状態）」は予防保全対策を計画的

に検討する段階であるため、本検討では健全度 C から健全度 A への変化を

見逃さないこと（健全度 B で推移する期間）に着目することとした。 

検討手法としては、次の 3 手法で実施した。 

 

【初回・2 巡目の定期点検結果をもとにした検討】 

①調査位置別の健全度（A～D）の老朽化予測線 

②調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデル 

【全国の初回定期点検結果のデータベースをもとにした検討】 

 ③施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線 

 

手法①では初回及び 2 巡目の定期点検結果から、調査位置別の健全度の

進行状況を整理・分析し、手法②では初回及び 2 巡目のうち最新の 2 巡目

の定期点検結果から、老朽化度の進行状況を整理・分析した。また手法③

では全国の漁港での初回の定期点検結果から、施設全体の健全度の進行状

況を整理・分析した。 

なお、初回・2 巡目の定期点検結果は、対象漁港が地域的に偏りデータ

数も限定的となることから、全国の漁港の初回機能保全計画に関するデー

タベースを利用して、施設全体の健全度の進行状況を追加検討したもので

ある。 
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（２）初回・２巡目の定期点検結果をもとにした検討 

１）収集資料 

本調査で実施したアンケートの中で、2 巡目の定期点検にて詳細調査ま

で行っているとの回答のあった 6 県から、機能保全計画書および調査報告

書（様式集）の資料提供を受けた。 

・山形県････  2 漁港 

・新潟県････  1 漁港 

・愛知県････  3 漁港 

・広島県････ 12 漁港 

・愛媛県････  1 漁港 

・兵庫県････  0 漁港 

 

２）整理手順 

漁港の入手した資料の整理手順を以下に示す。 

ⅰ）初回および 2 巡目の機能保全計画書が揃えで収集できた漁港施設を

漁港別に整理し、表 e-4-2-3-1 中に黒字で示す。 

ⅱ）さらに、調査年月日の不明等、健全度を比較評価するにあたり、条

件の揃わない漁港施設を除外し、検討対象にできる漁港施設を表-

2.1 中に赤字で示す。 

この結果、検討対象にできる漁港施設のある漁港、および集計数の多い

構造別の漁港施設は、下記のようになった。下記漁港における初回および

2 巡目の健全度の変化状況を表 e-4-2-3-2 に示す。 

 

【漁港施設数】 

①山形県由良漁港･･････4 施設  

②愛知県知柄漁港･･････4 施設 

③愛知県一色漁港･････26 施設 

④愛知県赤羽根漁港････3 施設 

⑤愛媛県本浦漁港･･････4 施設 

 

【構造別施設数】 

①重力式防波堤････････5 施設 

②矢板式護岸･･････････7 施設  

③重力式係船岸････････5 施設 

④矢板式係船岸･･･････16 施設 
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表 e-4-2-3-1 漁港別データ収集状況（道路・橋梁・航路・泊地を除く） 

 

 

 

 

  

初回 2巡目 初回 2巡目 重力式 矢板・杭式 浮体式 重力式 矢板式 重力式 矢板式 桟橋式 Con式 鋼製 FRP製

由良 1620010 9 19 9 20 7 2 9

4 0 4

飛島 1640010 35 35 0 0 25 3 5 2 35

0 0 0 0 0

能生 2230010 24 24 24 24 7 5 10 1 23

0 0 0 0 0

知柄 2720030 32 32 11 23 9 1 7 1 2 10 1 1 32

0 0 0 0 0 4 0 0 4

一色 2720060 39 45 36 40 7 2 5 8 2 10 2 1 2 39

1 1 3 7 2 9 1 0 2 26

赤羽根 2740010 5 24 5 24 5 5

（注1） 0 0 0 0 0 3 0 3

塩屋 3720030 22 2 22 0 2

0 0

地御前 3720040 39 1 39 0 1 1

0 0

音戸 3720100 24 1 24 0 1 1

0 0

倉橋 3720110 78 4 78 0 2 1 1 4

0 0 0 0

安浦 3720120 19 1 19 0 1 1

0 0

沖浦 3720140 44 1 0 0 1 1

0 0

豊島 3720150 100 2 100 0 2 2

0 0

吉和 3720160 36 9 36 0 9 9

0 0

走 3720180 54 4 54 0 2 2 4

0 0 0

横田 3720190 24 1 24 0 1 1

0 0

箱崎 3720200 34 3 34 0 1 2 3

0 0 0

草津 3730010 26 6 0 0 3 1 2 6

0 0 0 0

本浦 4140020 4 4 5 5 3 1 4

3 1 4

点検時期を含めて健全度の変化を評価できる施設 5 1 0 3 7 5 16 0 2 0 0 2 41

【検討対象施設の抽出条件】

①初回及び2巡目の機能保全計画書が揃っている施設。（道路、橋梁、航路・泊地を除く）

②初回及び2巡目の調査報告書（様式集）が揃っており、初回および2巡目点検の実施年月日の確認ができる施設。

③劣化の進展を正しく評価できる施設。除外する施設は次の通り。

ⅰ)　初回の機能保全計画ではスパン割を1とする施設が大半で、複数の場合でも極端に減らしており、2巡目との健全度の比較が困難な施設。（新潟県能生漁港）

ⅱ)　初回後に対策工を実施している、初回と2巡目で評価に用いる様式を変えているなどにより健全度の比較が困難な施設。（愛知県一色漁港）

（注1）様式集に代わる資料を代用

愛媛

合計

山形

新潟

愛知

広島

船揚場
浮体式係船岸護岸 係船岸防波堤

都道府県 漁港名 漁港番号
機能保全計画書

上段：初回および2巡目の機能保全計画書が揃っている施設の構造別内訳（道路、橋梁、航路、泊地を除く）
下段：上記のうち、初回および2巡目の健全度比較を、点検時経過年数を考慮して比較検討ができると考えられる施設の構造別内訳 データが

絞られる理由

②

②

③ⅰ)

調査報告書

入手資料（施設数）

②

②③ⅱ)

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②

②
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表 e-4-2-3-2 初回・2 巡目機能保全計画における施設別健全度の比較 

 

 

  

山形県由良漁港（4施設） (注)　機能保全計画書の完成年月

健全度の
変化傾向

種類 施設名称 構造型式 健全度 調査年月日 健全度 調査年月日
不変：－
低下：×

東防波堤(A断面） 直立堤コンクリート単塊式 B H22.3.26 B H27.6.29 －

東防波堤(B断面） 直立堤コンクリート単塊式 B H22.3.26 B H27.6.29 －

東防波堤(C断面） 直立堤コンクリート単塊式 C H22.3.26 B H28.3.19 ×

西第2防波堤 ケーソン式混成堤 B H22.3.26 A H28.8.5 ×

愛知県知柄漁港（4施設）

健全度の
変化傾向

種類 施設名称 構造型式 健全度 調査年月日 健全度 調査年月日
不変：－
低下：×

岸壁 -3.5ｍ岸壁 矢板式 B H22.9.10 B H31.3.13～3.20 -

-2.5ｍ物揚場 矢板式 B H22.9.10 B H31.3.13～3.26 -

中央埠頭物揚場 矢板式 B H22.9.10 A H31.3.27～4.8 ×

-2.0ｍ物揚場 矢板式 C H22.9.10 C H31.3.19～4.23 -

愛知県一色漁港（26施設）

健全度の
変化傾向

種類 施設名称 構造型式 健全度 調査年月日 健全度 調査年月日
不変：－
低下：×

防波堤 重力式 D H23.8.28 D H31.4.2 －

防波堤 矢板式 C H23.9.13 C H31.4.4 －

小籔護岸 重力式 C H23.9.12 C H31.4.2 －

小藪護岸 矢板式 C H23.9.12 C H31.4.2 －

港内物揚護岸 矢板式 C H23.9.13 C H31.4.3 －

東防波堤（護岸で評価） 重力式 C H22.9.3 B H31.4.5 ×

護岸 矢板式 C H22.8.25 C H31.4.5 －

物揚護岸 矢板式 B H22.8.26 B H31.4.4 －

物揚護岸 矢板式 B H22.8.26 A H31.4.5 ×

坂田物揚護岸 矢板式 C H22.8.24 B H31.4.9 ×

第6物揚場南護岸 重力式 C H22.8.31 B H31.4.9 ×

第一物揚場護岸 矢板式 C H22.9.4 C H31.4.11 －

浮桟橋 船江東第2桟橋 RCHB C H23.9.13 C H31.4.2 －

岸壁D 矢板式 C H23.9.12 B H31.4.2 ×

岸壁C 矢板式 B H23.9.12 B H31.4.3 －

岸壁B 矢板式 B H23.9.12 B H31.4.3 －

耐震強化岸壁 RC式 C H23.9.12 C H31.4.3 －

港内物揚場 矢板式 C H23.9.12 C H31.4.4 －

港内物揚場 矢板式 C H23.9.12 A H31.4.4 ×

坂田物揚場 矢板式 B H22.8.24 B H31.4.9 －

物揚場 矢板式 B H22.8.30 B H31.4.9 －

第一物揚場 矢板式 C H22.9.1 B H31.4.11 ×

第三物揚場 矢板式 B H22.9.1 B H31.4.11 －

港内物揚場 重力式 B H23.9.3 B H31.4.11 －

港内船揚場 重力式 B H23.8.31 B H31.4.4 －

坂田船揚場 重力式 C H22.8.25 C H31.4.5 －

愛知県赤羽根漁港（3施設）

健全度の
変化傾向

種類 施設名称 構造型式 健全度 調査年月日 健全度 調査年月日
不変：－
低下：×

-3.0m岸壁 控え矢板式 B H21.1.26～2.14 B H30.10.19 －

-4.0m岸壁 控え矢板式 C H21.1.26～2.14 B H30.10.19 ×

物揚場 -1.5m物揚場 控え矢板式 C H21.1.26～2.14 C H30.10.17 －

愛媛県本浦漁港（4施設）
健全度の
変化傾向

種類 施設名称 構造型式 健全度 調査年月日 健全度 調査年月日
不変：－
低下：×

小内浦-3.5m岸壁 コンクリート単塊式 B H24.10.11 B H31.3.4 －

小内浦-3.5m岸壁 直立消波式 D H24.6.6 D H31.3.4 －

桟橋 小内浦桟橋 ブロック積式 B H24.10.11 B H31.3.4 －

浮桟橋 本浦-3.5m浮体式岸壁
PCハイブリッド、

鋼管杭係留
C H24.6.7 C H31.3.4 －

岸壁

初回
H21.3

2巡目
H31.3

岸壁

調査対象施設概要
初回
H22.3

2巡目
H31.3

調査対象施設概要

防波堤

護岸

岸壁

物揚場

船揚場

調査対象施設概要
初回
H24.3

2巡目
R1.7

物揚場

調査対象施設概要
初回

H23.3、H24.3
2巡目
R1.6

調査対象施設概要
初回

H23.3　(注)
2巡目

H29.2　(注)

防波堤
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３）調査位置別の健全度（A～D）の劣化予測線 

初回および 2 巡目における定期点検での健全度評価（A､B､C､D）の変化

を整理し、老朽化予測線の考え方により老朽化の進展を分析した。 

老朽化予測線は、年月の経過に伴って健全度が D→C→B→A へと変化す

ることを示す直線であり、初回及び 2 巡目の健全度（赤線の範囲）を通過

する老朽化予測線の位置は緑色部分の範囲となる。（図 e-4-2-3-1 参照） 

この範囲に位置する老朽化予測線の中で、健全度 A に到達する経過年の最

短の場合は、上段図では青色の破線、下段図では黒色の破線となる。平均

的な健全度の変化では、茶色の一点鎖線となる。 

 

 

図 e-4-2-3-1 初回及び 2 巡目の健全度と老朽化予測線を用いた 

検討のイメージ 

 

施設及び構造形式ごとに検討対象を整理したうえで、個々の施設の老朽

化予測線をもとに、健全度 B または A に到達するまでの建設年からの最短

および平均の経過年数を求めた。さらに、最短および平均の経過年数の調

査位置別の平均値を算出し、健全度 B で進行する期間を求めた。防波堤、

護岸、係船岸の結果を次頁以降に示す。 

 

 

 

 

 

老朽化予測線の
重ね合わせ

老朽化予測線の
範囲決定

経過年数
（最小～平均～最大）

の決定

施設、構造別に分類

点検間隔の設定

2巡目定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

初回定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

当該施設の老朽化予測線が存在する範囲（イ）

当該調査年度における健全度の範囲（ア）

上記（イ）と重なる（ア）の中心と左上点を結ぶ直線

健全度C→Cの場合

D

C

B

A

経過年数（年）

健
全

度

建設年 初回調査年 2巡目調査年

0

最小37.5年
T 平均46.2年

最大60.0年

10 20 30 40 50 60

D

C

B

A

健
全

度

建設年 初回調査年 2巡目調査年

0

最小60.0年

10 20 30 40 50 60

経過年数（年）

健全度D→Cの場合
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図 e-4-2-3-2(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（防波堤） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-2-3-2(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（防波堤） 

 

 

 

0

1

2

3

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全
度

経過年数

平均

重力式防波堤

施設全体（移動）

重力式防波堤

施設全体（沈下）

重力式防波堤

上部工

D

C

B

A
15.4 年  

0

1

2

3

4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

健
全
度

経過年数

最短

重力式防波堤

施設全体（移動）

重力式防波堤

施設全体（沈下）

重力式防波堤

上部工

D

C

B

A

D

C

B

A

D

C

B

A

健全度 B 

建設年  

46.0 年  

老朽化予測線（平均の平均値）

施設全体（移動） 施設全体（沈下） 上部工

C⇒Bの経過年数(年) 138.7 137.0 30.6

B⇒Aの経過年数(年) 208.0 205.5 46.0

健全度Bでの期間(年) 69.3 68.5 15.4

事例数 4 4 4

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ

                 調査位置

項目

重力式防波堤

老朽化予測線（最短の平均値）

施設全体（移動） 施設全体（沈下） 上部工

C⇒Bの経過年数(年) 71.5 69.8 27.2

B⇒Aの経過年数(年) 107.3 104.8 40.8

健全度Bでの期間(年) 35.8 35.0 13.6

事例数 4 4 4

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ

                 調査位置

項目

重力式防波堤
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図 e-4-2-3-3(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（護岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-2-3-3(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（護岸） 
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矢板式護岸鋼矢板

D
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D
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A

D
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A
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重力式護岸本体工
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矢板式護岸上部工

矢板式護岸鋼矢板

D

C

B

A

老朽化予測線（平均の平均値）

護岸法線 上部工 鋼矢板

C⇒Bの経過年数(年) 39.8 103.8 43.0 39.0

B⇒Aの経過年数(年) 59.7 155.7 64.6 58.6

健全度Bでの期間(年) 19.9 51.9 21.6 19.6

事例数 3 7 6 7

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

                 調査位置

項目

重力式護岸
本体工

矢板式護岸

老朽化予測線（最短の平均値）

護岸法線 上部工 鋼矢板

C⇒Bの経過年数(年) 27.1 60.9 35.9 32.1

B⇒Aの経過年数(年) 40.7 91.3 53.9 48.1

健全度Bでの期間(年) 13.6 30.4 18.0 16.0

事例数 3 7 6 7

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅰ

                 調査位置

項目

重力式護岸
本体工

矢板式護岸
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図 e-4-2-3-4(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（係船岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 e-4-2-3-4(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（係船岸） 

 

 

 

 

老朽化予測線（平均の平均値）

岸壁法線 エプロン沈下 エプロン劣化 上部工

C⇒Bの経過年数(年) 86.9 36.7 39.7 39.0 37.7

B⇒Aの経過年数(年) 130.4 55.1 59.6 58.5 56.5

健全度Bでの期間(年) 43.5 18.4 19.9 19.5 18.8

事例数 20 20 20 20 13

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ

                 調査位置

項目

係船岸 鋼矢板式係船岸
鋼矢板

老朽化予測線（最短の平均値）

岸壁法線 エプロン沈下 エプロン劣化 上部工

C⇒Bの経過年数(年) 52.7 28.8 32.8 32.0 30.7

B⇒Aの経過年数(年) 79.1 43.1 49.3 48.0 46.0

健全度Bでの期間(年) 26.4 14.3 16.5 16.0 15.3

事例数 20 20 20 20 13

影響度 Ⅰ Ⅰ Ⅱ Ⅱ Ⅰ

係船岸 鋼矢板式係船岸
鋼矢板

                 調査位置

項目



30 

４）調査位置別の老朽化度（a～d）によるマルコフ連鎖モデル 

2 巡目の定期点検結果での老朽化度（a､b､c､d）の進展状況を分析し、

防波堤および係船岸での調査位置別での老朽化の進展状況を整理した。マ

ルコフ連鎖モデルでの老朽化は、一定の遷移確率 p で老朽化度が d→c→b

→a と進展するとの考え方に基づいている。 

 

 
図 e-4-2-3-5 マルコフ連鎖モデルにおける老朽化度の推移  

 

本検討ではマルコフ連鎖モデルにて老朽化度（a～d）割合の推移を整理

し、表 e-4-2-3-3 における老朽化度の割合（下線）で健全度評価（A～D）

が移行するとして健全度の進行期間を整理・分析した。 

 

 

表 e-4-2-3-3 健全度の評価基準 

  
健全度 

A B C D 

 

安

全

性

に

及

ぼ

す

影

響

度 

Ⅰ 

「a が全数注 )の 2 割

以上」を占めており、

既 に 施 設 の 性 能 が

低下している。 

「a が全数の 2 割

未 満」 、か つ 「 a ＋

b が全数の 2 割以

上」 占め て おり、 対

策 を 施 さ な い と 施

設の性能の低下が

懸念される。 

A、B、 

D 以外 

すべて d

のもの 

Ⅱ 

「a が全数の 5 割以

上」、もしくは「a が全

数の 2 割以上、5 割

未 満 」 か つ 「 a ＋  b

が全数の 8 割以上」

占 め て お り 、 既 に 施

設の性能が低下して

いる。 

「a が全数の 5 割

未 満」 、か つ 「 a ＋

b が全数の 5 割以

上」 占め て おり、 対

策 を 施 さ な い と 施

設の性能の低下が

懸念される。 

A、B、 

D 以外 

すべて d

のもの 

Ⅲ ― D 以外 
すべて d

のもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）老朽化度（a、b、c、d）の分割数 n  

  （例）d→d
1
、d

2
、d

3
、････dn 
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マルコフ連鎖モデルの手法を用いた老朽化の平均的な進行期間を求め

る。 

施設別に調査位置別の老朽化種類ごとに、3 分割のマルコフ連鎖モデル

を用いて個々のケースの遷移確率を計算し、その遷移確率の平均値を計算

する。遷移確率の平均値による係船岸エプロン（沈下）の場合の事例を図

e-4-2-3-5 に示す。さらに平均遷移確率による健全度 B または A に到達す

るまでの老朽化の進行期間を算出し、結果を図 e-4-2-3-6 に示す。なお、

マルコフの検討では、通常鋼製構造の施設、スパン数の少ない施設は対象

外としており、ここでは 5 スパン以下の施設を除外した。 

 

 

図 e-4-2-3-5 老朽化度割合の推移図（係船岸エプロン(沈下)：影響度Ⅰ） 

 

 

 

 

図 e-4-2-3-6 マルコフ（平均遷移確率）による進行期間 

 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0
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老
朽

化
度

の
割

合

経過年数（年）

a

b

c

d

健全度B健全度C

●

健全度A

●

　　調査位置 防波堤
上部工 上部工 エプロン エプロン

項目 （桟橋式以外） （沈下） （Co劣化）

C⇒Bの経過年数(年) 29 50 23 54
B⇒Aの経過年数(年) 39 69 37 74
健全度Bでの期間(年) 10 19 14 20

事例数 4 17 17 17
影響度 Ⅱ Ⅱ Ⅰ Ⅱ

遷移確率 0.200 0.113 0.182 0.106

係船岸

10 年  

健全度 B 

39 年  

建設年  
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（３）機能保全計画データベース（全国の初回点検）をもとにした検討 

１）収集資料 

表 e-4-2-3-4 に示す全国 39 都道府県にある 1,860 の漁港で実施された

49,000 余りの施設での初回の機能保全計画に関する情報が機能保全計画

データベースとして整理されている。 

 

表 e-4-2-3-4 全国の漁港数 

 

 

 

２）整理手順 

漁港施設の資料を主な構造型式ごとに集計するにあたり、検討に必要な

データが欠落または不明確な施設を除外した施設数を表 e-4-2-3-5 に示

す。 

e-4-2-3-5 検討対象施設数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県名 漁港数 都道府県名 漁港数 都道府県名 漁港数 都道府県名 漁港数

北海道 220 神奈川県 15 大阪府 10 愛媛県 131
青森県 75 新潟県 48 兵庫県 34 高知県 43
岩手県 27 富山県 11 和歌山県 49 福岡県 40
宮城県 2 石川県 58 鳥取県 8 佐賀県 31
秋田県 11 福井県 27 島根県 70 長崎県 212
山形県 6 静岡県 43 岡山県 19 熊本県 74
福島県 6 愛知県 23 広島県 30 大分県 64
茨城県 4 三重県 67 山口県 86 宮崎県 21
千葉県 28 滋賀県 0 徳島県 17 鹿児島県 92
東京都 21 京都府 17 香川県 55 沖縄県 65

合計 1,860

区分 主要な構造型式 施設数

防波堤 重力式防波堤 6,916
矢板式、杭式防波堤 650

護岸 重力式護岸 380
矢板式護岸 46

係船岸 重力式係船岸、PC・RC製浮体式係船岸 6,156
矢板式・桟橋式係船岸、鋼製浮体式係船岸 1,678
船揚場 2,345

合計 18,171
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３）施設全体の健全度（A～D）の老朽化予測線 

全国の初回の定期点検での施設全体の健全度評価（A､B､C､D）の変化を

整理し、老朽化予測線の考え方により老朽化の進展を分析した。 

老朽化予測線は、年月の経過に伴って健全度が D→C→B→A へと変化す

ることを示す直線であり、老朽化予測線が健全度 A に到達する経過年の最

短の場合と平均の場合を読み取った（図 e-4-2-3-7 参照） 

 

 

図 e-4-2-3-7 施設全体の健全度と老朽化予測線を用いた検討のイメージ 

 

施設及び構造形式ごとに検討対象を整理したうえで、個々の施設の老朽

化予測線をもとに、健全度 B または A に到達するまでの建設年からの最短

および平均の経過年数を求めた。さらに、最短および平均の経過年数の施

設別の平均値を算出し、健全度 B で進行する期間等を求めた。防波堤、護

岸、係留施設の結果を次頁以降に示す。 

 

  

経過年数
（最小～平均～最大）

の決定

施設、構造別に分類

点検間隔の設定

初回定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

当該調査年度における健全度の範囲（ア）

上記（ア）の中心と左上点を結ぶ直線

健全度Cの場合

D

C

B

A

経過年数（年）

健
全

度

建設年

0

調査年

最小30年

最大60年

10 20 30 40 50 60

平均40年
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図 e-4-2-3-8(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（防波堤） 

 

 

 
図 e-4-2-3-8(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（防波堤） 

 

事例数 6,916 650

B⇒Aの経過年数（年） 67.0 47.8
健全度Bでの期間 22.3 15.9

健全度C、Bでの全体期間 44.7 31.9

             調査位置
 項⽬

重⼒式防波堤
⽮板式、鋼製

防波堤
C⇒Bの経過年数（年） 44.7 31.9
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B

健全度Bでの期間 15.2 11.4

事例数 6,916 650

C⇒Bの経過年数（年） 30.4 22.9
B⇒Aの経過年数（年） 45.7 34.3

健全度C、Bでの全体期間 30.4 22.9

             調査位置
 項⽬

重⼒式防波堤
⽮板式、鋼製

防波堤
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図 e-4-2-3-9(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（護岸） 

 

 

 

図 e-4-2-3-9(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（護岸） 

 

健全度C、Bでの全体期間 54.7 34.4
事例数 380 46

B⇒Aの経過年数（年） 82.1 51.6
健全度Bでの期間 27.4 17.2

             調査位置
 項⽬

重⼒式護岸 ⽮板式、鋼製
護岸

C⇒Bの経過年数（年） 54.7 34.4
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B

健全度C、Bでの全体期間 33.5 24.3

C⇒Bの経過年数（年） 33.5 24.3
B⇒Aの経過年数（年） 50.2 36.5

             調査位置
 項⽬

重⼒式護岸
⽮板式、鋼製

護岸

健全度Bでの期間 16.7 12.2

事例数 380 46
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図 e-4-2-3-10(1) 老朽化予測線による進行期間（平均）（係留施設） 

 

 

 

図 e-4-2-3-10(2) 老朽化予測線による進行期間（最短）（係留施設） 

健全度C、Bでの全体期間 38.3 30.0

             調査位置
 項⽬

重⼒式係船岸 ⽮板式、鋼製
係船岸

事例数 6,156 1,678 2,345

B⇒Aの経過年数（年） 57.5 45.0 78.9
健全度Bでの期間 19.2 15.0 26.3

52.6

船揚場

C⇒Bの経過年数（年） 38.3 30.0 52.6
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健全度Bでの期間 13.4 11.1 17.7

事例数 6,156 1,678 2,345

C⇒Bの経過年数（年） 26.9 22.1 35.4
B⇒Aの経過年数（年） 40.3 33.2 53.0

健全度C、Bでの全体期間 26.9 22.1 35.4

             調査位置
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（４）検討結果から想定される定期点検間隔 

１）初回・2 巡目の定期点検結果をもとにした検討 

健全度の老朽化予測線による検討結果及びマルコフ連鎖モデルによる検

討結果を表 e-4-2-3-6 に示す。老朽化予測線による検討結果については最

短～平均で整理した。 

施設全体の変位・法線の変位は 26.4 年～35.8 年と推移期間が非常に長

く、定期点検の検討対象としては適切ではないと考え、本検討の対象から

除外する。各工種の健全度 B で推移する期間は、最短で 10～18.0 年（平

均は 14.9 年）である。 

 

表 e-4-2-3-6 健全度 B で進行する期間の検討結果一覧表(2 巡目の定期点検） 

 

 

２）機能保全計画データベースをもとにした検討 

健全度の老朽化予測線による検討結果を表 e-4-2-3-7 に示す。老朽化予

測線による検討結果については最短～平均で整理した。各施設の健全度 B

で推移する期間は、最短で 11.1～17.7 年（平均は 14.0 年）である。 

また健全度 B および C で推移する全体期間は、最短で 22.1～35.4 年

（平均は 27.9 年）である。 

 

表 e-4-2-3-7 健全度 B で進行する期間の検討結果一覧表（機能保全計画 DB） 

 

 

方法別 マルコフ
調査位置 平均（年） 最短（年） 平均（年）
重力式防波堤 施設全体 移動 69.3 35.8 － Ⅰ

沈下 68.5 35.0 － Ⅰ
15.4 13.6 10 Ⅱ

重力式護岸 19.9 13.6 － Ⅰ
矢板式護岸 51.9 30.4 － Ⅰ

21.6 18.0 － Ⅱ
19.6 16.0 － Ⅰ

係船岸 43.5 26.4 － Ⅰ
エプロン 沈下 18.4 14.3 14 Ⅰ

劣化 19.9 16.4 20 Ⅱ
19.5 16.0 19 Ⅱ
18.8 15.3 － Ⅰ

老朽化予測線
影響度

上部工
本体工
護岸法線

；各工種における最短期間

上部工
本体工（鋼矢板）
岸壁法線

上部工

本体工（鋼矢板）

；推移期間が非常に長く、本検討の
対象外とした

方法別
進行期間

施設／主要な構造型式 平均（年） 最短（年） 平均（年） 最短（年）
防波堤 重力式防波堤 22.3 15.2 44.7 30.4

矢板式、杭式防波堤 15.9 11.4 31.9 22.9
護岸 重力式護岸 27.4 16.7 54.7 33.5

矢板式護岸 17.2 12.2 34.4 24.3
係留施設 重力式係船岸、PC・RC製浮体式係船岸 19.2 13.4 38.3 26.9

矢板式・桟橋式係船岸、鋼製浮体式係船岸 15.0 11.1 30.0 22.1
船揚場 26.3 17.7 52.6 35.4

健全度B,C
老朽化予測線

健全度B
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３）定期点検間隔の提案 

3 手法による検討結果から、健全度 B で進行する期間は平均で 14～15

年程度と考えられる。この場合、定期点検の間隔として 10 年を標準間隔

と設定しても、施設の安全性に支障が出る老朽化を見逃す可能性は小さい

と考えられる。よって、定期点検の標準的な間隔としては、「10 年」とす

る。 

定期点検間隔は 10 年を標準とした上で、漁港の重要度や構造型式・健

全度に合わせて、5～20 年の範囲で定期点検間隔を設定する。表 e-4-2-3-

8 に定期点検間隔の設定（案）を示し、定期点検の流れの一例を図 e-4-2-

3-11 に示す。なお、表 e-4-2-3-8 には、それぞれの区分に該当する施

設、漁港の割合を、全国の漁港データベース等から参考に示した。 

 

表 e-4-2-3-8 定期点検間隔の一覧表 

 

 

 

 

図 e-4-2-3-11 定期点検の流れ 

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

全ての構造形式 健全度B ―
A判定となる前
（最長間隔5年）

老朽化の予測検討を行い適宜設定する。
ただし、定期点検の最長間隔は5年とする。

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定

健全度C ― 10年
健全度Bで推移する期間「11.1～17.7年」より、

10年と設定（マニュアル（案）p.参-2参照）

健全度D ― 20年
健全度B、Cで推移する期間「22.1～35.4年」より、

20年と設定（マニュアル（案）p.参-2参照）

5年
災害時の拠点確保、被災後の水産業の

早期回復の観点から選定

肉厚調査を実施していない場合 5年
腐食速度が把握出来ないため、

点検間隔を密とする

肉厚調査を実施した場合 10年
ただし、肉厚調査結果から腐食速度を算定し、
次回の点検が10年後（標準間隔）でも支障ない

ことを確認する

健全度D（新設のみ） ― 10年
塗覆防食工法の耐用年数（20～30年程度）の

半分を目安に設定

定期
点検間隔

設定根拠

矢板・杭式

区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

重力式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

健全度C ―

健全度D ―

肉厚調査を実施していない場合

肉厚調査を実施した場合

健全度D（新設のみ） ―

経過年数（年）区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

重力式

矢板・杭式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

0 5 10 15 20

肉厚調査を行い、腐食速度を確認
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①重要度が高い漁港（防災拠点漁港・流通拠点漁港） 

・漁港漁場整備長期計画（H29 年～33 年度）では、整備目標として、防災拠

点漁港および流通拠点漁港のうち、地震・津波に対する主要施設の安全性

が確保された漁港の割合を、計画終了時に 30％とする整備目標を掲げて

いる。  

・また、水産庁は平成 26 年以降、漁港管理者である関係都道府県等に対

し、流通拠点漁港及び防災拠点漁港にかかる災害時の応急体制の充実を図

るため、漁港に精通した建設業団体等との防災協定の締結について技術的

助言を行っている。 

・このように防災拠点漁港および流通拠点漁港は、大規模自然災害に備えた

対応力強化が重点課題となっており、重要度の高い漁港であると位置付け

られる。 

・防災拠点漁港および流通拠点漁港では、防波堤や岸壁等の耐震・耐津波・

耐浪化対策を推進して機能強化を図るとしている。（「漁港・漁場の施設の

設計参考図書（2015 年版）」の p.9～10 参照）漁港管理者が防災拠点漁港

および流通拠点漁港の機能保全計画を策定する場合には、これを参考にし

て、耐震性能・耐津波性能の強化を行う主要な施設を明示する必要があ

る。 

 

②鋼製構造のうち、直前の定期点検において肉厚調査を実施していない施設 

・鋼製部材の肉厚を測定して、平均腐食速度が設計値以下であることを確認

することで、耐用年数内での鋼材の肉厚を確保できる予測が可能となる。

しかし肉厚調査をしていない場合には、腐食環境によっては耐用年数内で

の肉厚確保が難しい可能性もあり、標準間隔より短い間隔で定期点検が必

要とした。 

 

③直前の定期点検で健全度評価が D の施設（新設施設も含む） 

・健全度 D の施設は健全度 C を経て健全度 B に至るので、健全度 B、C で進

行する全体期間（最短で 22.1～35.4 年（平均 27.9 年））を考慮して、点

検間隔を 20 年に長くすることは問題ないと考えられる。 

・ただし、鋼構造物が健全度 D の場合には、定期点検間隔を延ばすことな

く、標準間隔の 10 年で定期点検を行うこととする。鋼構造物の防食工法

としては、表 e-4-2-3-9 に示すような対策工法が適用されているが、被覆

防食工法の耐用年数は最短で 20 年程度となっている。漁港による腐食環

境の相違もあることから、耐用年数の半分程度となる標準間隔の 10 年で

定期点検を行って、防食機能が設計通りに機能を発揮していることを確認

しておくことが重要と考えられる。 
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表 e-4-2-3-9 鋼構造物対策工法事例一覧表（防食鋼材） 

 

出 典 ） 水 産 基 盤 施 設 ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト の た め の ガ イ ド ラ イ ン ､平 成 27 年 5 月 ､水 産 庁 漁 港 漁 場 整 備 部  

  

水上部 水中部
A　電気防食工法
A-1　電気防食工法（流電陽極方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 10～50年
A-2　電気防食工法（外部電源方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 20年
B　被覆防食工法
B-1　塗装工法（エポキシ樹脂塗装） 腐食 老朽化要因の遮断 ○ × 20年程度
B-2　有機ライニング工法

重防食被覆
超厚膜形被覆
水中硬化形被覆

B-3　ペトロラタムライニング工法 腐食 老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度
B-4　無機ライニング工法

モルタル被覆
コンクリート被覆
電着被覆

腐食

老朽化要因の遮断 ○ ○ 20年程度

老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度

工法の名称 主な変状
対策工法に

要求される効果
耐用年数

適用範囲

腐食
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４－２－４. 点検に関する新技術の整理 

（１）点検作業の効率化となる技術の整理 

点検作業の効率化となる技術について資料収集を行い、本マニュアル

（案）への記載について整理を行った（表 e-4-2-4-1 参照）。抽出した技

術についてはマニュアル（案）に要旨・適用範囲を整理した。 
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表 e-4-2-4-1 点検に活用できる技術の抽出
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（２）コストと効率性の相関図 

前項で整理した点検技術において、点検内容に合わせて活用できる技術

の効率化の程度と導入費用を示した相関図を作成した。一例として水中調

査技術についてのコストと効率性の相関図を図 e-4-2-4-1 に、その技術の

概要及び適用範囲の一覧を表 e-4-2-4-2 に示す。 

 

 

図 e-4-2-4-1 水中調査技術に関するコストと効率性の相関 
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表 e-4-2-4-2 水中調査技術の概要及び適用範囲 

 

 

 

調査技術名 概要 適用範囲 利点 欠点

潜水士
・潜水士が、通常ではスキューバによ
る潜水目視を行う。

・通常スキューバでは水
深30m程度まで潜水で
き、すべての点検業務に
対応できる。

・目視結果をそのまま成
果として採用できる。

・安全作業のためには、
作業条件を厳しく管理す
る必要がある。
・安全管理を高めると、作
業効率は落ち、コストも
高くなる。

陸上からの水中カ
メラの垂下

・コンパクトボディのカメラにオプション
である耐圧防水ハウジングを装着する
ことで水中撮影が可能となるカメラで
ある。

・スタッフの先端に取り付
ける形で使用し、長さ5～
7mの範囲で使用できる。

・被覆消波ブロックと堤体
の間隙に垂下すること
で、堤体壁面の状況を確
認できる。

・カメラの撮影幅を考慮し
て、小刻みに垂下、撮
影、引上を繰り返すことか
ら、手間がかかる。

水中3Dスキャナ

・船舶への艤装も可能であるが、ソ
ナーを三脚に据えて海底に固定して
計測することが可能である。
・360度の範囲をスキャンできる。

・水面際から水深15m程
度まで計測可能。

・濁水や視界ゼロでも計
測が可能である。
・マルチビーム等の船上
艤装型計測機器では取
得が困難な桟橋下部、閉
所、オーバーハングした
場所等での3D計測が可
能である。

・水中3Dスキャナの機器
分解能からコンクリートの
ひび割れや鋼矢板の数
cm程度の開孔は判別困
難である。

ROV

・ハイビジョンカメラ、LED照明、深度セ
ンサーや距離センサーなどの装備品
を軽量フレーム構造に納め、三軸スラ
スターを搭載しスムーズな動作が可能
である。

・コスト面からは、大水深
かつ延長の長い調査の
場合に向いている。
・観測機器は広く普及し
ていない。

・海底地盤の洗堀、水中
の消波ブロックや根固ブ
ロックの散乱など、ROVに
より局部的な変状を含め
潜水作業を伴わずに把握
することが可能となる。

・操作には熟練を要し、調
査費用が高価となる。
・画像の取得にはキャリ
ブレーションが必要。

水中ドローン ・小型ROVと位置付けられる。
・機能保全調査への適用
は限定される。

・20万円程度の低価格で
購入できる。

・静穏域に限定される。
・搭載カメラの解像度は、
重量制限からROVに比べ
て見劣りがする。

ナローマルチ

・最大で256本の音響ビームを扇状に
発受信し、水中部の地形を三次元的
なデータとして取得する装置である。
・測深した範囲はリアルタイムに船上
のパソコンに表示されるため、データ
の取得状況を確認しながら調査でき
る。

・大水深まで可能である
が、航行できる範囲に限
定される。

・面的（二次元）・空間的
（三次元）データの定量性
の高いデータを補完的に
記録・保存（蓄積）するこ
とで、より客観的に老朽
化の進展状況を把握する
ことが可能となる。
・音波を利用していること
から水中の濁りや暗部の
影響がなく点検が可能で
なる。

・マルチビームの機器分
解能からコンクリートのひ
び割れや鋼矢板の数cm
程度の開孔は判別困難
である。
・水面際（水面～2m程
度）も適用困難。
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４－２－５. 検討会の設置 

漁港施設等の効率的な点検手法の検討・整理にあたっては、学識経験者

等を構成メンバーとする検討会を組成し、助言を得ながら成果を取りまと

めるとともに、調査検討会を 2 回開催した。 

 

・第１回検討会（令和元年 7 月 25 日開催） 

検討会の論点；定期点検及び日常点検における現状と課題の抽出 

         本調査での検討方針の確認 

・第２回検討会（令和２年 1 月 17 日開催） 

検討会の論点；検討事項の報告 

          維持管理に資する点検内容の精査 

          マニュアル（案）への記載内容の確認 

 

加えて、当該委員に対し、調査・検討の方向性が定まった段階で、調査

内容に関する具体的な技術的助言を個別に求めた。 

検討会の委員については、漁港施設、維持管理等の各分野の専門家から

構成するものとし、「学識経験者 2 名＋漁港管理者（実務経験者）1 名」

とした。 

 

表 e-4-2-5-1 検討会の委員名簿 

氏名 所属 職　名

◎横田　弘
北海道大学大学院工学研究院
北方圏環境政策工学部門

教授

笠井　哲郎 東海大学　工学部　土木工学科 教授

橋本　康史 長崎県水産部 漁港漁場課長

◎委員長  

 

各検討会での配布資料及び議事要旨は別添資料 4-2-2～4-2-5 に示す。 
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４－２－６.  「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成 

本調査における検討結果を踏まえ、「水産基盤施設の維持管理点検マニ

ュアル（案）」を作成した。本マニュアル（案）では専門の技術力を保有

していなくても使用できるように解説図や写真等を用い、わかりやすい記

述に留意した。（別添資料 4-2-6 参照） 
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ｆ．今後の課題 

４－２－１. 手引き・ガイドラインの修正 

来年度は本調査にて作成した「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」

の内容を踏まえ、「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き（平成 27 年 5 月改

訂）」、「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（平成 27 年 5

月改訂）」の見直しを行う。 

 

 

図 f-4-2-1-1 マニュアル(案)とガイドラインの位置付け 

 

 

４－２－２. 他の課題での成果を踏まえた点検技術の追加 

平成 31 年度までの直轄調査にて、精度・適用性を検証していた複数のセンシ

ング技術（ナローマルチ、水中 3D ソナー等）について維持管理点検への活用方

法を検討し、本マニュアル（案）への追加もしくは別冊子として取りまとめを行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 f-4-2-1-2 被覆工の移動、散乱の計測データ 

（左：水中 3D スキャナ、右：マルチビーム） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

別添資料 ４－２－１．アンケート調査結果 

 
 

  



　これまでの定期点検における課題や２巡目の定期点検において留意すべき事項についてアンケート調査を実施した。

　下記に調査対象及び回答者の内訳を示す。

・調査対象；漁港管理者（40都道府県、403市町村、北海道開発局）

　　　　　　　；調査会社（建設コンサルタント25社）

【アンケート内容及び回答】

　以下の設問については、ご担当する代表的な漁港（管内漁港において進捗が平均的な漁港） を対象にご記入願います。

１.これまでの機能保全に係る点検作業について

１-１）定期点検について

Ｑ１：

漁港施設の定期点検についてのアンケート調査結果

表－　アンケート回答者の内訳

対象漁港において、どの施設について定期点検を実施していますか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

72%

4%

6%

4%
14% ①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施

②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施

68%

6%
2%

8%

16% ①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施
②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施

73%

3%

7%

3%
14%

①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施
②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施
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Ｑ２：

（漁港管理者全体）　平均策定期間：平成２５年度～平成２８年度

（都道府県）　平均策定期間：平成２３年度～平成２７年度

（市町村）　平均策定期間：平成２６年度～平成２８年度

初回の定期点検の実施・機能保全計画の作成は平成何年度に実施しましたか？　複数の場合には期間でご記入下さい。

（漁港管理者全体：初回の定期点検の開始年次）

（都道府県：初回の定期点検の開始年次）

（市町村：初回の定期点検の開始年次）

8%

17%

22%

14%

18%

4%

1% 16%

平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答

31%

47%

7%

0%
6%

2% 0%

7%
平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答

4%

11%

24%

17%

21%

4%

2%
17%

平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答
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Ｑ３：

（都道府県）

（市町村）

初回の定期点検で実施した詳細調査項目は次のどれですか？　（複数回答可）
ただし、⑤を選択しない場合、鋼構造物施設の有無については、選択肢⑥に該当するか記入して下さい。

（漁港管理者全体）

0 20 40 60

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない

0 50 100 150 200

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない

0 100 200 300

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない
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Ｑ４：

２巡目の定期点検を実施した漁港施設はありますか？
※「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」によれば、定期点検は5年～10年に1回とされている。
　・水産物生産・流通拠点漁港における主要な施設については概ね5年に1回。
　・それ以外の漁港については、漁港等の機能の重要性を踏まえ、概ね5年～10年の間隔で適切に設定。

（漁港管理者全体）

（都道府県）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市町村）

10%

90%

①ある
②ない

26%

74%

①ある
②ない

7%

93%

①ある
②ない
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Ｑ５：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

Ｑ４で「①ある」と回答の方にお聞きします。
２巡目の定期点検は機能保全計画において立案した予定通りに実施しましたか？

70%

22%

3%

5%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した

57%29%

7%
7%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した

77%

18%

0%

5%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した
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Ｑ６：

（市町村）

Ｑ４で「①ある」と回答の方にお聞きします。
２巡目の定期点検では詳細調査まで実施しましたか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

20%

13%

62%

5%
①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他

27%

13%53%

7%
①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他

18%

9%

73%

0% ①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他
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Ｑ７：

≪その他の主要意見≫

Ｑ４で「②ない」と回答の方及びＱ５で「②③④」と回答した方にお聞きします。
２巡目の定期点検を実施していない、着手が遅れている理由として下記から当てはまる内容を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

0 50 100 150 200

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他

0 10 20 30

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他

0 50 100 150 200

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他
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Ｑ８：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

定期点検における点検記録はどのように整理・保管していますか？

9%

53%
22%

14%

2%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

6%

48%

13%

23%

10% ①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

10%

54%

24%

12%

0%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

0%

36%

56%

5%

3%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理
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Ｑ９：

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

ひび割れ・欠損等の変状図の保存形式について、その保存形式をご記入ください。

（漁港管理者全体）

8%

44%32%

15%

1%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

5%

37%

43%

13%

2%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

9%

45%
30%

15%

1%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

0%0% 3%

97%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体
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Ｑ１０：

（市町村）

定期点検において優先的に着手している拠点分類はありますか？
下記から当てはまる拠点分類を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 20 40 60

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点
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Ｑ１１：

（漁港管理者全体）　平均予算：約８７０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

（都道府県）　平均予算：約１，３９０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

（市町村）　平均予算：約７３０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

今後の定期点検に関して、１漁港あたりの平均的な予算はどのくらいですか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

7%

3%

15%

15%

12%
1%0%

47%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答

2% 2%

14%

24%

22%3%

2%

31%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答

8%
3%

15%

13%

10%

1%0%

50%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答
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Ｑ１２：

≪その他の主要意見≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

定期点検の実施において作業量が多い、時間がかかると感じる部分があれば、それはどこでしょうか？（複数回答可）

0 100 200

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 20 40

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 50 100 150

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 10 20 30

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他
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Ｑ１３：

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

２巡目の定期点検の実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？（複数回答可）

（漁港管理者全体）

0 50 100 150 200

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 10 20 30 40

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 50 100 150

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 10 20 30

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他
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Ｑ（建）：

Ｑ（建）：

点検作業の効率化として、何かしらの対策をしていますか？

（建設コンサルタント）

上の問で「①対策している」及び「②検討中」と回答の方にお聞きします。
その具体的な対策をご記入下さい。（複数回答可）

（建設コンサルタント）

Ｑ１３のその他の回答

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

43%

43%

14%

①対策している

②検討中

③対策していない

0 10 20

①独⾃のマニュアル・⼿引きを作成している

②現場作業の効率化としてＩＣＴ技術を活⽤している

③様式作成時の対策としてマクロ化やデータベース化等の⾃動化技術を活⽤している

④経験者を交えた複数チェックの実施

⑤その他

62%

25%

13%

定期点検内容の簡略化・重点化は不要

点検結果を踏まえた定期点検の頻度の設定

重点調査項⽬の絞り込みの検討
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Ｑ１４：

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

その他、現況のガイドライン・手引きに基づく定期点検作業についてご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

23%

18%

18%

14%

9%

9%

9% 補助制度の充実及び制度の拡充
専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成
点検内容の簡素化
点検様式の⾒直し要望
点検内容の頻度の⾒直し要望
変状図の作成⽅法の統⼀化
ICT技術に係る規定の追加
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１-２）日常管理点検について

　　Ｑ：現状での日常施設点検にかかる状況把握の方法及び頻度を教えてください。

（市町村）

≪H30年アンケート≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回程度
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る

③漁業者から報告が来る

④⼀般市⺠等から報告が来る

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回…
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る
③漁業者から報告が来る
④⼀般市⺠等から報告が来る

0 30 60 90 120 150

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回程度
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る
③漁業者から報告が来る
④⼀般市⺠等から報告が来る
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　　Ｑ：現状では、漁港施設の日常管理点検等の管理・更新はどのように行われていますか。

≪H30年アンケート≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

0 100 200

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない

0 20 40

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない

0 50 100 150

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない
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Ｑ１５：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

漁港施設の日常管理点検においてどの範囲を点検対象としていますか？

61%
18%

10%

10%

1%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ

68%

13%

10%

9%

0%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ

60%19%

10%

10%

1%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ
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Ｑ１６：

（市町村）

日常管理点検において優先的に着手している拠点分類はありますか？
下記から当てはまる拠点分類を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300 400

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 20 40 60

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点
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Ｑ１７： 日常管理点検の調査はどのように実施していますか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

89%

5%
5%

1%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他

91%

5%

2% 2%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他

88%

5%
6%

1%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他
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Ｑ１８：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

日常管理点検の実施に当たって作業量が多い（非効率）と感じる部分があれば、それはどこでしょうか？（複数回答可）

0 100 200 300

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他

0 20 40

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他

0 100 200

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他
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Ｑ１９：

（市町村）

日常管理を実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 20 40

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 100 200

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他
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Ｑ２０： その他、現況のガイドライン・手引きに基づく日常管理点検作業についてご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

（主要意見（漁港管理者））

41%

42%

17%

対象施設・調査項⽬の重点化及び様式の簡略化

専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成

⽇常点検の業務委託費⽤の確保
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２.定期点検作業の効率性・確実性の向上について

２-１）ＩＣＴ技術の導入について

Ｑ２１：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

ＩＣＴ技術を導入することで点検作業の効率化などの効果があると思いますか？

18%

66%

10%

4% 2%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

29%

53%

16%

2% 0%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

16%

68%

9%

4% 3%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

32%

34%

34%

0% 0%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他
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Ｑ２２：

（市町村）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設コンサルタント）

ＩＣＴ技術を点検作業に導入していますか？

（漁港管理者全体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都道府県）

3%

97%

①している

②していない

6%

94%

①している

②していない

3%

97%

①している

②していない
68%

32%

①している

②していない
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Ｑ２３：
Ｑ２２で「①している」と回答の方にお聞きします。
点検作業に導入しているＩＣＴ技術を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

0 2 4 6 8

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 1 2 3

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 2 4 6

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 5 10 15 20

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他
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Ｑ２４：

≪その他の意見≫

Ｑ２２で「①している」と回答の方にお聞きします。
点検作業にＩＣＴ技術を導入して作業の効率性・確実性は向上しましたか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

・技術者の熟練度により精度が異なる。（市町村）
・操作に不安があるため、紙ベースでの点検作業も同時に実施した。（市町村）
・ＵＡＶ活用することで安全性が向上した。（建設コンサルタント）
・計測精度に課題がある。（建設コンサルタント）

69%0%

16%

15% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

100%

①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

60%

0%

20%

20% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

78%

7%

0% 15% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

-27-



Ｑ２５：
Ｑ２２で「②していない」と回答の方にお聞きします。
点検作業にＩＣＴ技術を導入してない理由を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

0 100 200 300

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤
性が不明なため
⑤その他

0 10 20 30 40

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤
性が不明なため
⑤その他

0 50 100 150 200 250

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤性が
不明なため
⑤その他

0 2 4 6 8

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤性が
不明なため
⑤その他

-28-



２-２）その他

Ｑ２６：

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

点検作業の効率化・確実化への対策について、ご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

34%

15%
9%

10%

9%

7%

5% 5%

3% 3% 補助制度の充実及び制度の拡充
専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成
⽇常点検の簡素化
機能保全に関する講習会の定期開催
ICT技術導⼊に向けた基準及び歩掛の設定
AI技術の導⼊
点検データの保管⽅法の設定
変状図の作成⽅法及び保管⽅法の統⼀
機能保全業務に関する歩掛の設定
対象施設の優先順位付け

-29-
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第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討会 

配布資料 

 

 

 第１回検討会 議事次第 

 第１回検討会 出席者名簿 

 第１回検討会 座席表 

 第１回検討会 論点整理 

 検討会設置要綱 

 

 資料-1 第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する 

検討会資料（検討内容について） 

 

 参考資料 1 点検内容の見直し方針（案）  

 参考資料 2 漁港施設の定期点検についてのアンケート調査結果 

 



 

第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討会 

議 事 次 第 

 
          日 時：令和元年 7 月 25 日(木) 13:30～15:30 

          場 所：エッサム神田１号館 602 会議室 

 

１．開 会   

２．挨 拶 （水産庁） 

３．配付資料の確認 

４．出席者の紹介、委員長の選任 

５．議 事 

 （１）現状の課題及び点検内容の見直し方針（案）について     資料－１ 

（２）マニュアル（案）に記載予定の提案事項について 

６．その他（連絡事項等） 

７．閉 会



（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

◎横田　弘
北海道大学大学院工学研究院
北方圏環境政策工学部門

教授

笠井　哲郎 東海大学　工学部　土木工学科 教授

橋本　康史 長崎県 水産部 漁港漁場課長

◎委員長（事務局案）

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

浅川  典敬 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長

山﨑　将志 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長補佐

井上　真仁 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 係長

区分 氏名 所属 職　名 備　考

林　浩志
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

次長

尾崎　幸生
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

主任研究員

桑原　正博
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

専門技術員

水工研 三上　信雄
水産研究・教育機構水産工学研究所
　水産土木工学部

主幹研究員

漁村総研

　事 務 局　

第１回　「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討委員会

出 席 者 名 簿

　委　員　

委　員

　水 産 庁　

水産庁



第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討委員会 

 

座 席 表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三上 

長崎県水産部 
漁港漁場課長 
橋本 康史 

東海大学 
教授 
笠井 哲郎 

尾崎 

水産庁漁港漁場整備部
整備課 課長補佐 
山﨑 将志 

北海道大学大学院 
教授 
横田 弘 

水産庁漁港漁場整備部
整備課 係長 
井上 真仁 

水産庁漁港漁場整備部
整備課 課長 
浅川  典敬 

林 桑原 

事務局 

（委員長） 



 
 

第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討会 

第 1 回検討会の論点整理 

 
＜議題１＞点検内容の見直し方針（案）について（資料-１の４章、参考資料-１） 

１．巡視（新設）について 

 全ての施設の「大きな変状の有無」・「新たな老朽化の有無」を確認するために巡視の新

設を提案している。その実施内容・範囲・実施時期について適切かご議論いただきたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご議論頂きたい。 

 

２．日常点検について 

 従来の日常点検（全施設・全スパン）から代表施設の代表スパンへの絞り込みを提案し

ている。その絞り込み内容（施設・スパン）について適切かご議論いただきたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご議論頂きたい。 

 

３．定期点検について 

 日常点検を簡略化（巡視）・重点化したため、定期点検の内容については現行基準のまま

とした。この方針が適切かご議論いただきたい。 

 定期点検の効率化として点検間隔の見直しを提案している。その検討方法が適切かご議

論いただきたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご議論頂きたい。 

 

４．その他（全体） 

 提案の見直し方針にて現在の点検作業よりも効率化が図れるのか、確実性を確保できる

のかご議論頂きたい。 

 

＜議題２＞マニュアル（案）に記載予定の提案事項について（資料-１の５章） 

１．日常点検における提案事項について 

 技術支援ツール（維持管理情報プラットフォーム・漁港施設の点検システム）を活用す

ることで点検記録の効率化・適正化を図ることを想定している。他に加えるべき内容が

あるかご意見をいただきたい。 

２．定期点検における提案事項について 

２-１．点検手順や具体的な点検作業内容の提示 

 本項では「わかりやすいマニュアル」を作成することに着眼点を置いている。他に加え

るべき事項があるかご意見をいただきたい。 

２-２．効率的な点検作業及び客観的な診断指標の提示 

 本項では点検作業の効率化に資する新技術について記述する予定であるが、記載予定の

新技術が適正かご意見を頂きたい。 

 他に加えるべき新技術があるかご意見を頂きたい。 



「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討会 

設 置 要 綱 

 

（名 称） 

第１条 検討会は、“「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討

会”と称する。（以下、検討会という。） 

 

（目 的） 

第２条 水産基盤施設の維持管理に関して専門的知識を有する学識経験者及び有識者によ

って構成される技術検討のための検討会を設置し、維持管理点検における現状の

課題を解決のために必要な検討を行い、その検討内容を整理し、「水産基盤施設の

維持管理点検マニュアル（案）」を作成する。 

 

（検討内容） 

第３条 検討会の検討内容は、次のとおりとする。 

   水産基盤施設の効率的な点検手法の検討 

①日常点検の効率化の検討  

②定期点検の効率化の検討 

③点検に関する新技術の整理 

 

（組 織） 

第４条 検討会は、維持管理分野に関する学識経験者及び有識者で構成する。 

  ２ 検討会の委員は、「平成 31 年度 漁港漁場施設の長寿命化対策検討調査」におけ

る共同研究機関の一員である一般財団法人漁港漁場漁村総合研究所理事長が委嘱

する。 

  ３ 検討会の委員は、必要に応じて追加できるものとする。 

  ４ 検討会には、委員長を置く。 

  ５ 委員長は委員の互選により選任する。 

  ６ 検討会には、水産庁及び関係機関等の職員並びにその他必要と認められた者が出

席する。 

 

（委員長） 

第５条 委員長は、検討会の代表として会務を総理し、会議の議長となる。 

  ２ 委員長がやむを得ずその職務を遂行できないときは、委員長が指名する委員が職

務を代行する。 

 



（事務局） 

第 6 条 検討部会の事務局は、水産庁漁港漁場整備部整備課および「漁港漁場施設の長寿

命化対策検討調査」における共同研究機関とする。 

  ２ 事務局は、委員の委嘱、検討会の招集や会場設営等、検討会運営のための事務を

掌理する。 

 

（開 催） 

第 7 条 検討会は、原則として２回開催する。ただし、異常な事態が予想される場合もし

くは発生した場合等には、臨時開催する。 

 

(会議の公開)  

第 8 条 検討会の資料，議事概要，会議は原則として非公開とする。   

 

(雑 則) 

第 9 条 この要綱に定めるものの他、検討会の運営について必要な事項は、委員長が検討

会に諮って定める。 

 

（その他） 

第 10 条 本要綱は、水産庁委託事業の「平成 31 年度 漁港漁場施設の長寿命化対策検討

調査」に適用する。 

 

（附 則） 

本要綱は、令和元年 7 月 22 日から施行する。  



●検討会の構成 

 

 氏  名 所  属 ・ 役  職 専 門 

委員長 
（事務局案） 

横田 弘 
北海道大学大学院工学研究院 

北方圏環境政策工学部門 教授

維持管理工学・ 

材料工学 

委 員 笠井 哲郎 
東海大学 工学部 
土木工学科 教授 

コンクリート工学・

リサイクル工学 

委 員 橋本 康史 長崎県水産部 漁港漁場課長 
漁港計画・漁港整備・

漁港管理 

 



第１回
「水産基盤施設の維持管理点検

マニュアル（案）」の作成に関する検討会

令和元年7月25日

平成31年度水産基盤整備調査委託事業
「漁港漁場施設の長寿命化対策検討調査」

1

資料‐１



１．背景と目的１．背景と目的

我が国には約2,800の漁港があり、その漁港施設の多くは高度経済成長期に建設
され、建設後30年以上経過しており、老朽化の進行による機能低下が懸念されて
いる。このような中、水産庁では平成20年度に水産物供給基盤機能保全事業を創
設し、漁港施設の機能診断、機能保全計画書の作成及び保全工事を効率的且つ
効果的に実施し、漁港施設の機能の長寿命化を推進している。

機能保全事業の創設から10年が経過し、初期に策定された機能保全計画は2巡目
の定期点検及び機能保全計画の見直しの時期を迎えている。

漁港管理者の多くは、厳しい財政状況下で技術職員が減少している状況にあり、
漁港施設の点検作業においては一層の効率化が求められる。

 しかし、点検作業の効率化は老朽化の進展把握・新たな老朽化の発見の確実性
とトレードオフとなることから、その解消に向けた検討が必要となる。

確実性を担保しつつ、効率的に実施できる点検の体制及び手法の検討を行う。
その検討内容を整理し、「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」を作成

する。

目的

2

背景



積極的に検討すべき新技術の紹介・活用例等
を整理する。

日常点検の具体的な方法（巡視の新設や施
設・スパンの重点化）及び点検記録の保管方
法について検討を行う。

これまでの定期点検結果及び漁港・施設の重
要性や構造形式等を踏まえ、定期点検の頻度
について検討を行う。

これまでの定期点検における課題や2巡目の点検に留意すべき事項を踏まえ、水産基盤施設の維持管理
点検マニュアル（案）に記載すべき内容を整理する。

２．調査内容２．調査内容

3

（３）日常点検の効率化の検討（２）定期点検の効率化の検討

「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成

（５）
検討会
の設置

調査内容及び検討フロー

（１）定期点検における課題の整理・対応方針の検討

（４）点検に関する新技術の整理



4

検討スケジュール

検討会 開催時期 検討内容

第１回 令和元年７月
・定期点検及び日常点検における現状と課題の抽出
・本調査での検討方針の確認

第２回 令和元年１２月

・検討事項の報告
・維持管理に資する点検内容の精査

・マニュアル（案）への記載内容の確認

検討委員会は下記の時期に開催予定としている。



10.2%

89.8%

30.0%

70.0%
61.8%

38.2%

36.8%

63.2%

20.5%

79.5%

３．定期点検及び日常点検における現状３．定期点検及び日常点検における現状

5

１）漁港施設の老朽化の現状

 漁港施設のうち、外郭施設・係留施設では建設後50年以上経過する施設
の割合は2019年に10～20％。2039年には約60％に増加。

出典）「平成28年度 水産基盤施設の長寿命化対策検討調査事業 報告書」資料から更新した値

≪外郭施設≫

≪係留施設≫

※建設年次不明の施設については除外している

2019年 2029年

2019年 2029年

建設後50年以上経過

建設後50年以上経過

62.9%

37.1%

2039年

2039年
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２）機能計画策定後の点検作業の流れ

機能保全計画の策定・更新

日常点検の実施
（臨時点検の実施）

定期点検の実施

老朽化予測等の見直し

機能保全対策の実施

【実施内容】
 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸

上）調査
【実施時期】
 概ね1年に1回以上。
【実施範囲】
 全スパン
※臨時点検；高波浪の来襲後や一定規模以
上の震度の地震発生後等に実施

【実施内容】
 簡易調査（重点項目）を実施

（目視＋計測；老朽化度abcd判定を行う）
（必要に応じて詳細調査を実施）

【実施時期】
 生産拠点・流通拠点漁港における主要な

施設は概ね5年に1回
 それ以外の漁港は概ね5～10年の間隔

で実施
【実施範囲】
 全スパン（詳細調査は代表スパン）

老朽化度の進展状況
に応じて判断

必
要
に
応
じ
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≪日常点検の記録様式≫
簡易調査（簡易項目）の様式（様式5及び様式6）を活用することができる。
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≪定期点検の記録様式≫

簡易調査（重点項目）の様式（様式7及び様式8）にて整理・保管を行う。
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２）アンケート調査の実施

 これまでの定期点検における課題や２巡目の定期点検において留意すべ
き事項についてアンケート調査を実施した。

 下記に調査対象及び回答者の内訳を示す。

漁港管理者 調査会社

都道府県 市町村 北海道開発局 管理者合計 建設コンサルタント

依頼数 40 403 1 444 25

回答数 35 305 1 341 25

回答率 87.5% 75.7% 100% 76.8% 100%

・調査対象；漁港管理者（40都道府県、403市町村、北海道開発局）
；調査会社（建設コンサルタント25社）

表－ アンケート回答者の内訳

 アンケート調査結果を踏まえ、以降に点検作業の現状及び課題を示す。
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３）定期点検の現状

 平成20年の水産物供給基盤機能保全事業を創設以降、各管理者は機能
保全計画の策定に向けた定期点検（初回点検）を実施している。

 管理者全体では平均して「平成25年度～平成28年度」の期間に定期点検
に着手している。

8%

17%

22%

14%

18%

4%

1% 16%

平成20年度～21年度

平成22年度～23年度

平成24年度～25年度

平成26年度～27年度

平成28年度～29年度

平成30年度

今年度以降

未作成・未回答

31%

47%

7%

0%
6%

2% 0%

7%
平成20年度～21年度

平成22年度～23年度

平成24年度～25年度

平成26年度～27年度

平成28年度～29年度

平成30年度

今年度以降

未作成・未回答

4%

11%

24%

17%

21%

4%

2%
17%

平成20年度～21年度

平成22年度～23年度

平成24年度～25年度

平成26年度～27年度

平成28年度～29年度

平成30年度

今年度以降

未作成・未回答

（市町村：初回の定期点検の着手年次）（都道府県：初回の定期点検の着手年次）

（漁港管理者全体：初回の定期点検の着手年次）



0 50 100 150 200

①初回の定期点検が完了していない

②２巡目の定期点検の時期がまだ来ていない

③対応出来る人員が限定されている

④機能保全を担当する専門職員が少ない

⑤業務委託を行う予算の確保が出来ていない

⑥補修工事が出来なくなるため、優先漁港を選定している

⑦その他

11

３）定期点検の現状

 定期点検は「5～10年に1回」に実施することとされている。
 事業創設直後に定期点検を実施した漁港施設については２巡目の定期点

検実施時期を迎えているが、実施している割合は非常に低い。

10%

90%

①ある

②ない

（漁港管理者全体）

（漁港管理者全体）

Q：２巡目の定期点検が遅れている、もしくは未着手の理由は？

・予算の確保が困難
・人員不足

Q：２巡目の定期点検の実施した
漁港施設の有無

≪遅延の主な要因≫



0 10 20 30

0 50 100 150 200

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

12

３）定期点検の現状

（漁港管理者全体）

（建設コンサルタント）

Q：定期点検の実施において作業量が多い、時間がかかると感じる部分があれば、
それはどこでしょうか？（複数回答可）

・現地調査及び指定様式への取りまとめに
労力・時間を要している
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４）日常点検の現状

89%

5%
5%

1%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他

61%
18%

10%

10%

1%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も老朽化が進行している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の高い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も老朽化が進行している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ

 日常点検は「1年に1回以上」の頻度で実施することとされている。
 漁港管理者が全漁港施設の全スパンを対象に実施している事例が多い。

Q：日常点検はどのように実施していますか？

Q：漁港施設の日常点検においてどの範囲を点検対象としていますか？

（漁港管理者全体）

（漁港管理者全体）



0 100 200 300

①特に作業量が多い（非効率）とは感じていない

②施設が長大であり、対象となるスパン数が膨大である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に手が回らない

⑥その他

14

４）日常点検の現状

（漁港管理者全体）

Q：日常点検の実施に当たって作業量が多い（非効率）と感じる部分があれば、
それはどこでしょうか？（複数回答可）

・人員の確保が困難。
・点検結果の指定様式への取りまとめに

時間を要している。
・漁港施設の全スパンについての目視に

労力・時間を要している
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５）各点検についての課題

（１）定期点検についての課題

業務委託を行う予算の確保が困難
対応できる人員が限定されている
専門知識を有する職員が少ない
現地調査及び指定様式への取りまとめに労力・時間を要し、

効率的に調査が実施できていない

（２）日常点検についての課題

人員の確保が困難
漁港施設の全スパンについての目視に労力・時間を要して

いる
点検結果の指定様式への取りまとめに時間を要している



0 5 10 15 20 25 30

0 50 100 150 200

①対象スパンの重点化（一定ランク以上の老朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の高い施設を抽出等）

③調査項目の重点化（最も老朽化度の評価が高い項目を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

16

６）各点検についての要望・意見

Q：２巡目の定期点検の実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？
（複数回答可）

（１）定期点検についての要望・意見

（漁港管理者全体）

（建設コンサルタント）

・管理者及び調査会社ともに「取りまとめ
様式の簡略化」への要望が多い。

・施設やスパンの重点化の要望も多いが、
点検後の老朽化予測等の検討を考慮す
ると点検内容は従来のままで良いとの意
見もある。
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６）各点検についての要望・意見

Q：現況のガイドライン・手引きに基づく定期点検作業についてご意見がありましたら
ご自由にご記入下さい。

（１）定期点検についての要望・意見

23%

18%

18%

14%

9%

9%

9%
補助制度の充実及び制度の拡充

専門技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成

点検内容の簡素化

点検様式の見直し要望

点検内容の頻度の見直し要望

変状図の作成方法の統一化

ICT技術に係る規定の追加

（主要意見：漁港管理者及び建設コンサルタント）



0 50 100 150 200 250

①対象スパンの重点化（一定ランク以上の老朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の高い施設を抽出等）

③調査項目の重点化（最も老朽化度の評価が高い項目を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

18

６）各点検についての要望・意見

Q：日常点検の実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？
（複数回答可）

（２）日常点検についての要望・意見

（漁港管理者全体）

・「対象施設や対象スパンの重点化」と「取り
まとめ様式の簡略化」への要望が多い。
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６）各点検についての要望・意見

Q：現況のガイドライン・手引きに基づく日常点検作業についてご意見がありましたら
ご自由にご記入下さい。

（２）日常点検についての要望・意見

（主要意見：漁港管理者）

41%

42%

17%

対象施設・調査項目の重点化及び様式の簡略化

専門技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成

日常点検の業務委託費用の確保



４－１）見直し方針（案）における基本的な考え方
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４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）

 漁港施設は今後、耐用年数を超過する施設が急速に増加。
 長期に渡って漁港施設を有効に活用するためには、適切な維持管理が必要。
 課題としては下記の2点が挙げられる。

・人員不足（市町村の職員数は減少傾向にあり、技術系職員がいない市町村の割合は3割に上る）

・現地調査及び点検記録の取りまとめ（現状の点検で作業量が多いと感じる部分）

 点検の作業量を減らす。
 点検間隔を長くする。

 新たな老朽化の見逃し防止
 老朽化の進行の把握

点検の効率化 点検の確実性の確保

漁港施設の適正な機能保全を実施するためには
点検の効率化が必須

トレードオフ

両方を踏まえた見直し方針の整理

実効性のある適切な維持管理の実現



４－２）日常点検における課題解決のための検討方針（案）
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４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）

日常点検の検討に係る視点

A：点検施設・点検箇所を絞り込む視点

B：点検記録の保管を効率的に行う視点
（具体的な手法を提示（５章参照））

≪日常点検の目的≫
老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

点検の効率化

点検作業の軽減化

点検頻度の見直し

点検記録の効率化・適正化

点検の確実性

老朽化の進行状況・新たな老朽化の発見
⇒本提案では日常点検の重点化及び

日常点検の細分化（巡視を新設）を提案する。

適正な点検頻度
⇒最低頻度を規定（本提案では1年に1回以上）

確実な記録の保存⇒新技術の活用

≪老朽化の進行状況の把握≫
・検討方針①：点検施設の絞り込み
・検討方針②：点検箇所の絞り込み

≪新たな老朽化の発見≫
・検討方針③：巡視の新設
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日常点検の効率化を図るための検討のポイントは、以下の案
が考えられる。

検討方針①：点検施設の絞り込み
漁港には複数施設があり、その全施設について日常点検を行うことは、

労力・時間を要し、漁港管理者の負担が大きい。

例えば、以下の対応方法が考えられる。

ａ：対象施設の絞り込み

定期点検における老朽化状況を踏まえ、重要度の高い施設・老朽化が進
んでいる施設を漁港の代表施設として点検実施対象施設を絞り込む。

例）・重要度の高い施設
⇒ 主要な陸揚げ岸壁・防災上重要な施設

（耐震強化岸壁・耐津波性を考慮した防波堤等）
・老朽化が進んでいる施設

⇒ 健全度B以上の施設
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検討方針②：点検箇所の絞り込み
漁港施設は延長が長い施設が多く、全延長を点検することは、労力・時

間を要し、漁港管理者の負担が大きい。

例えば、以下の対応方法が考えられる。

ａ：対象スパンの絞り込み

 定期点検における老朽化状況を踏まえ、老朽化が進んでいるスパンを
施設の代表スパンとして絞り込む。

初回点検結果（老朽化度）

２巡目点検結果（老朽化度）

代表スパンを抽出

例）代表スパン
⇒対象施設の中で最も老朽化度が高い
スパン（a判定に近いスパン）
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検討方針③：巡視の新設
代表施設、代表スパンに絞り込んで日常点検を行うが、全施設全般の点

検を新たに「巡視」と位置付けて、新たな老朽化箇所の発見や大きな変
状の有無に関して日常点検よりも迅速かつ簡易的に実施する。

ａ：巡視における点検内容
 施設の安全性に及ぼす影響の大きい影響度Ⅰの位置に着目する。

施設の安全性に及ぼす影響度別の主な位置

出典） 水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン（平成27年5月改訂）p.23より抜粋

施設 影響度Ⅰ 影響度Ⅱ 影響度Ⅲ

外郭施設
本体工
エプロン工（水叩き）

本体工（防食工）
上部工
消波工

附帯工（車止め、係船環等）
排水工（排水設備）

護岸
本体工
エプロン工（水叩き）

本体工（防食工）
上部工
消波工

附帯工（車止め）
排水工（排水設備）

係留施設
本体工
エプロン工（水叩き）

本体工（防食工）
上部工
斜路工

附帯工（防舷材、係船柱、車
止め、すべり材等）
排水工（排水設備）
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 現行基準における日常点検を細分化する。
・ 巡視の新設（施設の大きな変状・新たな変状の有無を確認）
・日常点検の重点化（老朽化の進行確認⇒代表施設・代表スパンに絞り込み）

≪日常点検の細分化≫

新区分 巡視（新設） 日常点検

目的 施設における大きな変状の有無、新たな老朽化の進行箇所の発見 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容
施設の安全性に及ぼす影響の大きい工種（影響度Ⅰ）を対象とし、
施設毎に調査結果を取りまとめる。ただし、新たな変状や大きな変
状が発見された場合には日常点検も実施する。

簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査

実施範囲 全施設を対象に実施

・対象施設；重要度の高い施設及び老朽化が進行している施設
・対象スパン；劣化の進展が速いスパンや施設の機能に支障を
　　　　　　　　　及ぼす可能性がある変状が確認されているスパン
　　　　　　　　　を代表スパンとして調査対象とする。

実施時期 概ね1年に1回以上。 概ね1年に1回以上。

様式

・簡易調査（簡易項目）の様式5（変状の有無）を活用することができ
るが、記載内容が網羅されるのであれば、様式は問わない。（漁港
施設の点検システムの活用等）
・様式6（変状写真）は省略可とするが、被災時の時系列記録となる
ため、写真を撮影しておくことが望ましい。

簡易調査（簡易項目）の様式5・6を活用することができるが、記載内
容が網羅されるのであれば、様式は問わない。（漁港施設の点検シ
ステムの活用等）

備考
漁業者等からの情報提供等を記録として整理することで巡視の代用
として良い。



４－３）定期点検における課題解決のための検討方針（案）
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４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）４．定期点検及び日常点検における見直し方針（案）

B：点検手順や具体的な点検作業内容の提示

C：効率的な点検作業及び
客観的な診断指標の提示

（具体的な手法を提示（５章参照））

定期点検の検討に係る視点

≪定期点検の目的≫
現行の機能保全計画書の見直しのため ⇒ 「老朽化の定量的な把握」

≪適正な点検頻度≫
検討方針①：

定期点検の頻度の検討

点検の効率化

点検作業の軽減化

点検頻度の見直し

点検記録の効率化・適正化

点検の確実性

老朽化の定量的な把握
⇒点検内容の簡略化は難しい
⇒新技術の活用にて効率化を図る

適正な点検頻度
⇒本調査にて検討予定（5年・10年・15年の区分を想定）

確実な記録の保存⇒新技術の活用

A：定期点検の効率化を図る視点



初回点検結果（老朽化度）

２巡目点検結果（老朽化度）

進展状況を整理

27

定期点検の効率化を図るための検討のポイントは、以下の案
が考えられる。

検討方針①：定期点検の頻度の検討
老朽化予測等の機能保全計画の見直し作業や点検結果の蓄積・活用等

を考慮すると点検内容の簡略化・重点化は難しい。
初回の定期点検以降の老朽化の進展状況を整理し、その結果を踏まえ、

定期点検の適正な実施間隔の検討を行う。
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例えば、以下の検討方法が考えられる。

ａ1：老朽化度進展状況の評価

 初回及び２巡目の定期点検結果での老朽化度（変状ａ～ｄ）の進展状況を分
析し、施設毎・構造形式毎・使用材質毎の老朽化の進展状況を整理する。

 その整理資料から老朽化度の進展速度の大小を分析する。

ａ2：既往の健全度評価や老朽化予測から老朽化進展状況の評価
初回及び２巡目の定期点検での健全度評価（健全度A～D）と老朽化予測の

結果から老朽化の進展状況を分析し、施設毎・構造形式毎・使用材質毎の老
朽化の進展状況を整理する。

その整理資料から老朽化の進展速度の大小を分析する。

ｂ：漁港施設の重要度や構造形式を考慮した点検間隔の設定

現行基準では水産物拠点、流通拠点漁港における主要な施設については、
間隔5年とし、それ以外の漁港の間隔5～10年と区分している。

 本検討における分析結果（a1・a2）から、施設の重要度や構造形式を考慮し
た点検間隔を検討する。なお、漁港全体での点検間隔にも配慮する。
（点検間隔としては5年・10年・15年の区分を想定）
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ａ1：老朽化度進展状況の評価（マルコフ連鎖モデル案）

劣化予測曲線（イメージ図）

マルコフ連鎖モデルにおける
老朽化度の推移

（注）老朽化度（a、b、c、d）の分割数n
（例）d→d1、d2、d3、････dn

初回点検結果を用いた
マルコフ連鎖モデルによる

老朽化予測
（遷移確率ｐ1、分割数n1）

2巡目の点検結果を用いた
マルコフ連鎖モデルによる

老朽化予測
（遷移確率ｐ2、分割数n2）

マルコフ連鎖モデルによる老朽化予測
結果（遷移確率ｐ等）の比較

（老朽化の進展状況（施設・構造物・使用材質別等）の整理）

変状ランクが進展する際の推定劣化年数を
d→c、c→b、b→a別に整理

（最小～平均～最大）

点検間隔の設定

出典）海岸保全施設維持管理マニュアル

注）上記推定劣化年数をもとに分析・検討



老朽化予測図の
重ね合わせ

老朽化直線の
範囲決定

残余年数
（最小～平均～最大）

の決定

施設、構造別に分類

点検間隔の設定

D

C

B

A

経過年数（年）

40 50 60

健
全

度

10 20 30

建設年 初回調査年

最小35年

2巡目調査年
健全度D→Cの場合

2巡目定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

初回定期点検時での赤線の上下端と左上点を結ぶ直線

当該施設の老朽化直線が存在する範囲（イ）

当該調査年度における健全度の範囲（ア）

上記（イ）と重なる（ア）の中心と左上点を結ぶ直線

D

C

B

A

経過年数（年）

健
全

度

10 20 30 50 6040

建設年 初回調査年

最小12.5年

最大35年

2巡目調査年

平均21.2年

健全度C→Cの場合
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a2：既往の健全度評価や老朽化予測から老朽化進展状況の評価（検討案）
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機能保全計画の策定・更新

巡視の実施
（臨時点検の実施）

定期点検の実施

老朽化予測等の見直し

機能保全対策の実施

【実施内容】
 陸上目視

（大きな変状の有無・新たな老朽化箇所の発見）
【実施時期】
 概ね1年に1回以上。
【実施範囲】
 全施設
※臨時点検；高波浪の来襲後や一定規模以上の

震度の地震発生後等に実施
（変状が確認された場合は日常点検を実施）

【実施内容】
 簡易調査（重点項目）を実施

（目視＋計測；老朽化度abcd判定を行う）
（必要に応じて詳細調査を実施）

【実施時期】
 施設の重要度や構造形式を考慮した点検間隔を

検討（5年・10年・15年の区分を想定）
【実施範囲】
 全スパン（詳細調査は代表スパン）

老朽化度の進展状況
に応じて判断

必
要
に
応
じ

≪見直し（案）の点検作業の流れ≫

日常点検の実施 【実施内容】
 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査
【実施時期】
 概ね1年に1回以上。
【実施範囲】
 代表施設の代表スパン
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５－１）日常点検における提案事項

５. 本調査における提案事項（案）５. 本調査における提案事項（案）

 日常点検において新技術を活用することで、効率的に記録の保管が可
能となる。

a：新技術の採用
新技術を活用することで効率的な点検記録を作成することが可能となる。

【点検記録の効率化・適正化】
≪データベースの構築≫
A：維持管理情報プラットフォームの活用

≪点検作業の効率化≫
B：漁港施設の点検システムの活用

≪視点B≫
点検記録の保管を効率的に行う視点
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A：維持管理情報プラットフォームの活用 （１/２）

 点検記録を記録・保存することは、老朽化の進展状況等を効率的に把握でき、以降の機能保
全計画の見直しの際にも必要不可欠となる。

 本項の検討においてはスパン割図・変状図等の図面データや写真データ及び日常管理点検の
記録・保存について、維持管理情報プラットフォームの活用を提案する。

システムの構成

①基本部分（データベース機能）
１） 施設現況調書にかかる情報
２） 施設機能診断結果にかかる情報
３） 機能保全対策にかかる情報
４） 上記に関係する資料（図面、設計関係

資料、調査記録等）
５） 日常・臨時・定期の各種点検データの

格納・参照・分析
②拡張部分（各種分析機能）

１） 対策コストにかかる分析機能
２） 老朽化予測機能
３） 登録情報の共有化機能 漁港施設の維持管理情報プラットフォームの構成
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A：維持管理情報プラットフォームの活用 （２/２）

システムの構成

「漁港施設の維持管理情報プラットフォーム」の概要



B：漁港施設の点検システムの活用

35

 現地で容易に点検情報の登録が行える「漁港施設の点検システム」を活用することにより、
点検作業の負担を低減することが出来る。

 日常点検の記録を適切に保全でき、蓄積された登録データの利活用を一元管理の下で行
える。（維持管理情報プラットフォームとの連携も可能）

 登録データの出力形式がそのまま日常点検の記録様式になるように今年度改良予定。

漁港施設の点検システムのイメージ
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５－２）定期点検における提案事項

≪視点B≫
点検手順や具体的な点検作業内容の提示

 専門の技術力を保有していなくても使用できるように解説図や写真等を
用い、わかりやすい記述としたマニュアルとする。

例えば、以下の内容が考えられる。

ａ：解説図や写真を用いたわかりやすい内容
 特に現地調査時に判断しづらい部分をわかりやすくする。

（ひび割れ幅の計測方法や判定ｂとなる小規模欠損等）

ｂ：変状図の記載方法
 現行基準には規定されていない変状図の記載方法を検討する。

例）防波堤
平面図・側面図（港外側・港内側）の様式及び記入事項
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≪視点C≫
効率的な点検作業及び客観的な診断指標の提示

現地調査および点検結果の記録においては、下記に示す新技術を活用
することにより、効率的な点検手法を実施することができる。

画像や三次元データ、数値指標を取得することで、診断結果のバラツキ
を防止することや老朽化の進展検討（重ね合わせ等）が容易となり、効率
的な機能診断や点検データの活用を行うこともできる。

【現地調査の効率化】
≪センシング技術の活用（陸上）≫
C：ＵＡＶの利用（空撮の実施により現地調査の短縮化が可能）

≪センシング技術の活用（水中）≫
D：ナローマルチ測深機の活用

（海底地形・洗掘・水中のブロック類の散乱を潜水調査することなく面的に把握）
E：ＲＯＶの活用

（海底地盤の洗掘、水中のブロック類の散乱等局部的な変状把握が可能）

【点検記録の効率化・適正化】
≪データベースの構築≫
A：維持管理情報プラットフォームの活用
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C：UAVの活用（１/２）

カメラキャリブレーションの実施状況
（飛行高度10m，クラック幅2mmを視認．）

・ＵＡＶの利用により、短時間で広域に渡る写真撮影が可能となる。またカメラの画角や解像度、ＵＡＶの飛行
高度の設定により、俯瞰撮影から詳細な視認までを行うことができる。とくに、人の立入が困難な消波工や
天端幅の狭い護岸、胸壁、陸から隔てられた沖防波堤、水中の消波ブロックの配置状況等における点検を
安全かつ効率的に行うことができる。

1 2 3 10 15 20 25mm

UAVによる調査状況

UAV （名称：DJI Inspire1 V2.0）

・漁港施設の点検は調査員によって行われているが、転倒・落水の危険を伴う点検箇所、ゴミや植生に加え雨
や雪等による変状の見落とし、調査員による老朽化度判定のバラつき等を軽減することができる。
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・空撮の活用では、外郭施設・係留施設が主な対象施設となる。

UAV撮影画像解析

・空撮による防波堤の点検事例を下図に示す。

出典）「無人航空機（UAV)を活用した水産基盤施設の点検の手引き」（平成31年3月）

・対象とする変状は、施設全体の移動、上部工・本体工におけるひび割れ・欠損、消波工の沈下等である。

・判定cの判断に必要なひび割れ幅の要求精度は施設、調査項目によって異なり、分解能の関係から幅
10mmのクラックに対しては高度20m、幅3mmのクラックに対しては機種によっては高度5m以下での撮影
が必要となる。

・撮影した複数の画像はオーバーラップさせ、マッチングしやすいように人工構造物の撮影を含むよう配
慮する。

・スパン毎に撮影した写真を既往施設平面図と重ね合わせ、各施設におけるクラック・欠損の抽出を行う。

C：UAVの活用（２/２）



前回点検結果との重ね合わせ（案）
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 前回点検結果と新たな定期点検結果の対比では新たな変状の発見及び劣化の進展状況が目
的となる。

 既往のスパン割図や変状図を活用し、CADデータの重ね合わせやUAV等を活用した空撮写真
との重ね合わせ等の効率性・客観性を考慮した検討手法を整理する。

・施設の変状図を記載するCAD図（平面図・側面図）は前回点検時のCAD図を使用することが基本となるが、
現地と照合してCAD図に問題のある場合には、CAD図を適宜修正して確定版を作成する必要がある。
・前回点検結果の変状図の上に、第2回点検結果の変状を重ね合わせする。この際、追記する変状の情報は
色を変えるなどして区別できるようにする。・重ね合わせにより次の情報が読み取りやすくなる。

ⅰ） 変状の進展度、進展範囲が明瞭となる。
ⅱ） 前回点検時の位置情報などをチェックし、不整合な箇所の修正が可能となる。

・他方、前回点検時に変状が密に見られる場合には、重ねることにより煩雑な表示となる場合もあり得る。
・重ね合わせにおいては次の点に留意する必要がある。

ⅰ） 変状の形状や寸法が小型化したり、ひび割れ幅が細くなるなど、変状の正常な変化と考えにくい調査
結果となる場合もあり得る。これは計測方法に関する個人差に由来すると考えられ、正しい変状の進展
を評価する際に問題となる。

ⅱ） 変状の数が増加した場合、純粋な変状の進展なのか、前回点検時における調査漏れなのか、正しく
見極める必要がある。

初回点検結果（護岸平面図） 第2回点検の重ね合わせ（護岸平面図）

（※）第2回点検結果を青字・青線で示す
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D：ナローマルチ測深機の活用

・二次元・三次元データの定量性の高いデータを補完的に記録・保存（蓄積）することで、より客観的に老朽化
の進展状況を把握することが可能となる。

海底地形測量の状況図

被覆ブロック据付状況

・海底地形、海底地盤の洗堀、水中の消波ブロックや根固ブロックの散乱などナローマルチ測深機により面的
に効率的に把握することが可能となる。
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E：ROVの活用

引用） 国土交通省総合政策局HP

ROV本体とケーブル .港湾構造物の前肢端部の状態(深度約7m)

・海底地盤の洗堀、水中の消波ブロックや根固ブロックの散乱など、ROVにより局部的な変状を含め潜水作業
を伴わずに把握することが可能となる。

・水深40m程度までを使用水深とし、ハイビジョンカメラ、LED照明、深度センサーや距離センサーなどの装備
品を軽量フレーム構造に納め、三軸スラスターを搭載しスムーズな動作が可能である。

引用） 国土交通省総合政策局HP
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点検に関する新技術の整理
直轄
調査

海岸M 港湾M NETIS
M（案）への

記載
備考

A 維持管理情報プラットフォーム 〇 ◎ R元年：運用版配布

B 漁港施設の点検システム 〇 ◎ R元年：運用版配布

C ＵＡＶ 〇 〇 〇 ◎ H31年：手引き公開

D ナローマルチ測深機 〇 〇 〇 ◎ H30年：直轄調査にて検討

E ＲＯＶ 〇 〇 ◎

3Dレーザースキャナによる変状・損傷計測システム ○ 〇 3次元データの取得が可能

地中探査技術（3Dレーザー・高精度マイクロ波 等） 〇 〇 〇 〇 効率化に資する技術を抽出

センサによるモニタリング 〇 〇 〇 △

桟橋の鋼管杭にセンサーを取り
付ける等見えない部分への対策
案であり、漁港施設では適用が
考えられる施設が少ない

GNSS測量 〇 －
一般的な方法

（新技術ではない）

デジタルカメラを用いたひび割れの画像解析 〇 〇 〇 －
検討中（の段階のため、

記載は見送り

デジタルカメラや赤外線を用いた浮き・剥離の画像解析 〇 〇 － 〃

コンクリートや鉄筋の診断技術 ○ －
非破壊試験方法は複数あり、目
的に合わせて適切に判断する必
要がある

（固有振動及び透過弾性波を用いた基礎部と
　　堤体内部欠陥の診断手法）

〇 －
検討中の段階のため、

記載は見送り

（衝撃弾性波法による非破壊検査） 〇 － －

（機械インピーダンスによる簡易圧縮強度の計測） － －

≪センシング技術の活用（陸上）≫

≪センシング技術の活用（水中）≫

新　技　術

【点検記録の効率化・適正化】

≪データベースの構築≫

≪点検作業の効率化≫

【現地調査の効率化】



目的 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見 目的 施設における大きな変状の有無、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査 内容
・施設の安全性に及ぼす影響の大きい工種（影響度Ⅰ）を対象とし、施設毎に調査結果を取りまとめる。
・ただし、新たな変状や大きな変状が発見された場合には日常点検も実施する。

実施範囲 全スパンを対象に実施 実施範囲 全施設を対象に実施

実施時期 概ね1年に1回以上。 実施時期 概ね1年に1回以上。

様式 簡易調査（簡易項目）の様式（有無）を活用することができる 様式
・簡易調査（簡易項目）の様式5（変状の有無）を活用することができるが、記載内容が網羅されるのであれば、
　様式は問わない。（漁港施設の点検システムの活用等）
・様式6（変状写真）は省略可とするが、被災時の時系列記録となるため、写真を撮影しておくことが望ましい。

備考 漁業者等からの情報提供等により管理者等の体制を補完 備考 漁業者等からの情報提供等を記録として整理することで巡視の代用として良い。

目的
高波浪・地震・船舶の衝突等が発生した場合、施設の変状の
有無の把握のため

目的 老朽化の進行確認、新たな老朽化の進行箇所の発見

内容 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査 内容 簡易調査（簡易項目）に沿った目視（陸上）調査

実施範囲 全スパンを対象に実施 実施範囲
・対象施設；重要度の高い施設及び老朽化が進行している施設
・点検対象スパン；劣化の進展が速いスパンや施設の機能に支障を及ぼす可能性がある変状が
　　　　　　　　　確認されているスパンを代表スパンとして調査対象とする。

実施時期 事案発生後可能な限り速やかに。 実施時期 概ね1年に1回以上。

様式 簡易調査（簡易項目）の様式（有無）を活用することができる 様式
簡易調査（簡易項目）の様式5・6を活用することができるが、記載内容が網羅されるのであれば、様式は問わない。
（漁港施設の点検システムの活用等）

備考 備考

目的 現行の機能保全計画書の見直しのため 目的 高波浪・地震・船舶の衝突等が発生した場合、施設の変状の有無の把握のため

内容 簡易調査（重点項目）を実施 内容
全施設について巡視と同様の点検を実施するものし、変状が確認された施設については日常点検と同様の点検を
実施する。

実施範囲 全スパンを対象に実施 実施範囲 全施設を対象に実施

実施時期
・生産拠点・流通拠点漁港における主要な施設は概ね5年に1回
・それ以外の漁港については漁港等の機能の重要性を踏まえ、
　概ね5～10年の間隔で適切に実施

実施時期 事案発生後可能な限り速やかに。

様式 簡易調査（重点項目）の様式（老朽化度abcd判定）を使用 様式 点検結果を踏まえ、巡視・日常点検において示されてる様式で点検記録を作成する。

備考 必要に応じて詳細調査を実施 備考
臨時点検は漁港管理者が行い、記録簿を作成すること。
（記録簿が作成可能であれば、外部に協力を依頼しても良い）

目的 現行の機能保全計画書の見直しのため

内容 簡易調査（重点項目）を実施

実施範囲 全スパンを対象に実施

実施時期
施設の重要度・健全度評価・構造形式を考慮して設定した点検間隔※を参考に実施
※点検間隔；今年度調査にて検討を行う。

様式 簡易調査（重点項目）の様式（老朽化度abcd判定）を使用

備考 必要に応じて詳細調査を実施

:検討会での協議課題にする項目

定期点検

巡視
（新設）

表- 点検の種類と内容等（見直し方針（案））

日常点検

臨時点検

定期点検

表- 点検の種類と内容等（現行基準）

日常点検

臨時点検

参考資料-１



　これまでの定期点検における課題や２巡目の定期点検において留意すべき事項についてアンケート調査を実施した。

　下記に調査対象及び回答者の内訳を示す。

・調査対象；漁港管理者（40都道府県、403市町村、北海道開発局）

　　　　　　　；調査会社（建設コンサルタント25社）

【アンケート内容及び回答】

　以下の設問については、ご担当する代表的な漁港（管内漁港において進捗が平均的な漁港） を対象にご記入願います。

１.これまでの機能保全に係る点検作業について

１-１）定期点検について

Ｑ１：

漁港施設の定期点検についてのアンケート調査結果

表－　アンケート回答者の内訳

対象漁港において、どの施設について定期点検を実施していますか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

72%

4%

6%

4%
14% ①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施

②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施

68%

6%
2%

8%

16% ①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施
②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施

73%

3%

7%

3%
14%

①基本施設全て（外郭施設・係留施設・⽔域施設）について実施
②係留施設（岸壁・物揚場等）を優先的に実施
③外郭施設（防波堤・護岸等）を優先的に実施
④施設分類ではなく、⽼朽化の進⾏が顕著な鋼構造を優先的に実施
⑤その他;係留施設と外郭施設を優先的に実施
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Ｑ２：

（漁港管理者全体）　平均策定期間：平成２５年度～平成２８年度

（都道府県）　平均策定期間：平成２３年度～平成２７年度

（市町村）　平均策定期間：平成２６年度～平成２８年度

初回の定期点検の実施・機能保全計画の作成は平成何年度に実施しましたか？　複数の場合には期間でご記入下さい。

（漁港管理者全体：初回の定期点検の開始年次）

（都道府県：初回の定期点検の開始年次）

（市町村：初回の定期点検の開始年次）

8%

17%

22%

14%

18%

4%

1% 16%

平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答

31%

47%

7%

0%
6%

2% 0%

7%
平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答

4%

11%

24%

17%

21%

4%

2%
17%

平成20年度〜21年度
平成22年度〜23年度
平成24年度〜25年度
平成26年度〜27年度
平成28年度〜29年度
平成30年度
今年度以降
未作成・未回答
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Ｑ３：

（都道府県）

（市町村）

初回の定期点検で実施した詳細調査項目は次のどれですか？　（複数回答可）
ただし、⑤を選択しない場合、鋼構造物施設の有無については、選択肢⑥に該当するか記入して下さい。

（漁港管理者全体）

0 20 40 60

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない

0 50 100 150 200

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない

0 100 200 300

①実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

②潜⽔調査

③コンクリート品質調査

④エプロン等の空洞化調査

⑤鋼材の⾁厚調査

⑥鋼構造物はない
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Ｑ４：

２巡目の定期点検を実施した漁港施設はありますか？
※「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」によれば、定期点検は5年～10年に1回とされている。
　・水産物生産・流通拠点漁港における主要な施設については概ね5年に1回。
　・それ以外の漁港については、漁港等の機能の重要性を踏まえ、概ね5年～10年の間隔で適切に設定。

（漁港管理者全体）

（都道府県）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市町村）

10%

90%

①ある
②ない

26%

74%

①ある
②ない

7%

93%

①ある
②ない
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Ｑ５：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

Ｑ４で「①ある」と回答の方にお聞きします。
２巡目の定期点検は機能保全計画において立案した予定通りに実施しましたか？

70%

22%

3%

5%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した

57%29%

7%
7%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した

77%

18%

0%

5%

①予定通り実施した

②予定より２、３年遅れて実施した

③予定より５年程度遅れて実施した

④予定より６年以上遅れて実施した
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Ｑ６：

（市町村）

Ｑ４で「①ある」と回答の方にお聞きします。
２巡目の定期点検では詳細調査まで実施しましたか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

20%

13%

62%

5%
①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他

27%

13%53%

7%
①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他

18%

9%

73%

0% ①実施した

②簡易調査（重点項⽬）の結果を踏まえ、前回から⽼朽化が進⾏した個所の
み実施した
③実施していない（簡易調査（重点項⽬）のみ実施）

④その他
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Ｑ７：

≪その他の主要意見≫

Ｑ４で「②ない」と回答の方及びＱ５で「②③④」と回答した方にお聞きします。
２巡目の定期点検を実施していない、着手が遅れている理由として下記から当てはまる内容を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

0 50 100 150 200

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他

0 10 20 30

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他

0 50 100 150 200

①初回の定期点検が完了していない
②２巡⽬の定期点検の時期がまだ来ていない
③対応出来る⼈員が限定されている
④機能保全を担当する専⾨職員が少ない
⑤業務委託を⾏う予算の確保が出来ていない
⑥補修⼯事が出来なくなるため、優先漁港を選定している
⑦その他
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Ｑ８：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

定期点検における点検記録はどのように整理・保管していますか？

9%

53%
22%

14%

2%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

6%

48%

13%

23%

10% ①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

10%

54%

24%

12%

0%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理

0%

36%

56%

5%

3%

①紙媒体（データを保管していない）

②業務における電⼦成果（ＣＤ）

③業務における電⼦データをＰＣに保管している

④漁港毎などに区分分けし、ＰＣにデータを保管

⑤ＧＩＳ等の独⾃システムにて⼀元管理
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Ｑ９：

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

ひび割れ・欠損等の変状図の保存形式について、その保存形式をご記入ください。

（漁港管理者全体）

8%

44%32%

15%

1%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

5%

37%

43%

13%

2%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

9%

45%
30%

15%

1%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体

0%0% 3%

97%

①元資料を保存していない

②ＪＰＧ等の画像形式

③ＰＤＦ形式

④ＣＡＤ形式

⑤その他；紙媒体
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Ｑ１０：

（市町村）

定期点検において優先的に着手している拠点分類はありますか？
下記から当てはまる拠点分類を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 20 40 60

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点
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Ｑ１１：

（漁港管理者全体）　平均予算：約８７０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

（都道府県）　平均予算：約１，３９０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

（市町村）　平均予算：約７３０万円/漁港（回答があった管理者の平均）

今後の定期点検に関して、１漁港あたりの平均的な予算はどのくらいですか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

7%

3%

15%

15%

12%
1%0%

47%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答

2% 2%

14%

24%

22%3%

2%

31%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答

8%
3%

15%

13%

10%

1%0%

50%

0円
1万円〜100万円
101万円〜500万円
501万円〜1000万円
1001万円〜2500万円
2501万円〜5000万円
5001万円以上
未定・未回答
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Ｑ１２：

≪その他の主要意見≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

定期点検の実施において作業量が多い、時間がかかると感じる部分があれば、それはどこでしょうか？（複数回答可）

0 100 200

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 20 40

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 50 100 150

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他

0 10 20 30

①特に作業量が多いとは感じていない
②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点
③詳細なスケッチやスタッフを⼊れた写真撮影などの様式に則った調査
④厳しい気象海象条件の中での現地作業
⑤管理の難しい潜⽔⼠による⽔中調査
⑥漁港の利⽤を妨げないための調査箇所・調査時間の調整
⑦調査結果の指定様式への取りまとめ
⑧定期点検業務に対応できる業者が少ない
⑨その他
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Ｑ１３：

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

２巡目の定期点検の実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？（複数回答可）

（漁港管理者全体）

0 50 100 150 200

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 10 20 30 40

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 50 100 150

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 10 20 30

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他
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Ｑ（建）：

Ｑ（建）：

点検作業の効率化として、何かしらの対策をしていますか？

（建設コンサルタント）

上の問で「①対策している」及び「②検討中」と回答の方にお聞きします。
その具体的な対策をご記入下さい。（複数回答可）

（建設コンサルタント）

Ｑ１３のその他の回答

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

43%

43%

14%

①対策している

②検討中

③対策していない

0 10 20

①独⾃のマニュアル・⼿引きを作成している

②現場作業の効率化としてＩＣＴ技術を活⽤している

③様式作成時の対策としてマクロ化やデータベース化等の⾃動化技術を活⽤している

④経験者を交えた複数チェックの実施

⑤その他

62%

25%

13%

定期点検内容の簡略化・重点化は不要

点検結果を踏まえた定期点検の頻度の設定

重点調査項⽬の絞り込みの検討
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Ｑ１４：

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

その他、現況のガイドライン・手引きに基づく定期点検作業についてご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

23%

18%

18%

14%

9%

9%

9% 補助制度の充実及び制度の拡充
専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成
点検内容の簡素化
点検様式の⾒直し要望
点検内容の頻度の⾒直し要望
変状図の作成⽅法の統⼀化
ICT技術に係る規定の追加
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１-２）日常管理点検について

　　Ｑ：現状での日常施設点検にかかる状況把握の方法及び頻度を教えてください。

（市町村）

≪H30年アンケート≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回程度
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る

③漁業者から報告が来る

④⼀般市⺠等から報告が来る

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回…
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る
③漁業者から報告が来る
④⼀般市⺠等から報告が来る

0 30 60 90 120 150

週数回程度
週1回程度
⽉数回程度
⽉1回程度

年数回〜10回程度
年1回程度

適宜
異常気象の都度

その他
不明 ①職員が定期的に⾒回っている

②近くの建設業者から報告が来る
③漁業者から報告が来る
④⼀般市⺠等から報告が来る
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　　Ｑ：現状では、漁港施設の日常管理点検等の管理・更新はどのように行われていますか。

≪H30年アンケート≫

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

0 100 200

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない

0 20 40

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない

0 50 100 150

①独⾃の管理システムを導⼊し、資料のシステム化・データベース化を⾏っている

②維持管理プラットフォームの導⼊を検討している

③管理システムの導⼊を検討している

④PDF・エクセル・ワードなどのデータで管理している

⑤紙資料で管理している

⑥その他の⽅法で⾏っている

⑦全く⾏っていない

-17-



Ｑ１５：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

漁港施設の日常管理点検においてどの範囲を点検対象としていますか？

61%
18%

10%

10%

1%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ

68%

13%

10%

9%

0%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ

60%19%

10%

10%

1%

①全漁港施設の全スパンを対象

②全漁港施設の代表スパン（最も⽼朽化が進⾏している等）を対象

③漁港施設のうち、優先度の⾼い施設のみを対象

④漁港施設のうち、最も⽼朽化が進⾏している施設のみを対象

⑤その他：異常が認められた箇所のみ
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Ｑ１６：

（市町村）

日常管理点検において優先的に着手している拠点分類はありますか？
下記から当てはまる拠点分類を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300 400

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 20 40 60

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点

0 100 200 300

①拠点分類による順位付けはしていない

②⽣産拠点

③流通拠点

④防災拠点
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Ｑ１７： 日常管理点検の調査はどのように実施していますか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

89%

5%
5%

1%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他

91%

5%

2% 2%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他

88%

5%
6%

1%

①管理者が実施している

②外部に業務委託している

③漁業者や建設業者と共同で実施している

④その他
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Ｑ１８：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

日常管理点検の実施に当たって作業量が多い（非効率）と感じる部分があれば、それはどこでしょうか？（複数回答可）

0 100 200 300

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他

0 20 40

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他

0 100 200

①特に作業量が多い（⾮効率）とは感じていない

②施設が⻑⼤であり、対象となるスパン数が膨⼤である点

③調査結果の指定様式への取りまとめ

④事務所から対象漁港が遠く、現地への移動に時間を要する

⑤他業務が忙しく、点検に⼿が回らない

⑥その他
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Ｑ１９：

（市町村）

日常管理を実施に当たって、重点化・簡略化して欲しい事項はありますか？（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

0 100 200 300

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 20 40

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他

0 100 200

①対象スパンの重点化（⼀定ランク以上の⽼朽化を対象など）

②調査施設の重点化（重要度の⾼い施設を抽出等）

③調査項⽬の重点化（最も⽼朽化度の評価が⾼い項⽬を抽出等）

④取りまとめ様式の簡略化

⑤その他
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Ｑ２０： その他、現況のガイドライン・手引きに基づく日常管理点検作業についてご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

（主要意見（漁港管理者））

41%

42%

17%

対象施設・調査項⽬の重点化及び様式の簡略化

専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成

⽇常点検の業務委託費⽤の確保
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２.定期点検作業の効率性・確実性の向上について

２-１）ＩＣＴ技術の導入について

Ｑ２１：

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

ＩＣＴ技術を導入することで点検作業の効率化などの効果があると思いますか？

18%

66%

10%

4% 2%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

29%

53%

16%

2% 0%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

16%

68%

9%

4% 3%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他

32%

34%

34%

0% 0%

①効果があると思う

②⼀定の効果があると思うが、コスト増等のデメリットが懸念される

③⼀定の効果があると思うが、計測精度等の⾯で課題が多いと考えている

④⼗分な効果がないと思う

⑤その他
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Ｑ２２：

（市町村）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設コンサルタント）

ＩＣＴ技術を点検作業に導入していますか？

（漁港管理者全体）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（都道府県）

3%

97%

①している

②していない

6%

94%

①している

②していない

3%

97%

①している

②していない
68%

32%

①している

②していない
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Ｑ２３：
Ｑ２２で「①している」と回答の方にお聞きします。
点検作業に導入しているＩＣＴ技術を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

0 2 4 6 8

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 1 2 3

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 2 4 6

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他

0 5 10 15 20

①ＵＡＶによる⽬視調査や３次元測量の実施

②ナローマルチビーム等による⽔中部の形状把握

③ＲＯＶによる⽔中⽬視

④地中レーダー探査による空洞化調査

⑤その他
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Ｑ２４：

≪その他の意見≫

Ｑ２２で「①している」と回答の方にお聞きします。
点検作業にＩＣＴ技術を導入して作業の効率性・確実性は向上しましたか？

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

・技術者の熟練度により精度が異なる。（市町村）
・操作に不安があるため、紙ベースでの点検作業も同時に実施した。（市町村）
・ＵＡＶ活用することで安全性が向上した。（建設コンサルタント）
・計測精度に課題がある。（建設コンサルタント）

69%0%

16%

15% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

100%

①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

60%

0%

20%

20% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他

78%

7%

0% 15% ①効果があった

②⼀定の効果はあったが、従前作業の効率性・確実性と⼤きく変わらない

③あまり効果はなかった

④その他
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Ｑ２５：
Ｑ２２で「②していない」と回答の方にお聞きします。
点検作業にＩＣＴ技術を導入してない理由を選択ください。（複数回答可）

（漁港管理者全体）

（都道府県）

（市町村）

（建設コンサルタント）

0 100 200 300

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤
性が不明なため
⑤その他

0 10 20 30 40

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤
性が不明なため
⑤その他

0 50 100 150 200 250

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤性が
不明なため
⑤その他

0 2 4 6 8

①予算確保が困難である

②操作できる専⾨職員の確保が困難である

③計測精度や省⼒化の⾯でまだ課題が多い

④現⾏のガイドライン・⼿引きには記載されておらず、具体的な適⽤性が
不明なため
⑤その他
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２-２）その他

Ｑ２６：

（主要意見（漁港管理者及び建設コンサルタントの合計））

点検作業の効率化・確実化への対策について、ご意見がありましたらご自由にご記入下さい。

34%

15%
9%

10%

9%

7%

5% 5%

3% 3% 補助制度の充実及び制度の拡充
専⾨技術者以外でも点検可能なマニュアルの作成
⽇常点検の簡素化
機能保全に関する講習会の定期開催
ICT技術導⼊に向けた基準及び歩掛の設定
AI技術の導⼊
点検データの保管⽅法の設定
変状図の作成⽅法及び保管⽅法の統⼀
機能保全業務に関する歩掛の設定
対象施設の優先順位付け
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第１回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討会 

議事要旨 

 

1 開催概要 

1.1 日時：令和元年 7月 25日（木） 13:30～15:30 

1.2 場所：エッサム神田１号館 602 会議室 

1.3 参加者：下表 

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

◎横田　弘
北海道大学大学院工学研究院
北方圏環境政策工学部門

教授

笠井　哲郎 東海大学　工学部　土木工学科 教授

橋本　康史 長崎県水産部 漁港漁場課長

◎委員長

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

山﨑　将志 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長補佐

井上　真仁 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 係長

区分 氏名 所属 職　名 備　考

林　浩志
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

次長

尾崎　幸生
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

主任研究員

桑原　正博
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

専門技術員

水工研 三上　信雄
水産研究・教育機構水産工学研究所
　水産土木工学部

主幹研究員

区分 氏名 所属 職　名 備　考

漁村総研 鈴木　彰
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

専門技術員

水工研 明田　定満
水産研究・教育機構水産工学研究所
　水産土木工学部

研究員

本田　耕一 一般社団法人水産土木建設技術センター 審議役

松本　力 一般社団法人水産土木建設技術センター 上席研究員

完山　暢 一般社団法人水産土木建設技術センター 主任研究員

　事 務 局　

漁村総研

　参　加　者　

土木センター

　委　員　

委　員

　水 産 庁　

水産庁
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水産庁整備課 山﨑課長補佐による開会挨拶 

 

 

 

 検討会の開催状況 
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2 議事内容 

 

2.1 委員長の選定 

 平成 26 年度に「水産基盤施設等の長寿命化に関する検討委員会」において委員長を務めて

いただいている横田教授に委員長を依頼し、各委員からの了承を得た。 

 

2.2 議事（１）：現状の課題及び点検内容の見直し方針（案）について 

 事務局より、現状の課題及び点検内容の見直し方針（案）の説明を行った。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 議事（２）：マニュアル（案）に記載予定の提案事項について 

 事務局より、マニュアル（案）に記載予定の提案事項の説明を行った。 

 各委員からの意見を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 主な意見（検討委員の意見） 発言者

UAVの活用で紹介されている変状図作成の方法は確立された方法か？（誰でも作業できるのか？） 笠井委員

効率化が資する技術としてUAV・ROV・ナローマルチ等が紹介されているが、導入には費用がかか
る。

橋本委員

写真からのひび割れ判定の自動化は出来ないか。 笠井委員

UAVを橋梁分野において活用している自治体がある。 横田委員長

水中部の点検を簡単に行える技術があれば活用したい。 橋本委員

「機械インピーダンス法によるコンクリート強度の推定」は高精度で簡易に出来る点検方法であ
る。（NETIS登録）

笠井委員

導入の難易度・費用などがあるとわかりやすい。 橋本委員

新技術について

項目 主な意見（検討委員の意見） 発言者

日常点検に加えて巡視を新設するとしているが、現場に行く回数が増える等手間が増えるだけでは

ないか。

笠井委員

橋本委員

災害時の点検を実施しているため、その点検が日常点検の代替となるとすれば負担の低減になるの
ではないか。

笠井委員
横田委員長

保存形式として「様式5」を推奨している限り、取りまとめ作業の負担低減とはならないのではな

いか。
橋本委員

巡視と日常点検の違いがわかりにくい。 横田委員長

巡視の新設ではなく、日常点検の方法の見直しだけで良いのではないか 笠井委員

日常点検の箇所の絞り込みとあるが、点検前に既存資料を確認する作業が付加される。 橋本委員

現在の日常点検作業は港湾等の他の公共施設に比べて手厚い印象がある。 横田委員長

提案している巡視の内容を日常点検とし、1年に1回実施、定期点検は5年1回実施とする方法はどう
か。

横田委員長

コンクリート構造においては急激な老朽化の進行は考えにくいので、日常点検としては提案してい
る巡視の内容で十分と感じる。

笠井委員

漁業者・建設業者との協力体制を構築できれば負担の低減となる。 橋本委員

定期点検を適正に行うことを前提に日常点検は簡素化しても良いのではないか。 笠井委員

点検作業を委託するのであれば、予算の確保が課題となる。 笠井委員

日常点検結果や老朽化の進行状況を踏まえ、点検間隔を見直す視点があっても良いのではないか。 横田委員長

新しい施設については点検間隔を長くする等経過年数を踏まえて間隔を設定する視点があっても良
いのではないか。

笠井委員

日常点検について
（巡視を含む）

定期点検について
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2.4 長崎県における点検作業に実態について 

 橋本委員から長崎県における点検作業に実態について説明いただいた。 

1）日常点検

工事の立会（もしくはその前後の移動）の際に実施している。

年間；5日/人程度の作業量となっている。

様式5のような所定形式での記録は行っていない。（見たかどうかを記録）

県、市町村の両方とも同様の方法で日常点検を行っている。

2）定期点検

県管理漁港においては初回の定期点検は完了し、2巡目に着手している漁港もある。

2巡目の点検では予算の関係からフェリー岸壁・鋼構造物・主防波堤等の重要な施設を優先してい
る。（全施設に対して5年に１回は実施できていない）

優先順位の決め方は統一したものではないため、今後検討する予定である。

市町村では初回の定期点検が終わっていないところもある。

数年のうちに実施するように指導しているが人員不足等の課題から遅延している状況にある。

3）水中部の調査について

水中部の鋼管杭・矢板等の調査が課題である。

日常点検での対応は困難であり、初回の定期点検では調査を実施したが、2巡目では県管理漁港で
も実施出来ていない。

直営では対応できないし、委託する予算の確保も難しい。

4）課題となっている事項

指定様式への取りまとめに労力・時間を要している。（負担が大きい）

タブレット等に現地で入力し、その結果が様式として出力できれば、大幅な効率化が図れる。

現在、定期点検の間隔としては港湾と合わせて「5年に1回」としているが、対応が厳しい状況にあ
る。

長崎県では全体で約3,800の漁港施設がある。

フェリー岸壁（11施設）は1年に1回の点検と考えている。

桟橋等RC構造や鋼構造の施設（約200施設）は5年に1回の点検と考えている。

上記以外の施設（約3,500施設）は10年に1回と考えている。

現状としては「300施設/年」の点検状況であるため、実施可能な体制と考えている。

UAVは出先事務所に1台づつ配備している。

UAVの操作については2年に1回の講習が必要となっている。

UAV飛行時は3人体制を確保することとしている。

現状について

見直し案について
（検討段階）

UAVの導入状況

 

 

2.5 その他（連絡事項） 

 第２回検討会は今回の検討結果を踏まえ、マニュアル（案）を整理した後の開催となるた

め、１２月頃を予定している。日程については事務局から調整させていただく。 

以上 
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第２回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討会 

議 事 次 第 

 
          日 時：令和２年 1 月 17 日(金) 13:30～15:30 

          場 所：エッサム神田１号館 602 会議室 

 

１．開 会   

２．挨 拶 （水産庁） 

３．配付資料の確認 

４．出席者の紹介 

５．議 事 

（１）点検内容の見直し（案）及びマニュアル（案）について… 資料－１ 資料－２ 

 １）定期点検について 

 ２）日常点検について 

 ３）技術者不足への対応について 

 ４）点検内容の見直し（案）について 

 ５）マニュアル（案）の記載事項について 

６．その他（連絡事項等） 

７．閉 会



 

第２回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の 

作成に関する検討会 

配 布 資 料 

 

 

 第２回検討会 議事次第 

 第２回検討会 出席者名簿 

 第２回検討会 座席表 

 第２回検討会 論点整理 

 

 資料-１ 水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案） 

 資料-２ 第２回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する 

検討会資料（検討内容について） 

 



（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

◎横田　弘
北海道大学大学院工学研究院
北方圏環境政策工学部門

教授

笠井　哲郎 東海大学　工学部　土木工学科 教授

橋本　康史 長崎県 水産部 漁港漁場課長

◎委員長

（敬称略）

区分 氏名 所属 職　名 備　考

浅川  典敬 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長

山﨑　将志 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 課長補佐

中瀬　聡 水産庁　漁港漁場整備部　整備課 係長

区分 氏名 所属 職　名 備　考

林　浩志
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

次長

尾崎　幸生
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

主任研究員

桑原　正博
一般財団法人　漁港漁場漁村総合研究所
　第１調査研究部

専門技術員

水工研 三上　信雄
水産研究・教育機構水産工学研究所
　水産土木工学部

主幹研究員

漁村総研

　事 務 局　

第２回　「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討委員会

出 席 者 名 簿

　委　員　

委　員

　水 産 庁　

水産庁
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第２回「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（案）」の作成に関する検討会 

第２回検討会の論点整理 

 
＜議題＞点検内容の見直し（案）及びマニュアル（案）について 

１．定期点検について（資料－２；p.8～23） 

 施設の安全性及び求められる機能を確保するために「健全度 A」になる前の変化を見逃

さず、「健全度 B」段階で発見し、予防保全対策を講じることに着眼点を置き、施設の健

全度別に定期点検の間隔を区分する内容とした。この検討方針が適切かご意見をいただ

きたい。 

 これまでの定期点検結果から分析を行い、「健全度 B で推移する期間（最短 11.1 年）」か

ら健全度 C・D の施設の定期点検の標準間隔を「10 年」とした。この分析結果及び標準

間隔の設定が妥当かご意見をいただきたい。 

 また、標準間隔（10 年）及び施設の重要度・構造形式を踏まえ、定期点検間隔の設定を

行った。この定期点検間隔の設定が適切かご意見をいただきたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご意見をいただきたい。 

２．日常点検について（資料－２；p.24～31） 

 施設の安全性及び求められる機能を確保するために「健全度 A」になる前の変化を見逃

さず、「健全度 B」段階で発見し、予防保全対策を講じることに着眼点を置き、施設の健

全度別に点検内容を分類する方針とした。この検討方針が適切かご意見をいただきたい。 

 健全度 A・B については「施設の主要部に著しい老朽化が発生しており、施設の性能が要

求性能を下回る可能がある状態」もしくは「施設の主要部分に老朽化が発生し性能の低

下が認められ、予防的対策を施さないと将来要求性能を下回る恐れがある状態」である

ため、新たな老朽化の変状を発見するための踏査及び代表スパン（施設の機能低下に影

響があるスパン）を選定し、その変状の撮影と状況確認を行うものとした。この点検内

容が適切かご意見をいただきたい。 

 健全度 C・D については「軽微な老朽化は発生しているものの施設の性能に関わる老朽化

は認められず、性能を保持している状態」もしくは「施設に老朽化は認められず、十分

な性能を保持している状態」であるため、新たな老朽化の変状を発見するための踏査の

みとした。この点検内容が適切かご意見をいただきたい。 

 現行基準での日常点検では様式-5（点検者・日時・変状状況）、様式-6（変状写真）（全

施設・全スパンの目視調査）をしているが、類似施設の集約化及び様式-5 と様式-6 を統

合した新様式を提案した。この新様式について適切かご意見をいただきたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご議論頂きたい。 

３．技術者不足への対応について（資料－２；p.32～40） 

 漁業者、建設業者等の利用者から施設の老朽化状況について情報提供してもらい、漁港

管理者の体制を補完することを提案した。この提案内容が適切かご意見をいただきたい。 

 点検内容に合わせて活用できる技術についての情報収集及び整理・抽出を行い、各調査

技術について概要・適用範囲・利点・欠点を整理した一覧表を作成した。マニュアル（案）

に記載する技術として適正かご意見を頂きたい。 

 他に配慮すべき内容・加えるべき内容があるかご議論頂きたい。 
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４．点検内容の見直し（案）について（資料－２；p.41～42） 

 提案の見直し（案）にて現在の点検作業よりも効率化が図れるのか、確実性を確保でき

るのかご意見をいただきたい。 

５．マニュアル（案）の記載事項について（資料－２；p.43～49） 

 マニュアル（案）の構成としては下記の構成とした。この構成で妥当か、加えた方がよ

い項目等があるかご意見をいただきたい。 

第１章 総論；目的、構成、用語の定義 等 

第２章 点検の概要；点検の種類と目的、考え方 等 

第３章 点検の作業要領；各点検の作業要領 

第４章 点検結果の記録；記録様式、記入方法の留意点、保管 等 

参考資料；点検に活用できる技術の紹介、変状写真例、日常点検ｼｰﾄ（様式・記載例） 

 マニュアル（案）の記載方法・記載内容としては下記の通りとした。この内容で妥当か

ご意見をいただきたい。 

本編；項目ごとに、基本的考え方を枠内に示し、以降に解説を提示。 

参考資料；検討した定期点検間隔、点検に活用できる調査技術、変状写真例、日常点     

検の新様式を提示 

 新たな用語の定義として日常点検で行う「踏査」の定義を追加した。（その他の用語はこ

れまでの手引き・ガイドラインに示している内容）この内容で適正かご意見をいただき

たい。 

 全体として加えた方がよい項目・内容等があるかご意見頂きたい。 



資料-１



印刷用
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定期点検の流れの一例を図-2.5 に示す。点検間隔の検討資料を参考資料-Aに示す。 

 

図-2.5 定期点検の流れ 

 

 従来は 5年または 10年に 1 回の頻度で全施設を点検していたが、本マニュアル（案）

では施設毎に点検時期が不規則になるため、予定時期に確実に点検が実施されるように留

意する必要がある。 

 

ⅰ）重要度が高い漁港（防災拠点漁港・流通拠点漁港） 

漁港漁場整備長期計画（H29年～33年度）では、整備目標として、防災拠点漁港および

流通拠点漁港のうち、地震・津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合を、

計画終了時に30％とする整備目標を掲げている。 

また、水産庁は平成26年以降、漁港管理者である関係都道府県等に対し、流通拠点漁港

及び防災拠点漁港にかかる災害時の応急体制の充実を図るため、漁港に精通した建設業団

体等との防災協定の締結について技術的助言を行っている。 

このように防災拠点漁港および流通拠点漁港は、大規模自然災害に備えた対応力強化が

重点課題となっており、重要度の高い漁港であると位置付けられる。 

 

・防災拠点漁港：大規模な地震等が発生した場合に、被災直後の緊急物資、避難

者の海上輸送を行い、また、各公共施設が復旧する間、物資の輸送等を行い得る

漁港であって、地域防災計画等において位置づけのある漁港である。 

・流通拠点漁港：各都道府県が定めた圏域計画に基づき、水産物の流通の拠点と

なる漁港である。 

 

防災拠点漁港および流通拠点漁港では、防波堤や岸壁等の耐震・耐津波・耐浪化対策を

推進して機能強化を図るとしている。具体的に施設を選定するにあたっては、漁港・漁場

構造形式 健全度 前回の定期点検内容

健全度C ―

健全度D ―

肉厚調査を実施していない場合

肉厚調査を実施した場合

健全度D（新設のみ） ―

経過年数（年）区分

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

重力式

矢板・杭式

防災拠点・流通拠点漁港の主要施設

健全度C・D

0 5 10 15 20

肉厚調査を行い、腐食速度を確認



16 
 

の施設の設計参考図書（2015 年版）に下記の枠囲みのように記述がある。漁港管理者が防

災拠点漁港および流通拠点漁港の機能保全計画を策定する場合には、これを参考にして、

耐震性能・耐津波性能の強化を行う主要な施設を明示する必要がある。 

 

 2.2.5 耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設 

 (1) 耐震強化型の岸壁 

   耐震性能・耐津波性能の強化を行う施設のうち、岸壁については、耐震強化型として、下表に示す

とおり「耐震強化岸壁」「耐震強化岸壁に準じる岸壁：及び「その他の耐震性能を強化する岸壁」に

区分される。 

   「耐震強化岸壁」は、防災拠点漁港において、震災直後の緊急物資や避難者の海上輸送などを考慮

し、特に通常の岸壁よりも耐震性を強化した岸壁として位置づけられている。 

   従来の設計（性能照査）においては、レベル 2 地震動を対象としつつも、地震応答解析から設計震

度を算定する震度法が用いられていた。しかし、東日本大震災による大規模災害を受け、耐震強化岸

壁については、液状化しないことが明らかな場合を除き、レベル 2 地震動による変形解析を行い、変

位量が許容値を満足することを照査する手法を取り入れている。 

   また、「耐震強化岸壁に準じる岸壁」として、特定第 3種漁港及び特定第3 種以外の漁港であって

も、被災することによって広範囲に渡る経済活動に著しい影響を及ぼす恐れのある水産物生産・流通

拠点漁港における主要な陸揚岸壁が位置づけられるとしており、要求性能及び性能規定については

「耐震強化岸壁」に準じることとしている。 

   上記以外の水産物生産・流通拠点漁港については、通常の岸壁における要求性能及び性能規定を適

用するが、設計震度については、レベル 1 地震動に加え「発生頻度の高い津波」を発生させる地震動

による設計震度について比較検証する必要がある。 

区分 対象漁港及び対象施設 

耐震強化岸壁 防災拠点漁港において、震災直後の緊急物資や避難者の海上輸送な

どを考慮し、特に通常の岸壁よりも耐震性を強化した岸壁 

耐震強化岸壁に準じ

る岸壁 

特定第 3 種漁港及び特定第3種以外の漁港であっても、被災するこ

とによって広範囲に渡る経済活動に著しい影響を及ぼす恐れのある

水産物生産・流通拠点漁港における主要な陸揚岸壁 

その他の耐震性能を

強化する岸壁 

上記以外の水産物生産・流通拠点漁港における主要な陸揚岸壁 

(2) 耐震性能・耐津波性能の強化を行う外郭施設 

 耐震性能・耐津波性能の強化を行う外郭施設については、上表に示す岸壁前面の泊地や航路の安

全な利用を確保するために必要な主要な防波堤及び海岸保全施設（防潮堤）と組み合わせた総合的

な防災対策が不可欠な防波堤が対象である。 

 

出典：漁港・漁場の施設設計参考図書、2015 年版、pp.9～10 
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ⅱ）矢板・杭式等鋼構造物のうち、直前の定期点検において肉厚調査を実施していない 

施設 

矢板・杭式等鋼構造物の肉厚を測定して、平均腐食速度が設計値以下であることを確認

することで、耐用年数内での鋼材の肉厚を確保できる予測が可能となる。しかし肉厚調査

をしていない場合には、腐食環境によっては耐用年数内での肉厚確保が難しい可能性もあ

り、標準間隔より短い間隔で定期点検が必要とした。 

 

ⅲ）直前の定期点検で健全度評価が D の施設（新設施設及び更新・改良施設も含む） 

健全度 D の施設は健全度 C を経て健全度 B に至るので、健全度 B、Cで進行する全体期

間（最短で 22.1～35.4 年（平均 27.9 年））を考慮して、点検間隔を 20 年に長くすること

は問題ないと考えられる（p 参-3 表-A.3 参照）。 

ただし、矢板・杭式等鋼構造物が健全度 D の場合には、定期点検間隔を延ばすことな

く、標準間隔の 10年で定期点検を行うこととする。矢板・杭式等鋼構造物の防食工法と

しては、表-2.3 に示す対策工法が適用されているが、被覆防食工法の耐用年数は最短で

20 年程度となっている。漁港による腐食環境の相違もあることから、耐用年数の半分程度

となる標準間隔の 10 年で定期点検を行って、防食機能が設計通りに機能を発揮している

ことを確認しておくことが重要と考えられる。 

 

表-2.3 鋼構造物対策工法事例一覧表（防食鋼材） 

 

出典：水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン､平成 27 年 5 月､p 参考 5-5 

 

 

 

 

  

水上部 水中部
A　電気防食工法
A-1　電気防食工法（流電陽極方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 10～50年
A-2　電気防食工法（外部電源方式） 腐食 老朽化速度の抑制 × ○ 20年
B　被覆防食工法
B-1　塗装工法（エポキシ樹脂塗装） 腐食 老朽化要因の遮断 ○ × 20年程度
B-2　有機ライニング工法

重防食被覆
超厚膜形被覆
水中硬化形被覆

B-3　ペトロラタムライニング工法 腐食 老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度
B-4　無機ライニング工法

モルタル被覆
コンクリート被覆
電着被覆

腐食

老朽化要因の遮断 ○ ○ 20年程度

老朽化要因の遮断 ○ ○ 30年程度

腐食

工法の名称 主な変状
対策工法に

要求される効果
耐用年数

適用範囲






















































